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序 本事業の実施概要 

１．本事業の目的 

2017年介護保険法改正では、介護保険または障害福祉のいずれかの訪問系・通所系・短期入所

系のサービスの指定を受けている事業所が、もう一方の制度における訪問系・通所系・短期入所

系のサービスの指定も受けやすくする「（共生型）居宅サービスの指定の特例」が設けられた。 

この「共生型サービス」の創設を通して、障害者が高齢期になっても、それまで利用してきた

障害福祉サービス事業所が実施する共生型「介護保険サービス」を利用することができるように

なり、また、障害児・者が、日常生活圏域内で介護保険サービス事業所の行う共生型「障害福祉

サービス」を利用することができるようになった。 

創設しておよそ２年を経過した段階で、実施する介護保険サービス事業所、障害福祉サービス

事業所の数はまだ限られている。 

今後、各地で一層の普及を図るにあたっては、①共生型サービス事業の意義や有用性、取組に

関する方法や留意事項等に関する周知がまだ十分でないこと、②従来の対象者別の事業所の利用

者、その家族、また事業所職員層に十分な理解が浸透していないこと等が指摘されており、全国

的にその課題を解明し、その把握を通して普及を図ることが課題となっている。 

なお、「共生型サービス」を通して、上記の点に加えて、高齢者や障害児・者、子どもたち、生

活困窮者等、地域住民や支援者、多職種その他地域各層が集い交流しながら、事業所の職員や経

営者を含めて、お互いが支え合いながら成長できる「地域共生の場」となっていくことも期待さ

れている。 

 

本事業では、上記の認識の実態に基づき、特に介護保険サービス事業所に焦点を当て、介護保

険サービス事業所が、共生型障害福祉サービス事業に一層積極的取り組むことに関する指定権限

者の自治体及び介護保険事業所における課題を把握し、それを踏まえた普及啓発のための事業関

係者向けの研修を実施する。あわせて、広く国民一般向けに普及啓発を図るためのシンポジウム

を実施する。 

これらの検討・実施を通して、今後、自治体や介護保険サービス事業所が、より積極的に共生

型障害福祉サービスの実施に取り組むための支援方策について検討し提起する。 

 

（注）なお、発生した新型コロナウィルス感染予防のため、大阪会場の研修会、東京会場のシンポジウム

については中止し、東京会場の研修会のみ開催した。 
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２．本事業の実施内容と方法 

（１）自治体に対する「共生型サービス」指定取組動向アンケートの実施 

①目的 

全国の都道府県及び市町村の介護保険行政、障害福祉行政における「共生型」サービス事業

に関する位置づけや指定申請支援、事業実施支援やサービスの質維持向上指導等の状況、関連

する課題等を把握する。 

②アンケートの対象 

全国の全自治体（都道府県：47件、市町村及び特別区：1,741件） 

③アンケートの方法 

全国の全自治体の各介護保険事業担当課向けにアンケート（1冊）を送付し、介護保険事業担

当部署から障害福祉事業担当部署への回付により回答いただく。 

各所管部署において所管する設問の回答を記入いただき、介護保険事業担当部署が当社内の

当事業アンケート実施事務局に返送する。 

④実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

⑤回収状況 

 回収数 回収率 

都道府県 37 78.7％ 

市区町村 1,021 58.6％ 

不明 2 - 

合計 1,060 59.3％ 

⑥アンケートの主なテーマ 

Ａ．介護保険サービス事業所による「共生型障害福祉サービス」に関する調査テーマ事項 

１．共生型障害福祉サービスの指定状況等 

２．共生型障害福祉サービスの申請、指定時の状況 

３．共生型障害福祉サービスの周知・普及に関する取組状況、課題等 

４．共生型障害福祉サービスの関係計画等への位置づけ、整備や推進に関する課題、

期待すること等 

５．共生型障害福祉サービスに関する市町村支援の状況（都道府県のみ） 

Ｂ．障害福祉サービス事業所による「共生型介護保険サービス」に関する調査テーマ事項 

１．共生型介護保険サービスの指定状況等 

２．共生型介護保険サービスの申請、指定時の状況 
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３．共生型介護保険サービスの周知・普及に関する取組状況、課題等 

４．共生型介護保険サービスの関係計画等への位置づけ、整備や推進に関する課題、

期待すること等 

５．共生型介護保険サービスに関する市町村支援の状況（都道府県のみ） 

 

（２）「共生型障害福祉サービス」を実施している介護保険サービス事業所に対する

アンケート 

①目的 

「共生型障害福祉サービス」の指定特例を取得した全国の介護保険サービス事業所における、

指定の目的・狙い、指定を受けるにあたって対応したことや申請受理までの課題、共生型障害

福祉サービス実施の成果や効果、生じた課題等を把握する。 

②アンケートの対象（抽出方法、規模） 

【アンケートの対象】 

・「共生型障害福祉サービス」の指定を受けた全国の介護保険事業所全数。 

【アンケートの対象事業所の抽出方法】 

・対象事業所の全数抽出は、厚生労働省が保持管理する事業所情報に拠った。 

・指定を受けた全 300 事業所（平成 31 年４月サービス提供分）から、「災害救助法の適用

自治体」に所在する事業所 47事業所を除いた 253事業所を実施対象とした。 

  

ａ． 

実施事業所 

総数 

b. 

被災地 

ｃ． 

今回のアンケー 

対象事業所数 

（ａ－b）  

総事業所数 300 47 253 

【参考】本アンケート対象となった介護保険サービス事業所（253事業所）において 

実施している「共生型障害福祉サービス」事業所数 

共生型障害福祉サービス 

事業所種別 

本アンケートの対象事業所で実

施している共生型障害福祉サー

ビス  

居宅介護 28 

重度訪問介護 8 

生活介護 168 

自立訓練（機能訓練） 14 

自立訓練（生活訓練） 15 

児童発達支援 11 

放課後等デイサービス 66 

短期入所 18 
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③アンケートの方法 

全国の対象事業所に対する郵送法。 

④実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

⑤回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

実施事業所 253 131 51.8％ 

⑥アンケートの主なテーマ 

１．共生型障害福祉サービスに参入するまでの経緯、課題 

２．共生型障害福祉サービスを立ち上げるまでに取り組んだこと、生じた対応課題 

３．運営開始後の状況、運営を通して起きた変化（成果、効果、課題） 

４．今後各地で参入が進むための方策 

  

（３）「共生型障害福祉サービス」を実施していない介護保険サービス事業所に対す

るアンケート 

①目的 

現在までのところ「共生型障害福祉サービス」指定を申請していない介護保険サービス事

業所における、申請をしていない理由、指定を受けるにあたっての課題等を把握する。 

②アンケートの対象 

【アンケートの対象】 

・「共生型障害福祉サービス」の指定特例がある以下の介護保険サービス事業所 3,000 事業

所。 

・訪問介護 

・通所介護（地域密着型を含む） 

・短期入所生活介護（予防を含む） 

・小規模多機能居宅介護（予防を含む） 

・看護小規模多機能型居宅介護（予防を含む） 

 

【アンケートの対象事業所の抽出方法】 

  ・対象事業所の抽出は、全国の介護保険サービス事業所情報が登録されている「介護情報公

表システム」に掲載されている該当サービス種別の事業所を無作為抽出法に基づいて抽出

した。 

  ・なお、上掲の５つの介護保険サービス事業所種別別の傾向を把握するに必要な一定数の対

象事業所数を、全体のサービス種別の母集団比率を歪めない範囲で割り付けた。 

具体的な割付方法は以下の通りである。 
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母集団 

（件数） 

母集団におけ 

る比率 

サンプル

抽出比率 
対象件数 

訪問介護 32,680 35.7％ 30.0％ 900 

通所介護 42,311 46.2％ 40.0％ 1,200 

短期入所生活介護 10,675 11.7％ 15.0％ 450 

小規模多機能型居宅介護 5,439 5.9％ 10.0％ 300 

看護小規模多機能型居宅介護 514 0.6％ 5.0％ 150 

全体 91,619 100.0％ 100.0％ 3,000 

③アンケートの方法 

全国の対象事業所に対する郵送法。 

④回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

未実施事業所 3,000 1,143 38.1％ 

⑤実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

⑥主なテーマ項目 

１．共生型障害福祉サービスに関する認知状況 

２．今後２～３年を見通した共生型障害福祉サービスの指定取得の意向 

３．今後、介護保険サービス事業所が共生型障害福祉サービスの実施を支援するため

の効果的な方策 

 

（４）事例訪問調査の実施 

①目的、方法、実施規模 

・共生型障害福祉サービス事業を実施している介護保険サービス事業者に対して、電話によ

る協力依頼を行い、協力を得ることができた事業所に対して訪問インタビューを実施した。 

・管理者または共生型サービス事業責任者を対象とする訪問インタビューでは、共生型サー

ビスの普及上のポイントや事業所及び地域への波及成果評価等を伺い、その結果に基づい

て介護保険サービス事業者の取組事例紹介記事として取りまとめた。 

・取組事例紹介記事では、介護保険サービス事業者が共生型障害福祉サービス事業を立ち上

げ、持続的な運営を行うために、立ち上げる前に、また立ち上げてから、取組んでおくべ
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き法人・事業所内の準備、地域多職種・多組織等との連携や協働、自治体との連携等の工

夫や留意点などのポイントを整理した。（主要業種別、計９事業者、10事業所） 

②実施時期 

令和元年 10月～令和２年１月 

③実施事業所 

訪問インタビューを実施した事業者は９事業者で、訪問した事業所は以下の 10事業所であ

る。 

 
  

居宅介護
重度訪問介

護
生活介護

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

児童発達
支援

放課後等デ
イサービス

短期入所

岩手
ヘルパーステーション
くくる花巻

訪問介護 〇 花巻市野田
訪問看護、看護小規模多機能型居
宅介護、サービス付き高齢者向け
住宅 等

千葉 ゆるるか
小規模多機能型
居宅介護

〇 八街市文違
地域密着型通所介護、居宅介護支
援、指定特定相談支援事業所

千葉
小規模多機能ホームふ
くおかの家

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 東金市東中島
児童発達支援、放課後等デイサー
ビス、相談支援　等

千葉
生 活 ク ラ ブ 風 の 村
ショートステイさくら

短期入所生活介
護、介護予防短
期入所生活介護

〇 佐倉市山崎
高齢者支援事業、子育て支援事
業、障がい児者支援事業　等

富山
小規模共生ホーム
ひらすま

通所介護、居宅
介護支援、短期
入所生活介護

〇 〇 〇 〇 高岡市木町

富山
小規模多機能ホーム
ひらすまあらいべ

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 高岡市木町

福井 デイサービスふぅ
地域密着型通所
介護、介護予防
通所介護

〇 〇 越前市小野谷町 相談支援事業

福井
デイサービス
いっしょ家

地域密着型通所
介護、介護予防
事 業 （ 総 合 事
業）

〇 〇 〇 〇 越前市家久町
地域密着型通所介護、介護予防通
所介護（総合事業）　等

愛知
ショートステイ
くらがいけ

短期入所生活介
護

〇 豊田市岩滝町
特別養護老人ホーム、認知症対応
型デイサービス、訪問介護　等

広島
デイサービスセンター
かりん

通所介護、１日
型デイサービス

〇 広島市西区 保育所、学童クラブ、通所介護　等

※同一法人経営
乳幼児の一時預かり、相談支援、
就労継続支援B型作業所の受け入れ
等

共生型障害福祉サービス

都道府県 事業所名称
母体介護保険

事業
住　所 法人が実施する他のサービス提供
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（５）介護保険サービス事業者、及び自治体介護保険事業担当部署等向け研修会の企

画実施 

以下の通り企画・実施したが、大阪での開催は、新型コロナウィルス感染予防のため、開

催を中止した。 

 

 研修会【東京会場】 研修会【大阪会場】（開催中止） 

開催日 

開催時間 

２月 25日（火） 

13：00～16：00 

２月 27日（木） 

13：00～16：00 

タイトル名 
「共生型障害福祉サービス事業」研修会 

開催趣旨 「共生型障害福祉サービス事業」の立ち上げ・運営に関するノウハウや留意点情報を提供す

る。 

主たる聴講

者 

「共生型障害福祉サービス事業」の実施に関心がある介護保険サービス事業者 

自治体職員（障害福祉課 等） 等 

聴 講 者 数

（目標） 
40～60人 40～60人 

登壇者 

〇事例報告 

〇パネルデ

ィスカッ

ション 

・コーディネーター:平野委員長 

・佐伯知華子（特定非営利活動法人ひらすま

理事長） 

・茂木有希子（株式会社 ハート＆アート 代

表取締役） 

・尾崎 洸哉（豊田市障がい福祉課 主査） 

・厚生労働省（障害福祉課） 

・コーディネーター:平野委員長 

・太齋寛（特定非営利活動法人 ちば地域生活

支援舎 理事・事務局長） 

・川原秀夫（特定非営利活動法人 コレクティ

ブ 理事長） 

・宮脇健一（富山県厚生企画課 主幹） 

・厚生労働省（障害福祉課） 

プログラム 

構成 

 

 

 

 

 

①委員長基調報告 

②取り組み事例報告（事業者、自治体） 

③パネルディスカッション 

パネリスト：事例報告者、厚生労働省 

④テーマ： 

■介護保険サービス事業者の「共生型障害福祉サービス事業」の立ち上げ、運営のポイント 

■「共生型障害福祉サービス事業」の効果 

■自治体が取り組む際のポイント 等 

⑤質疑応答 

 

◎東京で開催した研修会の受講者実績は以下の通りである。  

受講申し込み人数 47人 当日受講者実績 32人 
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（６）シンポジウムの企画実施 

「共生型サービス」の広報・普及啓発に資するため以下の通りシンポジウムを企画したが、新

型コロナウィルス感染予防のため、開催を中止した。 

 

開催日・時間 ３月５日（木）13：00～16：30 

タイトル名 「共生型サービス」普及推進シンポジウム 

開催趣旨 共生型サービスの意義、具体的な事業や利用イメージに関する理解を深める。 

主たる聴講者 「共生型サービス」の理解に関心がある国民各層、地域活動・市民活動団体、

自治体（介護保険事業振興課、障害福祉課 等）、介護保険サービスや障害福

祉サービス事業者 等 

聴講者数規模 

（目標） 
200～250 人 

登壇者の皆様 

〇事例報告 

〇パネルディス

カッション 

・コーディネーター：平野 隆之 日本福祉大学社会福祉学部社会福祉学科教

授  

・茂木 有希子（株式会社ハート＆アート代表取締役） 

・川原 秀夫（特定非営利活動法人 コレクティブ 理事長） 

・惣万 佳代子（特定非営利活動法人 このゆびとーまれ 理事長） 

・百澤 和宏（さいたま市介護保険課 課長補佐） 

・厚生労働省（振興課） 

・菊地 達美（障害者総合福祉推進事業委員/日本知的障害者福祉協会 理事） 

プログラム 

構成 

 

 

 

 

 

①委員長基調報告 

②「共生型サービス」概要報告：厚生労働省 

③取り組み事例報告（事業者、自治体） 

④パネルディスカッション 

パネリスト：事例報告者、厚労省、障害者総合福祉推進事業委員 

  テーマ例： 

◆共生型サービスの意義、効果 

◆共生型サービスの特徴 

◆今後の各地での普及推進にむけて 等 

⑤質疑応答 
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３．体制 

（１）委員会 

  ①委員（計８人）                                       順不同、敬称略 

委員名 所属先 肩書 

◎平野 隆之 日本福祉大学 社会福祉学部 社会福祉学科  教授 

池田 昌弘 
特定非営利活動法人全国コミュニティライフサポートセン

ター 
理事長 

惣万 佳代子 特定非営利活動法人デイサービスこのゆびとーまれ  理事長 

茂木 有希子 株式会社ハート＆アート  代表取締役 

森山 典明 アースサポート株式会社  代表取締役社長 

川原 秀夫 特定非営利活動法人コレクティブ  理事長 

宮脇 健一 富山県厚生部 厚生企画課 
主幹・地域共生 

福祉係長 

百澤 和宏 さいたま市保健福祉局 長寿応援部 介護保険課 課長補佐 

◎委員長 

②厚生労働省オブザーバー 

（敬称略） 

氏 名 現 職 

平井 智章 厚生労働省 老健局 振興課 課長補佐 

羽染 敬規 厚生労働省 老健局 振興課 基準第二係長 

小俣 直貴 厚生労働省 老健局 振興課 基準第二係 

③担当研究員 

氏 名 現 職 

鈴木 陽子 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 共生社会部 主任研究員 

塚田 聡 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 共生社会部 主任研究員 

清水 孝浩 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 社会政策部 主任研究員 

野田 鈴子 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 共生社会部 研究員 

横幕 朋子 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 共生社会部 研究員 

国府田 文則 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 

共生社会部 主任研究員（～2019.8.31） 

政策研究事業本部 客員フェロー（2019.9.1～） 
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（２）委員会開催  

計５回の委員会開催を実施予定であったが、新型コロナウィルス感染予防のため、第５回委

員会については、中止した。 

 

回 日時 主な検討内容 

第一回 

令和元年９月 24日（水） 

10：00～12：00 

１．全体実施計画案の報告と討議 

２．主な論点・仮説案の報告と討議 

３．アンケート案の報告と討議 

第二回 

令和元年 11 月 1日（金） 

15：30～17：45 

１．自治体アンケート案の報告と討議 

２．事業所アンケート実施案（実施方法案、アンケート案）

の報告と討議 

３．研修会・シンポジウム実施計画案の報告と討議 

４．事例調査計画案・事例候補先候補案の報告と討議 

第三回 

令和元年 12 月６日（金） 

18:00～20:00 

１．自治体アンケート、介護保険サービス事業所アンケー

トの報告 

   ①都道府県・市町村向け 

   ②「共生型障害福祉サービス」実施事業所向け 

２「共生型障害福祉サービス」未実施事業所向け 

３．研修会（計２回）の実行計画案の報告と討議 

４．シンポジウム（計１回）の実行計画案の報告と討議 

５．事例訪問調査の実施進捗報告と討議 

第四回 

令和２年１月 22日（火） 

18:00～20:00 

１．研修会、シンポジウムの実行計画確定案の報告と討議             

２．自治体アンケート、事業所アンケート中間集計結果の

概要報告 

３．成果報告書の基本構成案の報告と討議 

第五回 
【開催中止】 

令和２年３月 19日（木） 

15:30～17:30 

１．成果報告書案の報告と検討 
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第Ⅰ部 「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関する調査研究事

業」の概要  

第１章 自治体に対するアンケート結果の概要 

【主要ポイント】 

◯「自治体の相談窓口に共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する相談があったか」につ

いては、都道府県では大半の自治体が「相談があった」と回答している一方、規模の小さい

市区町村ほど相談実績のある自治体は少なくなっている。人口 10万人未満では「相談があっ

た」は１割にとどまっている。人口 10万人以上の政令・中核都市以外の市区町村でも３割で

あり、この相談実績状況は、普及を図る上では厳しい状況といえる。今後一層の情報提供の

機会を充実強化する必要性を示唆する結果である。（P27） 

◯「自治体から、共生型障害福祉サービス指定の働きかけの実施状況」については、都道府県

では「特に働きかけは行っていない」が 6割を占めている。 

一方市区町村では、いずれの都市規模においても、なかなか働きかけが進んでいないことが

分かる結果となっている。（P29） 

◯また、「具体的に周知・普及のために取り組んでいること」をみても「特に行っていない」が

都道府県で４割強、市区町村では政令・中核都市はやや取り組みが進捗しているとはいえ、

全体としては８割超の市区町村では特に行っていることはない状況であることが分かる。

（P37） 

◯「自治体の関連計画に盛り込んでいるか」については、都道府県では３割、市区町村ではい

ずれの都市規模においても１～２割台の状況である。計画に位置付けるかを計画策定途上で

検討や議論自体を行っていない自治体は都道府県で７割、市区町村で７～８割となっており、

大半の自治体では共生型障害福祉サービスは、普及啓発を図る重点施策テーマに位置付けら

れているとは言えない状況であることが分かる。（P40） 

◯自治体からみた「共生型障害福祉サービスへの事業者の理解や関心」については、３割の自

治体では「理解が深まっていない、関心も低い」という回答が３割を占めている。ただ一方、

３割の自治体は「そのことについて、把握していない、わからない」と回答していることも

注目される。事業者からの相談がないのでわからない、把握できないという状況を反映して

いるとも思われる一方、事業者の理解や関心動向についての自治体の把握に関する位置づけ

の実態を反映しているともいえよう。（P39） 

特に、人口規模が小さい自治体に傾向が顕著であり、10万人未満の自治体では過半数の自治

体は、「わからない、把握していない」状況である。 

また、都道府県では「わからない、把握していない」は３割強である一方、市区町村では、

政令・中核都市を除く市区町村では４～５割の自治体が「わからない、把握していない」状

況である。 

今後一層の①「自治体が管内の事業者が理解を深め関心を持つことを側面支援するアプロー

チ」とともに、②「自治体自身（特に規模の小さい市区町村）が、管内の事業者の理解や関

心状況について把握することや理解や関心を高める方策を企画検討することを側面支援する

アプローチ」等が必要になっていることを示唆する結果となっている。 

◯自治体の共生型障害福祉サービスの整備に関するスタンスを確認するため、自治体の「整備

に関わる考え方」をみると、都道府県、市区町村共に「申請があれば受けつける、現段階で

は自治体として積極的に整備する予定がない」と回答しているのが６割前後である。自治体

においては、共生型障害福祉サービス」の必要性や意義が十分普及していないことが明らか

となっている。（P46） 
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◯自治体における共生型障害福祉サービスの意義や理念の理解度（深まっている＋やや深まって

いる）は、都道府県は約半数、政令指定都市・中核市は３割強。10 万人未満の市区町村は、さ

らに割合が低く１割強である。 

◯都道府県、政令指定都市・中核市は９割以上が事業所から申請手続きの相談を受けているが、

10 万人未満の市区町村は１割強に留まっている。 

◯管内の事業所や法人等における共生型障害福祉サービスに対する理解や関心の状況は、都道府

県、市区町村とも「わからない」の割合が最も高い。特に 10 万人未満の市区町村は、過半数に

のぼる。 

◯共生型障害福祉サービスの整備に関わる考え方は、都道府県、市区町村とも「事業所や法人か

ら申請があれば受け付けるが、現段階では、自治体として積極的に整備する予定はない」の割

合が高い。 

◯共生型障害福祉サービスの整備や推進における自治体の課題は、共生型障害福祉サービスに対

する「地域や利用者のニーズが把握できていないこと」「推進の検討が自治体内で深まっていな

いこと」。 

◯共生型障害福祉サービスに期待することは、「不足する障害福祉サービスを補うことができる」

「貴重な人材を有効に活用できる」こと。 
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第２章 「共生型障害福祉サービス事業」を実施している介護保険サービ

ス事業所に対するアンケートの結果概要 

【主要ポイント】 

○共生型障害福祉サービスの提供の仕方をみると、「同じ時間､場所で一緒にサービスを提供し

ている」の回答割合がもっとも高く（P92）、また職員の担当の仕方についても「高齢者、障

害児者区別なく担当している」の回答割合がもっとも高い（P95）ことから、介護保険サービ

ス利用者と共生型障害福祉サービス利用者を区別せずに、同じ時間・同じ場所で、同じ職員

によるサービスを提供している事業所が多いといえる。 

○上記より、介護保険サービスを提供している介護職員も、指定取得後は障害児者のケアを行

っている場合が多いと考えられるが、共生型障害サービスの指定申請にあたっての課題とし

て「介護職員の理解を得る」の回答割合が 42.0％となっている（P99）ことからも、開始当初

は職員の中でも障害児者に対するサービス提供に不安があったことがうかがえる。 

○一方で、共生型障害福祉サービスの開始以降に生じた課題については「課題は生じていない」

の回答割合が 37.4％ともっとも高い（P101）。また事業開始後の職員の変化として「障害児者

への理解が深まった」「初めは不安があったがすぐに親しくなった」等の回答も見られる

（P105）ことから、職員が感じる不安は、知識や経験不足から生じているものであり、勉強

会の実施や他事業所への視察、管理者からのフォロー等によって軽減されると考えられる。 

○また、今後共生型障害福祉サービスが積極的に行われるために効果的なことをみると、「報酬

水準の向上」が 57.7％、「共生型サービス実施に関する管理者や職員向け研修当の充実強化」

が 47.7％となっている（P108）。高齢者だけでなく障害児者へのケアを提供するにあたって

より広い知識が求められる中で、制度面の充実を図るとともに、実践的な内容を含めた研修

実施のニーズが高まっていると考えられる。 

◯共生型障害福祉サービスの指定に伴って、職員体制を見直したかをみると、「特に変更はない」

が 46.6％、「職員増はせず、職員に資格を取得してもらった」「職員増はせず、勤務シフトを見

直した」がそれぞれ 16.8％であった。指定取得前と同じ職員数でサービスを提供している事業

所が多い。 

◯共生型障害福祉サービスに参入して目指していることは、「障害児者を身近な地域で生活を支え

る」「共生型サービスの実施を基盤として、さまざまな地域福祉課題解決に貢献する拠点となる」

が上位。 

◯共生型障害福祉サービスに参入したきっかけは、「高齢者だけでなくそれ以外の障害者や障害児

の生活を支えたいと思った」「以前から、共生型サービスに相当するサービスに取り組んでいた」

「事業所の職員や管理者自身、法人本部が共生型サービスを始めたいと思っていた」が上位。 

◯共生型障害福祉サービスの指定取得にあたって対応課題となったことは、「介護職員の理解を得

る」「看護職員の理解を得る」「自治体の共生型障害福祉サービス指定申請所管課と折衝する」

「介護保険サービス事業所の利用者の理解を得る」が上位。「課題となったことはない」も約３

割。事業をスタートして以降に生じた課題をみると、「課題は生じていない」が４割弱。 

◯変化や影響について、高齢者、障がい者双方に良い影響との回答多数。一方で、障がい児者の

状態をきちんと把握した上で対応する必要があるため、広く受け入れることは難しいという回

答もある。職員に関しては、当初は不安があったが現在は問題なく対応が出来ている、障がい

児者に対する関心が高まっているという回答がある一方、不安感が増しているという回答もあ

る。 
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第３章 「共生型障害福祉サービス事業」を実施していない介護保険サー

ビス事業所に対するアンケートの結果概要 

【主要ポイント】 

○介護保険サービス事業所において、共生型障害福祉サービス事業を把握している割合は３割

弱にとどまっており、サービスの認知状況が低いことがうかがえる（P119）。共生型障害福祉

サービスの実施を「検討したことがない」という割合も約半数を占める（P123）。 

○共生型サービスの実施を検討したことがない理由について、「地域の高齢者に対するサービス

に専念したい」とする割合がもっとも高く、特に「短期入所生活介護」において高い。「小規

模多機能型居宅介護」「看護小規模多機能型介護」では、「検討する時間的な余裕が全くない」

の割合が高く、多忙な状況にあることが示唆される（P129）。 

○共生型サービスの実施を検討している事業所が指定申請に踏み切る決め手としては「事業に

取り組むにあたっての留意点や工夫、ノウハウ等の入手」の割合がもっとも高いことから、

研修等を通じて事業に取り組む上でのポイントを周知していくことが有効であると考えられ

る（P135）。 

○今後、共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての課題としては、管理者や

職員向け研修の充実強化、職員配置要件や施設・設備指定基準の緩和を挙げる割合が高い

（P141）。自由記述では、新たな設備投資が難しい、資格を有する職員の確保が難しいといっ

た意見が多数みられたが、そもそも具体的な制度内容を知らない、行政の担当者が理解して

いないという声も多く、制度をわかりやすく周知することが求められる。 

◯共生型障害福祉サービス事業の内容の認知状況は３割弱（具体的に把握+おおよそ把握）。「全く

把握していない」は約３割（P119）。 

○共生型障害福祉サービスの検討状況について、「検討したことはない」が約半数を占める。次い

で「検討したことはあるが、現在は検討していない」が 14.6％であり、「現在、実施に向けて検

討している」事業所は 3.1％にとどまる（P123）。 

◯共生型障害福祉サービスの実施を「検討したことはあるが、現在はしていない」事業所の理由

は、「利用者のニーズに十分対応できるサービスノウハウを構築できていないから」「事業に必

要な場所や職員を確保するゆとりがないから」「現在の高齢者等利用者の受け入れを優先したい

から」が上位。特に「短期入所生活介護」において、「利用者のニーズに十分対応できるサービ

スノウハウを構築できていないから」とする割合が高い（P125）。 

○共生型障害福祉サービスについて、実施を検討したことがない事業所の理由は「地域の高齢者

に対するサービスに専念したい」が約半数。指定サービス別にみると、「訪問介護」では「現在

の事業枠組みで順調に運営できているから、検討する必要がない」、「短期入所生活介護」では

「地域の高齢者に対するサービス提供に専念したい」、「小規模多機能型居宅介護」と「看護小

規模多機能型居宅介護」では「検討する時間的な余裕が全くない」の割合がそれぞれ高い（P129）。 

◯今後２，３年を見通した、共生型障害福祉サービスの指定取得に関する方針について、「ぜひと

も申請する」は 1.2％にとどまっているものの、「できれば申請したいので、さらに検討したい」

（6.2％）、「今後２，３年は申請しないが、継続して検討したい」（34.4％）を合わせた申請意向

のある事業所の割合は４割超（P131）。 

◯共生型サービスの実施を検討している事業所について、指定申請に踏み切る決め手は「事業に

取り組むにあたっての留意点や工夫、ノウハウ等の入手」の割合がもっとも高い。指定サービ
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ス別にみると、「通所介護」では「地域で障害児・者の利用ニーズが見込めること」、「短期入所

生活介護」では「実施に関して自治体から要請があり、協力が見込めること」がそれぞれ高い

（P135）。 

◯今後、共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての課題としては「介護保険サ

ービス事業所の管理者や職員向け研修等の充実強化」が上位。次いで「加算算定に必要な職員

配置要件の緩和」「施設、設備の指定基準の緩和」（P141）。自由記述では、新たな設備投資が難

しい、資格を有する職員の確保が難しいといった意見が多数みられたが、そもそも具体的な制

度内容を知らない、行政の担当者が理解していないという声も多い。 
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第４章 介護保険サービス事業者における「共生型障害福祉サービス事

業」事例訪問調査の結果概要 

１．対象事業者 

 

２．先行事業者の立ち上げ、運営開始の実績からみた共生型障害福祉サービス事業参

入のポイント 

2018年度から制度が発足した共生型障害福祉サービス事業に参入して現在まで２年間、事業を

継続できている事業者の事業責任者に対して訪問インタビューを実施した結果、従来からの介護

保険サービス事業に加えて、新たに障害児者向けの共生型障害福祉サービス事業に参入するにあ

たって、本制度について十分に理解をすることの他に、以下の点を十分踏まえることが重要であ

ることの報告及び示唆をいただくことができた。 

 

（１）共生型障害福祉サービス事業を円滑に立ち上げるためのポイント 

〇市町村担当部署、地域の先行して取り組んでいる介護保険サービス事業者、相談支援専門員、

障害福祉サービス事業者等への取材等を通して、共生型障害福祉サービスの地域のニーズを

把握し、自法人の目標、基本的な受け入れの理念、参入事業種別、受け入れる対象層イメー

ジ等を、現場職員（管理者や現場スタッフ）と共に考え話し合って、明確にし共有する。 

〇既に先行して障害児者向けサービス事業への取組に実績のある事業者（法人内、他法人）に

対する視察、関連する外部研修受講等を通して、取組の意義や、取組に必要な知識や留意点

等を正確に把握し絞り込んでいくように努める。 

〇現場職員の経験や専門性も踏まえて、自事業所でどのような形で質の確保された共生型障害

福祉サービスの提供ができるか、現場で話しあって納得のいくサービス・支援の形を決め、

お互いに役割を理解しあってから始める。 

居宅介護
重度訪問介

護
生活介護

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

児童発達
支援

放課後等デ
イサービス

短期入所

岩手
ヘルパーステーション
くくる花巻

訪問介護 〇 花巻市野田
訪問看護、看護小規模多機能型居
宅介護、サービス付き高齢者向け
住宅 等

千葉 ゆるるか
小規模多機能型
居宅介護

〇 八街市文違
地域密着型通所介護、居宅介護支
援、指定特定相談支援事業所

千葉
小規模多機能ホームふ
くおかの家

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 東金市東中島
児童発達支援、放課後等デイサー
ビス、相談支援　等

千葉
生 活 ク ラ ブ 風 の 村
ショートステイさくら

短期入所生活介
護、介護予防短
期入所生活介護

〇 佐倉市山崎
高齢者支援事業、子育て支援事
業、障がい児者支援事業　等

富山
小規模共生ホーム
ひらすま

通所介護、居宅
介護支援、短期
入所生活介護

〇 〇 〇 〇 高岡市木町

富山
小規模多機能ホーム
ひらすまあらいべ

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 高岡市木町

福井 デイサービスふぅ
地域密着型通所
介護、介護予防
通所介護

〇 〇 越前市小野谷町 相談支援事業

福井
デイサービス
いっしょ家

地域密着型通所
介護、介護予防
事 業 （ 総 合 事
業）

〇 〇 〇 〇 越前市家久町
地域密着型通所介護、介護予防通
所介護（総合事業）　等

愛知
ショートステイ
くらがいけ

短期入所生活介
護

〇 豊田市岩滝町
特別養護老人ホーム、認知症対応
型デイサービス、訪問介護　等

広島
デイサービスセンター
かりん

通所介護、１日
型デイサービス

〇 広島市西区 保育所、学童クラブ、通所介護　等

※同一法人経営
乳幼児の一時預かり、相談支援、
就労継続支援B型作業所の受け入れ
等

共生型障害福祉サービス

都道府県 事業所名称
母体介護保険

事業
住　所 法人が実施する他のサービス提供
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〇「共生型障害福祉サービス事業」の実績を積み重ねて少しずつ職員の経験度を上げて、受け

入れられる利用者層の幅を広げていく「段階的な事業戦略」を持つ。 

〇相談支援専門員や地元自治体担当課の担当者等と、情報交換や側面支援を得られるような関

係性を構築する。 

 

（２）立ち上げ後、事業を継続実施するためのポイント 

〇相談支援専門員や地元自治体担当部署の担当者等と、事業所が取り組んでいる内容や職員の

経験等について情報提供・交換をして、自事業所の共生型サービス事業実施の強みや対応力

等に関する理解を得られるように努める。 

⇒これに対応して、自治体の所管部署、障害児者の相談支援専門員等は、それぞれの利用者

がニーズに合った利用施設の選択ができるよう利用希望者に対する支援を行うことができ

るようになる。 

〇様々な利用者としっかり関わりながら、利用者個々の心身状態像や障害特性、個性を理解し、

職員間で共有し学び合いながら、利用者間の交流と個別支援対応ができる場づくりを行う。 

〇利用者の介護や医療依存度等の状態像、障害特性のアセスメントと現有のスタッフのケアに

関する専門性や力量、サービス提供時間内の配置等を総合的に評価しつつ、利用者間のケア

と支援と交流が適切に行うことができるよう、施設環境等の活用を図る。 

〇共生型障害福祉サービス事業を継続していく中で、利用者の加齢や周辺競合環境の状況に応

じて、介護保険サービスの提供（介護給付費）の利用者、共生型障害福祉サービスの提供（障

害福祉給付費）の利用者の人数比率の変動が生じる。その比率の変動幅に応じて、運営の安

定化に向けて共生型サービスの事業実施体系の検討が必要になる場合がある。 

（例）「介護保険サービス事業所の共生型障害福祉サービス実施」形態と「障害福祉サービス

事業所の共生型介護保険サービス事業実施」形態の選択 

 

（３）特に、障害児者に対するサービス提供の実績がない介護保険サービス事業者（注）

が、共生型障害福祉サービス事業に参入する場合について 

〇自治体担当部署や相談支援専門等との間で緊密な相談や意見交換を行い、介護保険サービス

事業者の積極的な取組に対して支持的・応援的な関係を構築できることが重要である。 

（例）①制度の理解支援、申請等における助言②受け入れキャパシティに応じた利用ニーズの

地域内での役割配分調整、③法人役員や現場職員向け研修会・勉強会等の実施 

（注）「従前、自治体の基準該当障害福祉サービスを実施していた」、「法人事業として隣接事業所で

障害福祉サービス事業を実施している」「法人内の現場スタッフの人事異動等を通して、高齢者

介護や自立支援支援、障害児者介護や自立支援を共に担当した経験を有する管理者や現場スタ

ッフがいる」、「現在の職員に、障害福祉サービス事業所勤務経験がある職員がいない」等の介

護保険サービス事業所に該当しない事業所介護保険サービス事業所。 
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第５章 介護保険サービス事業者、自治体所管課向けの研修会（東京）開

催結果報告 

１．取組事例報告 

（１）豊田市 

（２）株式会社ハート＆アート 

【報告の主な要点】 

〇リハビリ専門職のスタッフで通所介護事業所を立ち上げたことから、中心の利用者層を２号被

保険者（40～64 歳）の特に重症の方と定め、その人たちの社会参加、社会復帰を目指す機能訓

練を行うことと定めた。 

〇次に、①医療的ケア児の児童発達支援事業、放課後等デイサービス、②18～39 歳のリハビリが

終わってしまった層の機能訓練を始めた。 

〇設備及び人的に無駄が少なく、精神的にも負担を軽減するため平屋の一体型な施設を作るに至

った。 

〇18 歳以上の利用者向けについては、まず「共生型通所介護（高齢者向け）」、次いで「共生型生

活介護（障がい者向け）（現在取得準備中）」を始めた。 

【報告の要点整理】 

〇本市障害福祉行政では現在、障がい者のショートステイの利用ニーズを受け入れる意向のある

既存の介護保険サービス事業者の発掘に重点を置いて取り組んでいる。 

〇意向のある特別養護老人ホーム事業者へのアプローチ、地域への普及のアプローチ 

〇「目的」と「ゴール」を明確にし共有した。：「目的」＝障がい者を受け入れること。「ゴール」

＝共生型短期入所による受け入れること。  

〇興味を持ってもらう：参入しやすいこと、得られる報酬、既にある利用ニーズを説明した。 

〇不安を解消する：実際に障がい者の施設を視察し、市の期待することを説明し、事業者に 

「できそうなことがある」と理解してもらった。 

〇負担を軽減する：「市の期待」と「事業者のできそうなこと」の差を埋めるための支援を実施し

た。（例）契約時のアセスメントに相談支援専門員が同席、必要な事務処理に関する側面支援 

〇先に取り組んだ特養事業者に、その地域の同業の介護保険事業者向けの報告会で報告してもら

った。同じ地域の事業者の取組の反響があり指定も徐々に増加。 

〇本市の場合「共生型デイ」は特に、地域に生まれ育って地域に縁があり、住民同士のつながりが

強い中山間地域において、ニーズがあると思われる。 

〇共生型サービスはあくまでも手段であり、地域の実情に合った形を地域で考えることが大事で

ある。 

〇行政の役割は以下の２つ。 

①地域の事業者や住民の方々が新たな事業の枠組みを知り関心をもつきっかけを作ること。 

②事業立ち上げに関心をもつ方が地域にいる場合には、立ち上げて継続する仕組みをつくるこ

と。 

〇皆様へお伝えしたい３点 

 ①ゴールを具体的に明確にすること、②ゴールまでのプロセスが大事であること、③必要なこ

と、困っていることを行政、事業者等みんなでしっかり話し合うこと。 



19 

 

〇介護保険サービスの「共生型生活介護」で障害者の利用を受け入れること 

・「40歳未満の障害者」や、「40歳以上で特定疾病に該当しない障害者」で、「障害者総合支援

法の機能訓練（標準利用期間）を終了した人」、「生活介護事業所では障害像として適応が難

しい人」「介護保険の機能訓練（マシントレーニングを含む）を実施したい人」の機能訓練

ニーズに応えること。 

〇障害福祉サービスの「共生型通所介護」で高齢者の利用を受け入れること 

・「病院退院直後で介護保険の申請しか行っていないために障害福祉サービスを利用できない

が、切れ目なく自立訓練（機能訓練）を利用したい人」「障害福祉サービスの機能訓練の標

準利用期間が終わってしまった高齢者で機能訓練を受けたい人」「介護保険サービス事業所

の高齢者との訓練を好まない人」等の利用ニーズに応えること。 

〇収益性からみて介護保険サービス事業者が参入しやすいのは「介護保険サービス事業所が、共生

型生活介護事業を実施する」事業形態である。 

〇提案したい第二の介護保険サービス事業者の共生型障害福祉サービス事業は、介護保険事業の

中の「共生型自立訓練（機能訓練）」事業である。 

〇共生型サービスの効果 

・精神面の効果：人生経験が異なる高齢者と障害者が交じり合う環境に効果があり、エンパワー

メント、自分で生きていく力をつけるきっかけになる。 

  （例）お互いに学ぶことができる。お世話をする立場に変わることができるチャンスをつか

むことができる。 

・身体面の効果：障害者が介護保険の共生型自立訓練（機能訓練）を利用すると体を動かすきっ

かけができる等。 

・介護保険サービス事業職員にとっての効果：①障害者、高齢者の両方を知ることを通して、

セカンドライフ伴走者、積み上げていく人生の伴走者になる。②入浴介助、食事介

助、移乗介助等障害福祉分野をみることを通して学ぶことができる。 

（３）特定非営利活動法人ひらすま 

【報告の主な要点】 

〇立ち上げは自身の知らない地域（富山県高岡市内）であったため、地域の民生委員の方にお

願いして力になっていただき、開所前に住民説明会を公民館でさせてもらった。町内２つ合

わせて 50人以上の方が参加してくれ開所にこぎつけた。 

〇開所以来平成 30 年まで基準該当の障害福祉サービスとして、16 年間運営してきて思うこと

は、「共生型は面白くて大変難しい」ということ。利用者もニーズも多様である。人手は要る

し効率は悪い。利用者同士のトラブルもある。 

〇その反面、認め合ったり、折り合いを付けたり、譲り合ったりすることが生きる過程そのも

のではないかと感じてきた。 

〇「ひらすま」（地域密着型通所介護）は平成 16 年、ひらすまあらいべ（小規模多機能型居宅

介護）は平成 24年に開設した。 

〇高齢者介護サービスだけで運営していると、周辺のサービス付き高齢者向け住宅との利用者

確保の競争があるから収益は現状より見込めなかったし、障害児サービスの部分が追加収益

源になっている。高齢者の利用者の場合は、利用開始から亡くなるまでの利用期間が児童よ

りも短く、入院することも多いので収入の安定化をはかることができる。 

〇基準該当サービスから共生型障害福祉サービスに移行して、収益は 1.3～1.4倍になった。 

〇また、従来と比較して看護師や介護福祉士その他介護職員の配置を充実させることが可能に

なった。 
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２．パネルディスカッションの主な論点 

◎共生型サービスの可能性について 

〇共生型サービスは多様な地域の障害児者や高齢者の利用ニーズの受け皿となる可能性がある。

共生型サービスの当初の狙い（障害者が高齢期になっても地域の中で親しんできた障害福祉

サービス事業所を継続して利用できるようにする）を超えて、多様な高齢者、障害者の利用

ニーズの受け皿となっており、今後ますますその可能性がある。 

 

◎自治体の役割について 

〇介護保険サービス事業者が共生型障害福祉サービスを立ち上げるに当たっては、都道府県の

市町村（特に規模の小さい自治体）に対する支援があるとより普及しやすいことの示唆を得

ることができた。 

 〇自治体は先行して共生型障害福祉サービスの開発に取り組んでいる事業者のさまざまな事業

に関する発想、創意工夫を消さないことに注力していきたい。 

 

◎（過疎地域などでの）共生型サービスの展開モデルとして、地域貢献の視点から、利用者

以外、引きこもり、子どもの貧困、犯罪に巻きまれやすい子どもたち・若者の社会参加支

援等の実施について 

 〇まずは、通いの場、交流スペースを設置して、そこなら通うという引きこもりの子どもたち

とつながる前段階を作ることが必要。 

〇通うことが出来たら、ボランティアをしてもらう、ボランティアが出来たら就労支援Ｂ型で

働いてもらう等、関わった子たち１人１人について、関わり方、支援の仕方を考える。 

  ⇒「共生」には２つのタイプがある。 

   〇通う場（通所介護事業所）で、高齢者、障害児・者の多様な利用者同士が共生する。 

   〇地域との「交流の縁側（地域の居場所の拠点）」を通う場（通所介護事業所）につく

る。＝地域との共生 

 〇社会福祉法人の場合は地域に長けた NPO法人や組織と連携して共生事業に取り組むことも重

要である。 

 

◎介護保険サービス事業者が障害福祉サービスを立ち上げるにあたっての課題について 

〇介護保険サービス事業所の介護専門職が障害特性等に関する知識や技術、知見の習得が十分

でないことが立ち上げるにあたっての課題となりやすい。 

〇その対応として、①顔の見えるサービス提供空間の中で現場教育していくこと、②実際に取

り組んでいる事業者を講師として学ぶこと、実際の共生型サービスの現場を視察して学ぶこ

と等が必要である。⇒実際の現場を視察し学ぶことが重要であるのは、自治体所管課の職員

においても同様。 

 〇共生型サービスに取り組むにあたっては、「障害者を受け入れる」という一般論で相談協議す

るのではなく、「具体的な人の受け入れ」について現場のスタッフたちと相談すると、より抵

抗感がなく、その人を受け入れることについて検討することができる。  
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第Ⅱ部 自治体、介護保険サービス事業所に対するアンケート結果報告 

第１章 全国の自治体の取組状況 

第１節 調査概要 

１．目的 

全国自治体の介護保険行政、障害福祉行政における「共生型」サービス事業に関する位置づけ

や指定申請支援、事業実施支援やサービスの質維持向上指導等の状況、関連する課題等を把握す

る。 

 

２．アンケートの実施対象 

（１）アンケート実施対象 

全国の全自治体（都道府県：47件、市町村及び特別区：1,741件）。 

（※被災自治体に向けて、依頼状にお見舞いの一文を記載） 

     対象件数 

自治体 
対象自治体数 

都道府県 47 

市区町村 1,741 

 

（２）アンケートの方法 

全国の全自治体の各介護保険事業担当課向けにアンケート（１冊）を送付し、介護保険事業

担当部署から障害福祉事業担当部署への回付により回答いただいた。 

各所管課において所管する設問への回答を記入いただき、介護保険事業担当部署より当社内

の当事業アンケート実施事務局に返送いただいた。 

３．実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

４．回収状況 

 回収数 回収率 

都道府県 37 78.7％ 

市区町村 1,021 58.6％ 

不明 2 - 

合計 1,060 59.3％ 
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第２節 調査結果 

１．自治体概要 

（１）自治体属性 

回答のあった自治体の属性別の件数は、都道府県が 37 件、政令指定都市が 16 件、中核市が

48 件、これら以外の市区町村が 957件となっている。 

図表 1 F1 自治体の属性（単数回答） 

 ｎ 

都道府県 37 

政令指定都市 16 

中核市 48 

上記以外の市区町村 957 

無回答 2 

全体 1060 

 

（２）市町村が所在する都道府県 

市町村が所在する都道府県をみると、北海道が 95件で最も多く、次いで、埼玉県、東京都が

それぞれ 46件、愛知県が 40件、千葉県が 39件となっている。 

図表 2  F2 市町村が所在する都道府県（文字記入） 

    n ％      n ％ 

1 北海道 95 9.3％  25 滋賀県 12 1.2％ 

2 青森県 26 2.5％  26 京都府 10 1.0％ 

3 岩手県 22 2.2％  27 大阪府 32 3.1％ 

4 宮城県 17 1.7％  28 兵庫県 29 2.8％ 

5 秋田県 15 1.5％  29 奈良県 17 1.7％ 

6 山形県 12 1.2％  30 和歌山県 17 1.7％ 

7 福島県 21 2.1％  31 鳥取県 8 0.8％ 

8 茨城県 37 3.6％  32 島根県 10 1.0％ 

9 栃木県 18 1.8％  33 岡山県 17 1.7％ 

10 群馬県 22 2.2％  34 広島県 18 1.8％ 

11 埼玉県 46 4.5％  35 山口県 11 1.1％ 

12 千葉県 39 3.8％  36 徳島県 9 0.9％ 

13 東京都 46 4.5％  37 香川県 11 1.1％ 

14 神奈川県 21 2.1％  38 愛媛県 13 1.3％ 

15 新潟県 19 1.9％  39 高知県 9 0.9％ 

16 富山県 10 1.0％  40 福岡県 31 3.0％ 

17 石川県 13 1.3％  41 佐賀県 15 1.5％ 

18 福井県 9 0.9％  42 長崎県 15 1.5％ 

19 山梨県 18 1.8％  43 熊本県 22 2.2％ 

20 長野県 30 2.9％  44 大分県 7 0.7％ 

21 岐阜県 29 2.8％  45 宮崎県 15 1.5％ 

22 静岡県 28 2.7％  46 鹿児島県 26 2.5％ 

23 愛知県 40 3.9％  47 沖縄県 15 1.5％ 

24 三重県 18 1.8％    無回答 1 0.1％ 

       合計 1021 100.0％ 
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２．介護保険サービス事業所による「共生型障害福祉サービス」について 

（１）共生型障害福祉サービスの指定事業所数 

介護保険サービス事業所による「共生型障害福祉サービス」の指定事業所の状況について、

１か所以上事業所のある事業所の割合をみると、「③共生型生活介護」が 11.9％で最も割合が高

く、次いで「⑦共生型放課後等デイサービス」が 5.1％、「⑧共生型短期入所」が 4.4％となっ

ている。事業所数の平均はいずれも１か所未満である。 

図表 3 Q1 共生型障害福祉サービスの指定事業所数（数値回答） 

 
事業所数の平均 

（n=865） 

１か所以上事業所の

ある自治体の割合 

①共生型居宅介護 0.1か所 3.6％ 

②共生型重度訪問介護 0.1か所 2.7％ 

③共生型生活介護 0.6か所 11.9％ 

④共生型自立訓練（機能訓練） 0.1か所 3.1％ 

⑤共生型自立訓練（生活訓練） 0.1か所 2.7％ 

⑥共生型児童発達支援 0.1か所 3.5％ 

⑦共生型放課後等デイサービス 0.2か所 5.1％ 

⑧共生型短期入所 0.1か所 4.4％ 
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（２）共生型障害福祉サービスの意義や理念の理解度 

共生型障害福祉サービスの意義や理念について、どの程度理解が深まっていると感じるかを

みると、都道府県では、「理解は深まっていると感じる」「やや理解は深まっていると感じる」

を合わせた、『理解を深まっていると感じる』と回答した割合は、51.3％と約半数を占めている。 

同様に市区町村をみると、市区町村全体では 14.8％に留まっている。人口規模等別にみると、

人口規模が小さくなるほど、その割合は低くなる傾向にある。規模の小さい市区町村で、より

理解が深まっていない様子がうかがえる。 

 

図表 4 Q2 自治体における共生型障害福祉サービスの意義や理念の理解 

（単数回答） 

 

 

  

5.4% 45.9% 18.9% 5.4% 24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

理解は深まっていると感じる やや理解は深まっていると感じる

あまり理解は深まっていないと感じる 理解は深まっていないと感じる

わからない

1.1%

0.0%

0.6%

1.3%

13.7%

34.4%

16.5%

11.6%

37.8%

28.1%

34.1%

39.4%

23.3%

9.4%

24.4%

24.1%

20.2%

23.4%

20.1%

19.8%

3.9%

4.7%

4.3%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

理解は深まっていると感じる やや理解は深まっていると感じる

あまり理解は深まっていないと感じる 理解は深まっていないと感じる

わからない 無回答
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（３）申請、指定時の状況 

①事業の推進に関わる主担当の係･部署 

介護保険サービス事業所が行う共生型障害福祉サービス事業の推進に関わる主担当の係・部

署をみると、「都道府県」では、「障害福祉事業担当係･部署」が 91.9％、「介護保険事業担当係･

部署」「地域共生推進特命係･部署」が 2.7％となっている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は、「障害福祉事業担当係･部署」が 82.8％でも

っとも割合が高く、次いで「介護保険事業担当係･部署」が 10.9％となっている。「政令指定都

市・中核市以外の市区町村：10万人以上」では、「障害福祉事業担当係･部署」が 52.4％でもっ

とも割合が高く、次いで「介護保険事業担当係･部署」が 26.2％となっている。「政令指定都市・

中核市以外の市区町村：10万人未満」では、「介護保険事業担当係･部署」が 47.5％でもっとも

割合が高く、次いで「障害福祉事業担当係･部署」が 36.1％となっている。 

 

図表 5 Q3 介護保険サービス事業所が行う共生型障害福祉サービス事業の 

推進に関わる主担当の係･部署（単数回答） 

 

 

  

2.7% 91.9%

0.0% 0.0% 0.0%

2.7%

0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答

42.0%

10.9%

26.2%

47.5%

41.4%

82.8%

52.4%

36.1%

1.5%

0.0%

0.0%

1.9%

0.5%

0.0%

0.0%

0.6%

2.0%

0.0%

3.0%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.0%

6.3%

10.4%

6.4%

5.7%

0.0%

7.9%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答
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②申請に関わる主担当の係･部署 

介護保険サービス事業所が行う共生型障害福祉サービス事業の申請に関わる主担当の係・部

署をみると、都道府県では、「障害福祉事業担当係･部署」が 97.3％、「その他の係･部署」が 2.7％

となっている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は、「障害福祉事業担当係･部署」が 81.3％でも

っとも割合が高く、次いで「その他の係･部署」が 14.1％となっている。「政令指定都市・中核

市以外の市区町村：10 万人以上」では、「その他の係･部署」が 36.0％でもっとも割合が高く、

次いで「障害福祉事業担当係･部署」が 32.9％となっている。「政令指定都市・中核市以外の市

区町村：10万人未満」では、「介護保険事業担当係･部署」が 42.7％でもっとも割合が高く、次

いで「障害福祉事業担当係･部署」が 36.0％となっている。 

 

図表 6 Q4 介護保険サービス事業所が行う共生型障害福祉サービスの申請に関わる 

主担当の係･部署（単数回答） 

 

 

   

0.0%

97.3%

0.0% 0.0%0.0%0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署

36.8%

4.7%

19.5%

42.7%

38.1%

81.3%

32.9%

36.0%

0.7%

0.0%

0.0%

0.9%

0.6%

0.0%

0.6%

0.6%

1.2%

0.0%

1.2%

1.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

16.7%

14.1%

36.0%

13.1%

5.9%

0.0%

9.8%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答
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③共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する相談の有無 

１）管内の市区町村から相談等の状況 

2018年３月１日～2019年 10月 31日の間に、自治体の相談窓口に共生型障害福祉サービスの

申請手続きに関する相談があったかどうかをみると、都道府県、政令指定都市・中核市では９

割強が「相談があった」と回答している。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は約３割、「政令市・中核市以外の市

区町村：10万人未満」は約１割に留まっている。 

 

図表 7 Q5 共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する相談の有無（単数回答） 

 

 

 

２）共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する相談件数 

相談のあった自治体について、延べ相談件数の平均をみると、「都道府県」は 11.3件、「政令

指定都市・中核市」は 5.8件、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は 1.6件、「政

令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は 1.3 件となっている。 

図表 8 Q5 共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する延べ相談件数 

（数値回答） 

都道府県 11.3件（n=33） 

政令指定都市・中核市 5.8件（n=53） 

上記以外の市区町村：10万人以上 1.6件（n=46） 

上記以外の市区町村：10万人未満 1.3件（n=84） 

94.6% 5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

相談があった 相談はなかった

19.1%

92.2%

29.3%

11.1%

76.4%

6.3%

67.1%

84.0%

4.5%

1.6%

3.7%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

相談があった 相談はなかった 無回答
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３）共生型障害福祉サービスの申請手続き以外の相談の状況 

2018年３月１日～2019年 10月 31日の間に、自治体の相談窓口に共生型障害福祉サービスに

ついて、申請手続き以外にどのような相談があったかをみると、都道府県、政令指定都市・中

核市は、「制度内容や指定を受けることによるメリット等について」の割合が高く、それぞれ

70.3％、57.8％となっている。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：10

万人未満」は「相談はなかった」の割合が高く、それぞれ 65.9％、83.5％となっている。 

 

図表 9 Q6 共生型障害福祉サービスについて申請手続き以外の相談（複数回答） 

 

 

  

70.3%

5.4%

16.2%

0.0%

0.0%

24.3%

5.4%

5.4%

16.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度内容や指定を受けるによる    等について

地域    や地域の対象となる利用者の状況について

障害福祉     に関わる職員の確保や育成について

利用者 家族への説明方法について

地域住民への説明方法について

設備等の整備方法について

その他

わからない

相談はなかった

都道府県(n=37)

10.3%

4.5%

2.3%

0.7%

0.2%

3.8%

2.4%

4.1%

76.7%

3.2%

57.8%

7.8%

20.3%

1.6%

1.6%

26.6%

4.7%

6.3%

20.3%

1.6%

19.5%

9.8%

2.4%

1.2%

0.0%

4.3%

3.7%

3.7%

65.9%

4.3%

4.6%

3.2%

0.8%

0.5%

0.1%

1.8%

1.9%

4.1%

83.5%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度内容や指定を受けるによる    等について

地域    や地域の対象となる利用者の状況について

障害福祉     に関わる職員の確保や育成について

利用者 家族への説明方法について

地域住民への説明方法について

設備等の整備方法について

その他

わからない

相談はなかった

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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（４）周知・普及に関する取組状況等 

①介護保険サービス事業所や法人等に対する共生型障害福祉サービスの指定の働きかけの

状況 

１）介護保険サービス事業所や法人等に対する共生型障害福祉サービスの指定の働きかけ

の実施状況 

自治体から、介護保険サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型障害福祉サービ

スの指定について、働きかけを行ったかをみると、「都道府県」の 24.3％、「政令指定都市・中

核市」の 20.3％は「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを

行った」と回答している。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：10

万人未満」は「特に働きかけは行っていない」が、76.8％、92.5％となっている。 

 

図表 10 Q7 介護保険サービス事業所等に対して､共生型障害福祉サービスの 

指定についての働きかけの実施状況（複数回答） 

 

 

5.4%

0.0%

24.3%

13.5%

59.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に申請

の働きかけを行った

管内の対象となる介護保険サービス事業所全体に対して

自治体独自に文書やメールで申請の働きかけを行った

自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、

申請の働きかけを行った

その他の取組

特に働きかけは行っていない

都道府県(n=37)

4.1%

1.2%

3.2%

3.2%

88.5%

0.8%

1.6%

3.1%

20.3%

9.4%

68.8%

0.0%

8.5%

1.8%

4.3%

9.8%

76.8%

1.2%

3.4%

0.9%

1.7%

1.4%

92.5%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に申請の働

きかけを行った

管内の対象となる介護保険サービス事業所全体に対して自治

体独自に文書やメールで申請の働きかけを行った

自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請

の働きかけを行った

その他の取組

特に働きかけは行っていない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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２）働きかけを行った事業所、法人 

「対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に申請の働きを行った」と回答した場

合に、どのような事業所、法人に対して働きかけを行ったかをみると、市区町村について「全

体」でみると、「法人全体で高齢者､障害児･者に関する事業を多く展開している事業所･法人」

が 38.1％でもっとも割合が高く、次いで「基準該当で障害福祉サービスを行っている事業所･法

人」が 28.6％となっている。 

 

図表 11 Q7-1 働きかけを行った事業所等（複数回答） 

 

 

  

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域共生を掲げて地域で事業を行っている事業所 法人

基準該当で障害福祉     を行っている事業所 法人

介護保険     を行いつつ 自主事業で障害児 者に対

する     や支援を行っている事業所 法人

法人全体で高齢者 障害児 者に関する事業を多く展開

している事業所 法人

地域貢献意識を高く持ち 事業展開している事業所 法人

その他

都道府県(n=2)

21.4%

28.6%

7.1%

38.1%

26.2%

14.3%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

28.6%

0.0%

50.0%

35.7%

21.4%

18.5%

25.9%

11.1%

33.3%

22.2%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域共生を掲げて地域で事業を行っている事業所 法人

基準該当で障害福祉     を行っている事業所 法人

介護保険     を行いつつ 自主事業で障害児 者に対する

     や支援を行っている事業所 法人

法人全体で高齢者 障害児 者に関する事業を多く展開して

いる事業所 法人

地域貢献意識を高く持ち 事業展開している事業所 法人

その他

市区町村全体(n=42)

政令指定都市・中核市(n=1)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=14)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=27)
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３）働きかけを行った内容 

「管内の対象となる介護保険サービス事業所全体に対して自治体独自に文書やメールで申請

の働きかけを行った」と回答した場合、どのような働きかけを行ったかをみると、市区町村の

「全体」では、「共生型障害福祉サービスに関する制度や申請手続きの解説」が 75.0％でもっと

も割合が高く、次いで「共生型障害福祉サービスの申請依頼､申請に対する積極的な働きかけ」

が 33.3％となっている。 

 

図表 12 Q7-2 働きかけを行った内容（複数回答） 

 

  

33.3%

75.0%

16.7%

8.3%

50.0%

100.0%

50.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

33.3%

42.9%

71.4%

14.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉     の申請依頼 申請に対する積極的な働

きかけ

共生型障害福祉     に関する制度や申請手続きの解説

共生型障害福祉     に関する相談窓口の案内

その他

市区町村全体(n=12)

政令指定都市・中核市(n=2)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=3)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=7)
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４）説明会の開催頻度 

＜平成 29～30年度＞ 

「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを行った」と回答

した場合、年に何回程度、説明会を開催したかをみると、平成 29～30年度については、都道府

県、市区町村とも、「１回程度」の割合が高く、都道府県は 55.6％、市区町村全体は 78.8％と

なっている。 

 

図表 13 Q7-3-1 説明会の開催頻度_平成 29～30年度（単数回答） 

 

 

 

  

0.0%

55.6% 22.2% 11.1% 11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=9)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度

6.1%

7.7%

14.3%

0.0%

78.8%

69.2%

71.4%

92.3%

15.2%

23.1%

14.3%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=33)

政令指定都市・中核市(n=13)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=7)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=13)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度
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＜令和元年度＞ 

同様に、令和元年度をみると、都道府県、市区町村とも、「０回」の割合が高く、都道府県は

44.4％、市区町村全体は 63.6％となっている。 

 

図表 14 Q7-3-2 説明会の開催頻度_令和元年度（単数回答） 

 

 

 

  

44.4% 22.2% 11.1%

0.0%

11.1% 11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=9)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度 無回答

63.6%

53.8%

28.6%

92.3%

21.2%

38.5%

28.6%

0.0%

6.1%

7.7%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

28.6%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=33)

政令指定都市・中核市(n=13)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=7)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=13)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度 無回答



34 

 

５）説明会の開催場所 

「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを行った」と回答

した場合、どのような場所で説明会を行ったか（行う予定か）をみると、都道府県、市区町村

とも、「その他の機会に説明を実施」の割合が最も高く、都道府県は 88.9％、市区町村全体は

75.8％となっている。「その他の機会に説明を実施」の内容としては、集団指導、介護保険事業

計画の説明会、事業者連絡協議会の開催時等の回答が多くなっている。 

また、「政令指定都市・中核市」は「共生型障害福祉サービス単独の説明会を開催」が 30.8％

となっており、他と比較して割合が高くなっている。 

 

図表 15 Q7-4 説明会の開催場所（複数回答）

 

 

＜「その他の機会に説明を実施」を選択した場合の具体的内容の自由記入＞ 

・町内の介護、障害、医療等が全て集まる会議の場で説明。 

・第７期計画の説明会（市内全事業所対象）に併せて実施。 

・地域密着型サービス事業所向けの集団指導で案内した。 

・全法人を対象にした集団指導において、制度を説明。 

・地域密着型サービス事業者連絡協議会で説明。 

・介護サービス事業者連絡会の折、制度の既要を説明。 

・事業所連絡会時に制度改正事項のひとつとして説明。 

・介護保険法改正、介護報酬改定に伴う説明会（市指定介護保険サービス事業者集団指導） 

・３年毎の制度改正に伴う事業者説明会で制度について説明を行った。 

・介護保険サービス事業所説明会の中で，共生型障害福祉サービスの説明を実施。 

・事業者講習会の資料に掲載 

・近隣市町での合同障がい福祉サービス事業所説明会において、介護保険サービス事業所に出席依頼をし、制

度関係を説明した。／等 

0.0%

0.0%

88.9%

0.0%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉     単独の説明会を開催

共生型     として 共生型障害福祉      共生型介

護保険     両者の説明会を一緒に開催

その他の機会に説明を実施

その他

無回答

都道府県(n=9)

15.2%

6.1%

75.8%

0.0%

6.1%

30.8%

0.0%

69.2%

0.0%

7.7%

14.3%

14.3%

57.1%

0.0%

14.3%

0.0%

7.7%

92.3%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉     単独の説明会を開催

共生型     として 共生型障害福祉      共生型介護

保険     両者の説明会を一緒に開催

その他の機会に説明を実施

その他

無回答

市区町村全体(n=33)

政令指定都市・中核市(n=13)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=7)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=13)



35 

 

６）働きかけに対する､事業所や法人の反応 

「介護保険サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型障害福祉サービスの指定に

ついて、働きかけを行ったことがある」場合、働きかけに対する、事業所や法人の反応をみる

と、都道府県は、「よくわからない」が 46.7％の割合が最も高く、次いで「一部の事業所､法人

に関心を持ってもらえた」が 33.3％となっている。 

市区町村は「一部の事業所､法人に関心を持ってもらえた」の割合が高く、「市区町村全体」

では 40.4％を占めている。一方、「ほとんどの事業所、法人に関心を持ってもらえなかった」も

19.3％と約２割を占めている。 

 

図表 16 Q7-5 働きかけに対する､事業所や法人の反応（単数回答） 

 

 

 

0.0%

33.3%

0.0%

6.7% 46.7% 13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=15)

多くの事業所 法人に関心を持ってもらえた 一部の事業所 法人に関心を持ってもらえた

ほとんどの事業所 法人に関心を持ってもらえなかった その他

よくわからない 無回答

5.5%

0.0%

8.3%

5.7%

40.4%

50.0%

41.7%

35.8%

19.3%

15.0%

16.7%

22.6%

7.3%

5.0%

5.6%

9.4%

22.0%

25.0%

22.2%

20.8%

5.5%

5.0%

5.6%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=109)

政令指定都市・中核市(n=20)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=36)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=53)

多くの事業所 法人に関心を持ってもらえた 一部の事業所 法人に関心を持ってもらえた

ほとんどの事業所 法人に関心を持ってもらえなかった その他

よくわからない 無回答
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７）働きかけの効果 

「介護保険サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型障害福祉サービスの指定に

ついて、働きかけを行ったことがある」場合、働きかけによって申請につながったかをみると、

都道府県は「申請につながった」が 40.0％となっている。 

市区町村についてみると、「政令指定都市・中核市」は 75.0％が「申請に繋がった」と回答し

ている一方、他の市区町村は、２割強に留まっている。 

 

図表 17 Q7-6 働きかけの効果（単数回答） 

 
 

 

40.0% 33.3% 26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=15)

申請につながった 申請にはつながらなかった 無回答

33.0%

75.0%

22.2%

24.5%

59.6%

20.0%

75.0%

64.2%

7.3%

5.0%

2.8%

11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=109)

政令指定都市・中核市(n=20)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=36)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=53)

申請につながった 申請にはつながらなかった 無回答
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②共生型障害福祉サービスの周知･普及のための取組の実施状況 

１）周知・普及のために取り組んでいること 

自治体として、その他、共生型障害福祉サービスの周知・普及のために取り組んでいること

をみると、都道府県は「特に行っていない」が 43.2％だが、「自治体のホームページ上での情報

提供」が 29.7％、「事業所や法人向けのマニュアルや手引きの作成」が 16.2％となっている。 

市区町村は、「政令指定都市・中核市」の 65.6％、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人

以上」の 87.2％、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」の 91.4％が「特に行ってい

ない」と回答している。また、「政令指定都市・中核市」は、「自治体のホームページ上での情報

提供」が 17.2％となっている。 

図表 18 Q8 共生型障害福祉サービスの周知･普及のために､取り組んでいること 

（複数回答） 

 

 

2.7%

2.7%

16.2%

29.7%

5.4%

2.7%

16.2%

43.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民に対する説明会の開催

利用者 家族に対する説明会の開催

事業所や法人向けの     や手引きの作成

自治体の        上での情報提供

     や        の開催

介護保険     事業所の職員に対する障害に関する

研修会の開催

その他

特に行っていない

都道府県(n=37)

0.1%

0.2%

0.3%

2.0%

0.0%

1.5%

3.1%

89.0%

4.3%

0.0%

0.0%

4.7%

17.2%

0.0%

3.1%

9.4%

65.6%

1.6%

0.6%

1.2%

0.0%

2.4%

0.0%

1.8%

2.4%

87.2%

5.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.0%

1.3%

2.8%

91.4%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民に対する説明会の開催

利用者 家族に対する説明会の開催

事業所や法人向けの     や手引きの作成

自治体の        上での情報提供

     や        の開催

介護保険     事業所の職員に対する障害に関する

研修会の開催

その他

特に行っていない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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２）提供している情報 

周知・普及のために取り組んでいることがある場合、どのような情報を提供しているか（提

供したか）をみると、都道府県は、「申請手続き方法」が 81.0％でもっとも割合が高く、次いで

「共生型サービスの制度解説」が 66.7％となっている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は、他と比較して、「申請手続き方法」（61.9％）、

「指定を受けることによる効果やメリット」（33.3％）の割合が高くなっている。また、「政令

指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万

人未満」は「共生型サービスの制度説明」が、それぞれ 75.0％、80.0％で割合が高くなってい

る。 

 

図表 19 Q8-1 提供している情報（複数回答） 

 

 

66.7%

81.0%

14.3%

9.5%

9.5%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型     の制度解説

申請手続き方法

指定を受けることによる効果や    

共生型     や地域共生社会実現に向けた取組事例

の紹介

地域共生の理念の紹介

その他

都道府県(n=21)

70.6%

30.9%

11.8%

4.4%

16.2%

7.4%

52.4%

61.9%

4.8%

0.0%

0.0%

4.8%

75.0%

33.3%

33.3%

0.0%

16.7%

25.0%

80.0%

11.4%

8.6%

8.6%

25.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型     の制度解説

申請手続き方法

指定を受けることによる効果や    

共生型     や地域共生社会実現に向けた取組事例の紹

介

地域共生の理念の紹介

その他

市区町村全体(n=68)

政令指定都市・中核市(n=21)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=12)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=35)
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③管内の事業所や法人等における理解や関心の状況 

管内の事業所や法人等における共生型障害福祉サービスに対する理解や関心の状況について、

どのように捉えているかをみると、都道府県、市区町村とも「わからない」の割合が最も高く

なっている。特に、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は過半数にのぼる。 

「多くの」もしくは「ある程度の」事業所や法人において理解は深まっており、関心も高ま

っていると回答した割合は、都道府県は約３割、政令指定都市・中核市は約２割となっている。 

 

図表 20 Q9 管内の事業所や法人等における共生型障害福祉サービスに対する 

理解や関心の状況（単数回答） 

 

 

29.7% 29.7%
2.7%

5.4%

32.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

多くの事業所や法人において、共生型障害福祉サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い

ある程度の事業所や法人においては、共生型障害福祉サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

多くの事業所や法人において、共生型障害福祉サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

その他

わからない

29.3%

35.9%

33.5%

28.1%

8.9%

20.3%

11.6%

7.5%

0.3%

0.0%

0.6%

0.3%

2.3%

0.0%

4.3%

2.0%

51.6%

39.1%

40.9%

54.6%

7.6%

4.7%

9.1%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

多くの事業所や法人において、共生型障害福祉サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い

ある程度の事業所や法人においては、共生型障害福祉サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

多くの事業所や法人において、共生型障害福祉サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

その他

わからない

無回答
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（５）関係計画等への位置づけ、整備や推進に関する考え方 

①関係行政計画への位置づけ 

１）関係行政計画への位置づけの状況 

令和元年度の関係行政計画に「共生型障害福祉サービス」を位置づけているかをみると、「計

画に位置付けている」と回答した割合は、「都道府県」は 29.7％と約３割となっている。 

市区町村では、「政令指定都市・中核市」は 23.4％、「政令市・中核市以外の市区町村：10万

人以上」は 17.1％、「政令市・中核市以外の市区町村：10 万人未満」は 10.9％となっている。 

 

図表 21 Q10 令和元年度の関係行政計画での｢共生型障害福祉サービス｣の位置づけ 

（単数回答） 

 

   

29.7% 2.7% 67.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

計画に位置付けている

計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない

計画策定にあたり特に検討・議論は行っていない

12.6%

23.4%

17.1%

10.9%

2.7%

3.1%

2.4%

2.8%

83.6%

73.4%

78.7%

85.4%

1.0%

0.0%

1.8%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

計画に位置付けている

計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない

計画策定にあたり特に検討・議論は行っていない

無回答
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２）位置付けている計画 

関係行政計画に「共生型障害福祉サービス」を位置づけている場合、どの計画に位置付けて

いるかをみると、都道府県は、「障害福祉計画･障害児福祉計画」が 72.7％でもっとも割合が高

く、次いで「介護保険事業（支援）計画」が 45.5％となっている。 

市区町村は、いずれも「介護保険事業（支援）計画」の割合が高いが、他と比較して、「政令

指定都市・中核市」は、「障害福祉計画･障害児福祉計画」の割合が高く、46.7％となっている。 

 

図表 22 Q10-1 ｢共生型障害福祉サービス｣を位置付けている計画（複数回答） 

 

 

  

72.7%

45.5%

27.3%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉計画 障害児福祉計画

介護保険事業（支援）計画

地域福祉計画

その他

都道府県(n=11)

33.3%

69.8%

7.8%

3.1%

0.8%

46.7%

60.0%

0.0%

6.7%

0.0%

39.3%

57.1%

3.6%

10.7%

3.6%

29.1%

75.6%

10.5%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉計画 障害児福祉計画

介護保険事業（支援）計画

地域福祉計画

その他

無回答

市区町村全体(n=129)

政令指定都市・中核市(n=15)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=28)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=86)
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３）明示している内容 

関係行政計画に「共生型障害福祉サービス」を位置づけている場合、どのようなことを明示

しているかをみると、都道府県は、「共生型障害福祉サービス推進の考え方」が 63.6％でもっと

も割合が高く、次いで「共生型障害福祉サービスに関するニーズ､取り巻く環境」が 27.3％とな

っている。 

市区町村は、いずれも「「共生型障害福祉サービス推進の考え方」の割合が高いが、他と比較

して、特に「政令指定都市・中核市」で割合が高く、73.3％となっている。 

 

図表 23 Q10-2 共生型障害福祉サービスについて､明示していること（複数回答） 

 

 

  

27.3%

63.6%

9.1%

18.2%

9.1%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉     に関する     取り巻く環境

共生型障害福祉     推進の考え方

共生型障害福祉     推進に関わる課題

共生型障害福祉     の整備の方向性

その他

無回答

都道府県(n=11)

19.4%

54.3%

3.1%

21.7%

11.6%

1.6%

13.3%

73.3%

0.0%

6.7%

20.0%

0.0%

10.7%

53.6%

3.6%

14.3%

25.0%

3.6%

23.3%

51.2%

3.5%

26.7%

5.8%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉     に関する     取り巻く環境

共生型障害福祉     推進の考え方

共生型障害福祉     推進に関わる課題

共生型障害福祉     の整備の方向性

その他

無回答

市区町村全体(n=129)

政令指定都市・中核市(n=15)

上記以外の市区町村：10万人

以上(n=28)

上記以外の市区町村：10万人

未満(n=86)
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４）検討・議論したが、位置づけに至らなかった状況 

「2. 計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない」を選択した場合、検討・議

論したが、位置づけに至らなかった状況について、自由に記載してもらった内容をみると、「ニ

ーズが把握できていない、ニーズの見込みができていない」「受け入れ可能な事業所が見込めな

い」「具体的な検討に至らなかった」などの回答がみられた。 

図表 24 Q10-3 検討・議論したが、位置づけに至らなかった状況（自由記入） 

＜ニーズが把握できていない、ニーズの見込みができていない＞ 

・ニーズが見込めない。 

・介護保険事業計画策定時、事業者や利用者において当サービスに関する具体的なニーズが把握できていな

かったため。 

・地域共生社会実現に向けての施策については理解を得たが、サービスの見込みについては、想定が難しか

ったため。 

・町の状況的に現在ある施設の活用方法等、適切な利用状況となる状況が現段階ではみえていないため、今

後の課題となっている。 

・サービスの実態や参入意向について事業者自身も含めよくわからない点が多かったため。 

・事業所の参入意向を把握する必要があり、具体的な位置づけについては、明示を行っていない。 

＜受け入れ可能な事業所が見込めない＞ 

・事業所が少ないので「共生型障害福祉サービス」に取り組まれるところが無いと思われる。 

・事業所職員の確保が困難であるため、現状のサービスを提供することとなりました。 

・介護保険事業計画に位置付けに足りるニーズや事業者の参入意向などの把握が十分にできていないため。 

・共生社会の実現に向けた議論の中で話は出たが、現在の介護施設では定員や職員確保等の問題で難しいと

なったためもりこめなかった。 

・該当しそうな事業所がなかったため。 

・受入可能な施設が無い。 

＜具体的な検討に至らなかった＞ 

・計画策定委員会で、障害者を現介護保険事業所への利用について意見があったが、出ただけで計画化し、

サービス提供に向けての動きとならなかった。 

・具体的施策の検討に至らなかった。 

・介護と障害者担当のみ話だけで具体的な計画にはならなかった。 

・障がい者グループホームと有料老人ホームの併設施設について検討したが進捗状況把握で介護保険事業計

画の変更、位置づけに至っていない。 

・現行の障がい福祉総合プランには記載は無い。（計画は平成２９年度作成のため） 

・介護保険担当者と障がい担当者での協議が十分にできていない。・定員が決っているため、新規利用者の受

け入れができなくなる。 

＜制度が不明確＞ 

・サービス形態が不明確であったため。 

・法律のプラットフォームが、不明確であったため、基盤整備に反映しずらかったため。 

＜方針や目標が固まっていない＞ 

・具体的な方針や目標はなかったため。 

＜優先する他テーマがあった＞ 

・８０５０問題に直面し、個別にてケース検討を実施している状況であるが、件数も少なく、共生型サービ

スの位置づけに至らなかった。 

・医療・介護ニーズを持つ高齢者・障がい者等、生活上の困難を抱える方々がいつまでも地域において自立

した生活を送ることが出来るよう、まずは複合的な課題に対応できる体制をめざすこととしている。 

＜障害者計画で検討＞ 

・第三期障害者計画に位置付ける方針で、現在見直しを行っている。（令和２年度～位置づける見込み。） 

＜個別計画には位置づけない＞ 

・共生型サービスは介護保険又は障害福祉サービスのいずれかのサービスの指定を受けている事業所がもう

一方の制度におけるサービスの指定を受けやすくする特例であるため個別に計画に位置づけていない。 
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②共生型障害福祉サービスの整備に関わる考え方 

共生型障害福祉サービスの整備に関わる考え方をみると、都道府県、市区町村とも「事業所

や法人から申請があれば受け付けるが、現段階では、自治体として積極的に整備する予定はな

い」の割合が高くなっている。 

また、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：10

万人未満」も同様の割合が高くなっているが、「わからない」の割合も、それぞれ、16.5％、23.4％

となっている。 

図表 25 Q11 共生型障害福祉サービスの整備に関わる考え方（複数回答） 

 

 

18.9%

2.7%

10.8%

62.2%

10.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉サービス事業所が少ない地域に整備することで、

障害児・者に対するサービス提供の安定を図りたい

介護保険サービスの対象となる利用者の少ない地域で、障

害児・者の利用により、経営の改善を図ってもらいたい

地域共生社会を推進する上で、共生型障害福祉サービスを

重要な事業と位置づけ、整備していきたい

事業所や法人から申請があれば受け付けるが、現段階で

は、自治体として積極的に整備する予定はない

その他

わからない

都道府県(n=37)

10.8%

2.1%

6.4%

58.6%

6.3%

21.2%

1.4%

17.2%

1.6%

9.4%

67.2%

7.8%

4.7%

3.1%

14.0%

1.2%

7.9%

53.0%

14.0%

16.5%

3.0%

9.7%

2.3%

5.7%

59.1%

4.6%

23.4%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉サービス事業所が少ない地域に整備すること

で、障害児・者に対するサービス提供の安定を図りたい

介護保険サービスの対象となる利用者の少ない地域で、

障害児・者の利用により、経営の改善を図ってもらいたい

地域共生社会を推進する上で、共生型障害福祉サービス

を重要な事業と位置づけ、整備していきたい

事業所や法人から申請があれば受け付けるが、現段階で

は、自治体として積極的に整備する予定はない

その他

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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③障害福祉サービスの整備目標の達成状況と共生型障害福祉サービスの整備の考え方 

障害福祉サービスの整備目標の達成状況と共生型障害福祉サービスの整備の考え方をみると、

都道府県は、「障害福祉サービスの整備目標を満たしていないため、共生型障害福祉サービスを

整備していく」が 21.6％となっている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は「障害福祉サービスの整備目標を満たしてい

ないため、共生型障害福祉サービスを整備していく」が 21.9％となっている。「政令指定都市・

中核市以外の市区町村：10 万人以上」「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10 万人未満」

は、「わからない」の割合が高く、それぞれ 47.6％、62.1％となっている。 

 

図表 26 Q12 障害福祉サービスの整備目標の達成状況と共生型障害福祉サービスの 

整備の考え方（単数回答） 

 

  

8.1% 5.4% 21.6% 5.4% 37.8% 18.9% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

障害福祉サービスの整備目標を満たしているため、それを超過する共生型障害福祉サービスの整備は行わない

障害福祉サービスの整備目標を満たしているが、共生型障害福祉サービスの整備は行っていく

障害福祉サービスの整備目標を満たしていないため、共生型障害福祉サービスを整備していく

障害福祉サービスの整備目標を満たしていないが、共生型障害福祉サービスの整備は行わない

その他

わからない

無回答

5.4%

4.7%

1.8%

6.2%

4.0%

9.4%

6.1%

3.2%

8.6%

21.9%

11.0%

7.0%

7.3%

12.5%

6.1%

7.2%

14.6%

31.3%

23.8%

11.4%

57.2%

18.8%

47.6%

62.1%

2.8%

1.6%

3.7%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

障害福祉サービスの整備目標を満たしているため、それを超過する共生型障害福祉サービスの整備は行わない

障害福祉サービスの整備目標を満たしているが、共生型障害福祉サービスの整備は行っていく

障害福祉サービスの整備目標を満たしていないため、共生型障害福祉サービスを整備していく

障害福祉サービスの整備目標を満たしていないが、共生型障害福祉サービスの整備は行わない

その他

わからない

無回答
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④共生型障害福祉サービスの整備や推進に関する課題、期待すること 

１）共生型障害福祉サービスの整備や推進における課題 

共生型障害福祉サービスの整備や推進において、自治体として、どのような課題があるかと

みると、都道府県、市区町村とも「共生型障害福祉サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが十

分に把握できていない」、「自治体として共生型障害福祉サービスをどのように推進していくか、

検討が深まっていない」の割合が高くなっている。 

また、人口規模が小さいほど、「自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解が深

まっていない」の割合が高くなる傾向にある。 

図表 27 Q13 共生型障害福祉サービスの整備や推進における自治体の課題 

（複数回答） 

 

51.4%

0.0%

8.1%

8.1%

5.4%

13.5%

8.1%

0.0%

32.4%

5.4%

10.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが十分に把握できて

いない

利用者や家族に対して、相談窓口の体制を十分に構築できていないため、必

要な人に共生型障害福祉サービスに関する情報を提供できていない

自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解が深まっていない

法人や事業所に対して、申請手続きに関わる相談や支援体制が十分に構築

できていない

申請手続きに関わる提出書類が多い

共生型障害福祉サービスを担う人材の育成に十分に対応できていない

共生型障害福祉サービスをリードして推進していく事業者がいない

自治体内の障害福祉の部署と高齢者介護の部署で必要な情報の連携がで

きていない

自治体として共生型障害福祉サービスをどのように推進していくか、検討が深

まっていない

その他の課題

特にない

わからない

都道府県(n=37)
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48.8%

11.0%

30.3%

18.9%

2.1%

17.9%

25.5%

14.4%

54.3%

2.0%

5.2%

11.9%

2.3%

53.1%

1.6%

7.8%

7.8%

1.6%

10.9%

17.2%

9.4%

56.3%

1.6%

10.9%

4.7%

1.6%

54.3%

7.9%

23.8%

17.7%

0.6%

17.1%

28.7%

15.9%

56.7%

4.9%

3.0%

5.5%

3.0%

47.1%

12.2%

33.3%

19.8%

2.3%

18.4%

25.3%

14.4%

53.5%

1.4%

5.2%

13.7%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが十分に把握できて

いない

利用者や家族に対して、相談窓口の体制を十分に構築できていないため、

必要な人に共生型障害福祉サービスに関する情報を提供できていない

自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解が深まっていない

法人や事業所に対して、申請手続きに関わる相談や支援体制が十分に構築

できていない

申請手続きに関わる提出書類が多い

共生型障害福祉サービスを担う人材の育成に十分に対応できていない

共生型障害福祉サービスをリードして推進していく事業者がいない

自治体内の障害福祉の部署と高齢者介護の部署で必要な情報の連携がで

きていない

自治体として共生型障害福祉サービスをどのように推進していくか、検討が

深まっていない

その他の課題

特にない

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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２）共生型障害福祉サービスに期待すること 

共生型サービスに期待することをみると、都道府県は「不足する障害福祉サービスを共生型

障害福祉サービスで補うことができる」（48.6％）、「人材が不足する中、共生型障害福祉サービ

スにより、貴重な人材を有効に活用することができる」（43.2％）の割合が高くなっている。 

市区町村も同様の割合が高くなっているが、特に、他と比較して、「政令指定都市・中核市」

は、「人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材を有効に活用することが

できる」（48.4％）の割合が高くなっている。また、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人

未満」は「わからない」が 20.7％となっている。 

図表 28 Q14 共生型障害福祉サービスに期待すること（複数回答） 

 

48.6%

2.7%

43.2%

24.3%

24.3%

29.7%

32.4%

2.7%

8.1%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足する障害福祉サービスを共生型障害福祉サービスで補う

ことができる

利用者確保に苦労している介護保険サービス事業所の経営

の改善を図ることができる

人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な

人材を有効に活用することができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わること

で、総合的な介護技術、専門性を高めることにつながる

サービスの利用に繋がっていなかった障害児・者が事業所を

目にする機会が増えることで、サービスの利用につながる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢

者、障害者の双方に役割や参加意識を持つことに繋がる

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

その他

特にない

わからない

都道府県(n=37)



49 

 

 

 

 

 

 

  

28.5%

6.1%

31.6%

25.7%

11.3%

23.4%

20.0%

3.2%

8.2%

18.8%

2.2%

28.1%

3.1%

48.4%

31.3%

20.3%

31.3%

15.6%

9.4%

9.4%

9.4%

1.6%

28.0%

5.5%

40.9%

32.3%

11.0%

23.8%

24.4%

6.7%

6.7%

12.8%

1.8%

28.7%

6.5%

28.3%

23.8%

10.7%

22.7%

19.4%

2.0%

8.4%

20.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足する障害福祉サービスを共生型障害福祉サービスで補うこと

ができる

利用者確保に苦労している介護保険サービス事業所の経営の改

善を図ることができる

人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材

を有効に活用することができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、

総合的な介護技術、専門性を高めることにつながる

サービスの利用に繋がっていなかった障害児・者が事業所を目に

する機会が増えることで、サービスの利用につながる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢者、

障害者の双方に役割や参加意識を持つことに繋がる

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

その他

特にない

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)
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（６）【都道府県】「共生型障害福祉サービス」に関する市区町村支援の状況 

①管内の市区町村から相談等の状況 

都道府県において、管内の市区町村から相談等を受けたことがあるかをみると、「相談を受け

たことがある」は 35.1％となっている。 

 

図表 29 Q16 共生型障害福祉サービスの整備や指定等に関して､管内の市区町村から 

相談等を受けたこと（単数回答） 

 

 

②管内の市区町村に対する支援等の状況 

１）管内の市区町村に対して行っている支援内容 

共生型障害福祉サービスに関して、管内の市区町村に対して行っている支援等をみると、「市

区町村に対して行っている支援等はない」が 48.6％となっている。行っているものでみると、

「市区町村からの電話・メール等による個別相談」が 27.0％、「市区町村職員を対象に、国の会

議内容に関する行政説明の一環で共生型サービスの説明を実施」が 24.3％となっている。 

 

図表 30 Q17 共生型障害福祉サービスに関して､管内の市区町村に対して行っている支援等：

（複数回答） 

 

35.1% 59.5% 5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

相談を受けたことがある 相談を受けたことはない わからない

24.3%

2.7%

27.0%

0.0%

5.4%

48.6%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村職員を対象に、国の会議内容に関する行政

説明の一環で共生型サービスの説明を実施

市区町村職員を対象に、共生型サービスに関する単

独の説明会を開催

市区町村からの電話・メール等による個別相談

市区町村に対する出張相談

その他

市区町村に対して行っている支援等はない

無回答

都道府県(n=37)
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２）説明会の開催頻度 

＜平成 29～30年度＞ 

「市区町村職員を対象に、共生型サービスに関する単独の説明会を開催」と回答した場合、

年に何回程度、説明会を開催したかを、１か所該当する都道府県についてみると、平成 29～30

年度は「１回程度」となっている。 

 

図表 31 Q17-1-1 説明会の開催頻度_平成 29～30年度：（単数回答） 

 

＜令和元年度＞ 

令和元年度も同様にみると、「１回程度」となっている。 

 

図表 32 Q17-1-2 説明会の開催頻度_令和元年度（単数回答） 

 

  

0.0%

100.0%

0.0% 0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=1)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度

0.0%

100.0%

0.0% 0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=1)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度
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３．障害福祉サービス事業所による「共生型介護保険サービス」 

（１）共生型介護保険サービスの指定事業所数 

障害福祉サービス事業所による「共生型介護保険サービス」の指定事業所の状況について、

１か所以上事業所のある事業所の割合をみると、「②共生型通所介護」が 7.4％で最も割合が高

く、次いで「①共生型訪問介護」が 3.5％、「③共生型地域密着型通所介護」が 2.8％、「④共生

型短期入所生活介護（予防を含む）」が 1.9％となっており、いずれも１割に満たない状況にあ

る。 

図表 33 Q18 共生型介護保険サービスの指定事業所数（数値回答） 

 
事業所数の平均 

（n=944） 

１か所以上事業所の

ある自治体の割合 

①共生型訪問介護 0.1か所 3.5％ 

②共生型通所介護 0.2か所 7.4％ 

③共生型地域密着型通所介護 0.0か所 2.8％ 

④共生型短期入所生活介護（予防を含む） 0.0か所 1.9％ 
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（２）共生型サービスの意義や理念の理解度 

共生型サービスの意義や理念について、どの程度理解が深まっていると感じるかをみると、

都道府県では、「理解は深まっていると感じる」「やや理解は深まっていると感じる」を合わせ

た、『理解を深まっていると感じる』と回答した割合は、40.4％と約４割である。 

同様に市区町村をみると、市区町村全体では 12.2％に留まっている。また、共生型勝敗福祉

サービスと同様に、人口規模が小さくなるほど、その割合は低くなる傾向にある。 

 

図表 34 Q19 共生型サービスの意義や理念の理解（単数回答） 

 

 

  

5.4% 35.1% 27.0% 5.4% 24.3% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

理解は深まっていると感じる やや理解は深まっていると感じる

あまり理解は深まっていないと感じる 理解は深まっていないと感じる

0.8%

1.6%

1.2%

0.6%

11.4%

20.3%

15.2%

9.8%

35.3%

37.5%

36.0%

35.1%

25.2%

10.9%

26.8%

25.9%

21.7%

28.1%

16.5%

22.2%

5.7%

1.6%

4.3%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

理解は深まっていると感じる やや理解は深まっていると感じる

あまり理解は深まっていないと感じる 理解は深まっていないと感じる

わからない 無回答
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（３）申請、指定時の状況 

①事業の推進に関わる主担当の係･部署 

障害福祉サービス事業所が行う共生型介護保険サービス事業の推進に関わる主担当の係・部

署をみると、都道府県は、「介護保険事業担当係･部署」が 75.7％を占めている。 

市区町村についてみると、「政令指定都市・中核市」は、「介護保険事業担当係･部署」が 73.4％

を占めているが、「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は「介護保険事業担当

係･部署」が 53.0％、「障害福祉事業担当係･部署」が 28.7％、「政令指定都市・中核市以外の市

区町村：10万人未満」は、「障害福祉事業担当係･部署」が 44.2％、「介護保険事業担当係･部署」

が 39.4％となっている。 

 

図表 35 Q20 障害福祉サービス事業所が行う共生型介護保険サービス事業の推進に関わる主担

当の係･部署（単数回答） 

 

 

  

75.7% 8.1%

0.0% 0.0% 0.0%

2.7%
5.4% 8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答

43.7%

73.4%

53.0%

39.4%

39.6%

10.9%

28.7%

44.2%

1.7%

3.1%

1.2%

1.7%

0.6%

0.0%

0.0%

0.6%

2.7%

6.3%

4.9%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.0%

6.3%

7.9%

5.6%

5.8%

0.0%

4.3%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答
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②申請に関わる主担当の係･部署 

障害福祉サービス事業所が行う共生型介護保険サービス事業の申請に関わる主担当の係・部

署をみると、都道府県は、「介護保険事業担当係･部署」が 91.9％を占めている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は、「介護保険事業担当係･部署」が 75.0％を占

めているが、「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は、「介護保険事業担当係･

部署」が 59.1％、「その他の係･部署」、「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10 万人未満」

は、「介護保険事業担当係･部署」が 45.0％、「障害福祉事業担当係･部署」が 35.6％となってい

る。 

 

図表 36 Q21 障害福祉サービス事業所が行う共生型介護保険サービスの申請に関わる 

主担当の係･部署（単数回答） 

 

 

91.9%

0.0% 0.0% 0.0%

2.7%

0.0%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署

49.1%

75.0%

59.1%

45.0%

30.0%

3.1%

13.4%

35.6%

0.9%

1.6%

0.6%

0.9%

0.7%

0.0%

0.6%

0.8%

2.4%

3.1%

4.3%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.5%

17.2%

16.5%

10.0%

5.6%

0.0%

5.5%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

介護保険事業担当係 部署 障害福祉事業担当係 部署 地域包括  担当係 部署

地域福祉担当係 部署 高齢者福祉担当係 部署 地域共生推進特命係 部署

その他の係 部署 無回答
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③共生型介護保険サービスの申請手続きに関する相談の有無 

１）管内の市区町村から相談等の状況 

2018年３月１日～2019年 10月 31日の間に、自治体の相談窓口に共生型介護保険サービスの

申請手続きに関する相談があったかどうかをみると、都道府県、では、政令指定都市・中核市

では約８割が「相談があった」と回答している。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は２割強、「政令市・中核市以外の市

区町村：10万人未満」は１割弱に留まっている。 

 

図表 37 Q22 共生型介護保険サービスの申請手続きに関する相談の有無（単数回答） 

 

 

２）共生型障害福祉サービスの申請手続きに関する相談件数 

相談のあった自治体について、延べ相談件数の平均をみると、「都道府県」は 6.4 件、「政令

指定都市・中核市」は 3.1件、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は 1.7件、「政

令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は 1.3 件となっている。 

図表 38 Q22 共生型介護保険サービスの申請手続きに関する延べ相談件数 

（数値回答） 

都道府県 6.4件（n=30） 

政令指定都市・中核市 3.1件（n=50） 

上記以外の市区町村：10万人以上 1.7件（n=35） 

上記以外の市区町村：10万人未満 1.3件（n=60） 

81.1% 16.2% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

相談があった 相談はなかった 無回答

14.8%

79.7%

23.2%

7.8%

80.6%

18.8%

75.0%

86.8%

4.6%

1.6%

1.8%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

相談があった 相談はなかった 無回答
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３）共生型介護保険サービスの申請手続き以外の相談の状況 

2018年３月１日～2019年 10月 31日の間に、自治体の相談窓口に共生型障害福祉サービスに

ついて、申請手続き以外にどのような相談があったかをみると、都道府県、政令指定都市・中

核市は、「制度内容や指定を受けることによるメリット等について」の割合が高く、それぞれ

45.9％、51.8％となっている。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：10

万人未満」は「相談はなかった」の割合が高く、それぞれ 78.7％、85.6％となっている。 

 

図表 39 Q23 共生型介護保険サービスについて申請手続き以外の相談（複数回答） 

 

 

45.9%

0.0%

5.4%

0.0%

0.0%

8.1%

8.1%

10.8%

32.4%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度内容や指定を受けるによる    等について

地域    や地域の対象となる利用者の状況について

障害福祉     に関わる職員の確保や育成について

利用者 家族への説明方法について

地域住民への説明方法について

設備等の整備方法について

その他

わからない

相談はなかった

無回答

都道府県(n=37)

8.6%

1.9%

1.2%

0.3%

0.0%

2.5%

1.2%

4.2%

81.3%

3.4%

51.6%

6.3%

9.4%

1.6%

0.0%

10.9%

7.8%

3.1%

35.9%

1.6%

14.0%

3.7%

1.2%

1.2%

0.0%

4.3%

1.8%

1.8%

78.7%

1.2%

4.1%

1.1%

0.5%

0.0%

0.0%

1.4%

0.5%

4.7%

85.6%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度内容や指定を受けるによる    等について

地域    や地域の対象となる利用者の状況について

障害福祉     に関わる職員の確保や育成について

利用者 家族への説明方法について

地域住民への説明方法について

設備等の整備方法について

その他

わからない

相談はなかった

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以

上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未

満(n=787)
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（４）周知・普及に関する取組状況等 

①障害福祉サービス事業所や法人等に対する共生型介護保険サービスの指定の働きかけの

状況 

１）障害福祉サービス事業所や法人等に対する共生型介護保険サービスの指定の働きかけ

の実施状況 

自治体から、介護保険サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型障害福祉サービ

スの指定について、働きかけを行ったかをみると、「都道府県」の 29.7％、「政令指定都市・中

核市」の 21.9％は「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを

行った」と回答している。 

一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：10

万人未満」は「特に働きかけは行っていない」が、90.2％、94.3％となっている。 

 

図表 40 Q24 障害福祉サービス事業所等に対して､共生型介護保険サービスの 

指定についての働きかけ（複数回答） 

 

 

2.7%

0.0%

29.7%

13.5%

56.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に

申請の働きかけを行った

管内の対象となる障害福祉サービス事業所全体に対

して自治体独自に文書やメールで申請の働きかけを
行った

自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行

い、申請の働きかけを行った

その他の取組

特に働きかけは行っていない

都道府県(n=37)

1.4%

0.3%

2.2%

2.0%

92.1%

2.4%

1.6%

3.1%

21.9%

6.3%

68.8%

0.0%

1.8%

0.0%

3.0%

4.3%

90.2%

1.2%

1.3%

0.1%

0.4%

1.1%

94.3%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に申

請の働きかけを行った

管内の対象となる障害福祉サービス事業所全体に対し

て自治体独自に文書やメールで申請の働きかけを行っ
た

自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行

い、申請の働きかけを行った

その他の取組

特に働きかけは行っていない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以

上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未

満(n=787)
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２）働きかけを行った事業所、法人 

「対応してもらえそうな事業所、法人に対して、個別に申請の働きを行った」と回答した場

合に、どのような事業所、法人に対して働きかけを行ったかをみると、市区町村について「全

体」でみると、「法人全体で高齢者､障害児･者に関する事業を多く展開している事業所･法人」

が 42.9％でもっとも割合が高く、次いで「地域共生を掲げて地域で事業を行っている事業所・

法人」が 21.4％となっている。 

 

図表 41 Q24-1 働きかけを行った事業所等（複数回答） 

 

 

 

  

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域共生を掲げて地域で事業を行っている事業所 

法人

基準該当で介護保険サービスを行っている事業所・

法人

障害福祉サービスを行いつつ、自主事業で高齢者に

対するサービスや支援を行っている事業所・法人

法人全体で高齢者 障害児 者に関する事業を多く展

開している事業所 法人

地域貢献意識を高く持ち 事業展開している事業所 

法人

その他

都道府県(n=1)

21.4%

14.3%

7.1%

42.9%

14.3%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

33.3%

0.0%

0.0%

66.7%

33.3%

33.3%

20.0%

20.0%

10.0%

40.0%

10.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域共生を掲げて地域で事業を行っている事業所 法人

基準該当で介護保険サービスを行っている事業所・法人

障害福祉サービスを行いつつ、自主事業で高齢者に対す

るサービスや支援を行っている事業所・法人

法人全体で高齢者 障害児 者に関する事業を多く展開し

ている事業所 法人

地域貢献意識を高く持ち 事業展開している事業所 法人

その他

市区町村全体(n=14)

政令指定都市・中核市(n=1)

上記以外の市区町村：10万

人以上(n=3)

上記以外の市区町村：10万

人未満(n=10)
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３）働きかけを行った内容 

「管内の対象となる障害福祉サービス事業所全体に対して自治体独自に文書やメールで申請

の働きかけを行った」と回答した場合、どのような働きかけを行ったかをみると、市区町村の

「全体」では、「共生型介護保険サービスに関する制度や申請手続きの解説」が 66.7％でもっと

も割合が高くなっている。 

 

図表 42 Q24-2 働きかけを行った内容（複数回答） 

 

  

66.7%

0.0%

33.3%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険サービスの申請依頼、申請に対する

積極的な働きかけ

共生型介護保険サービスに関する制度や申請手続き

の解説

共生型介護保険サービスに関する相談窓口の案内

その他

市区町村全体(n=3)

政令指定都市・中核市(n=2)
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４）説明会の開催頻度 

＜平成 29～30年度＞ 

「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを行った」と回答

した場合、年に何回程度、説明会を開催したかをみると、平成 29～30年度については、都道府

県、市区町村とも、「１回程度」の割合が高く、都道府県は 54.5％、市区町村全体は 90.9％と

なっている。 

 

図表 43 Q24-3-1 説明会の開催頻度_平成 29～30年度（単数回答） 

 

 

 

  

9.1% 54.5% 18.2% 9.1%

0.0%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=11)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度 無回答

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

90.9%

92.9%

100.0%

66.7%

4.5%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.5%

0.0%

0.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=22)

政令指定都市・中核市(n=14)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=5)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=3)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度 無回答
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＜令和元年度＞ 

同様に、令和元年度をみると、都道府県、市区町村とも、「０回」の割合が高く、都道府県は

63.6％、市区町村全体は 68.2％となっている。 

 

図表 44 Q24-3-2 説明会の開催頻度_令和元年度（単数回答） 

 

 

 

  

63.6% 18.2%

0.0% 0.0% 0.0%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=11)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度 無回答

68.2%

71.4%

60.0%

66.7%

31.8%

28.6%

40.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=22)

政令指定都市・中核市(n=14)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=5)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=3)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度
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５）説明会の開催場所 

「自治体で説明会を開催し、制度説明や事業紹介を行い、申請の働きかけを行った」と回答

した場合、どのような場所で説明会を行ったか（行う予定か）をみると、都道府県、市区町村

とも、「その他の機会に説明を実施」の割合が最も高く、都道府県は 81.8％、市区町村全体は

71.4％となっている。 

 

図表 45 Q24-4 説明会の開催場所（複数回答） 

 

 

0.0%

0.0%

81.8%

0.0%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険     単独の説明会を開催

共生型     として 共生型介護保険      共生型障

害福祉     両者の説明会を一緒に開催

その他の機会に説明を実施

その他

無回答

都道府県(n=11)

13.6%

13.6%

72.7%

4.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

7.1%

71.4%

7.1%

20.0%

40.0%

60.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険     単独の説明会を開催

共生型     として 共生型介護保険      共生型障害福祉  

   両者の説明会を一緒に開催

その他の機会に説明を実施

その他

全体(n=22)

都道府県(n=0)

政令指定都市・中核

市(n=14)

上記以外の市区町

村：10万人以上(n=5)

上記以外の市区町

村：10万人未満(n=3)
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６）働きかけに対する､事業所や法人の反応 

「障害福祉サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型介護保険サービスの指定に

ついて、働きかけを行ったことがある」場合、働きかけに対する、事業所や法人の反応をみる

と、都道府県は、「多くの事業所、法人に関心を持ってもらうことができた」が 37.5％、「よく

わからない」が 25.0％を占めている。 

市区町村は「一部の事業所､法人に関心を持ってもらえた」の割合が高く、「市区町村全体」

では 40.4％を占めている。 

 

図表 46 Q24-5 働きかけに対する､事業所や法人の反応（単数回答） 

 

 

 

  

0.0%

37.5% 12.5% 6.3% 25.0% 18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=16)

多くの事業所、法人に関心を持ってもらうことができた

一部の事業所、法人に関心を持ってもらうことができた

ほとんどの事業所、法人に関心を持ってもらうとはできなかった

その他

よくわからない

3.5%

0.0%

7.1%

4.3%

40.4%

45.0%

42.9%

34.8%

17.5%

10.0%

21.4%

21.7%

3.5%

0.0%

7.1%

4.3%

26.3%

30.0%

14.3%

30.4%

8.8%

15.0%

7.1%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=57)

政令指定都市・中核市(n=20)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=14)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=23)

多くの事業所、法人に関心を持ってもらうことができた

一部の事業所、法人に関心を持ってもらうことができた

ほとんどの事業所、法人に関心を持ってもらうとはできなかった

その他

よくわからない
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７）働きかけの効果 

「障害福祉サービスを提供する事業所や法人等に対して、共生型介護保険サービスの指定に

ついて、働きかけを行ったことがある」場合、働きかけによって申請につながったかをみると、

都道府県は「申請につながった」が 37.5％となっている。 

市区町村についてみると、「政令指定都市・中核市」は 50.0％が「申請につながった」と回答

している一方、「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は 28.6％、「政令指定都

市・中核市以外の市区町村：10万人以上」は 21.7％に留まっている。 

 

図表 47 Q24-6 働きかけの効果（単数回答） 

 

 

 

  

37.5% 43.8% 18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=16)

申請につながった 申請にはつながらなかった 無回答

33.3%

50.0%

28.6%

21.7%

50.9%

30.0%

50.0%

69.6%

15.8%

20.0%

21.4%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=57)

政令指定都市・中核市(n=20)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=14)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=23)

申請につながった 申請にはつながらなかった 無回答
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②共生型介護保険サービスの周知･普及のための取組の実施状況 

１）周知・普及のために取り組んでいること 

自治体として、その他、共生型介護保険サービスの周知・普及のために取り組んでいること

をみると、都道府県は「自治体のホームページ上での情報提供」が 40.5％で最も割合が高い一

方、「特に行っていない」も 37.8％となっている。 

市区町村は、「政令指定都市・中核市」で「自治体のホームページ上での情報提供」が 20.3％

となっている。「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町

村：10万人未満」は「特に行っていない」がそれぞれ 84.8％、92.1％となっている。 

 

図表 48 Q25 共生型介護保険サービスの周知･普及のために､取り組んでいること（複数回答） 

 

 

2.7%

2.7%

10.8%

40.5%

5.4%

2.7%

10.8%

37.8%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民に対する説明会の開催

利用者 家族に対する説明会の開催

事業所や法人向けの     や手引きの作成

自治体の        上での情報提供

     や        の開催

障害福祉サービス事業所の職員に対する介護保険

サービスに関する研修会の開催

その他

特に行っていない

無回答

都道府県(n=37)

0.1%

0.0%

0.2%

2.6%

0.0%

0.6%

3.6%

89.1%

4.2%

0.0%

0.0%

1.6%

20.3%

0.0%

0.0%

17.2%

62.5%

3.1%

0.6%

0.0%

0.6%

4.9%

0.0%

1.8%

6.7%

84.8%

1.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.8%

0.0%

0.4%

1.9%

92.1%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民に対する説明会の開催

利用者 家族に対する説明会の開催

事業所や法人向けの     や手引きの作成

自治体の        上での情報提供

     や        の開催

障害福祉サービス事業所の職員に対する介護保険

サービスに関する研修会の開催

その他

特に行っていない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人

以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人

未満(n=787)
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２）提供している情報 

周知・普及のために取り組んでいることがある場合、どのような情報を提供しているか（提

供したか）をみると、都道府県は、「申請手続き方法」が 76.2％でもっとも割合が高く、次いで

「制度解説」が 61.9％となっている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は、他と比較して、「申請手続き方法」の割合が

高く、68.2％となっている。また、「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政

令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は「共生型サービスの制度説明」が、それ

ぞれ 72.7％、75.0％となっている。 

 

図表 49 Q25-1 提供している情報（複数回答） 

 

 

61.9%

76.2%

9.5%

4.8%

9.5%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度解説

申請手続き方法

指定を受けることによる効果や    

共生型     や地域共生社会実現に向けた取組事例

の紹介

地域共生の理念の紹介

その他

無回答

都道府県(n=21)

61.8%

44.1%

7.4%

0.0%

4.4%

2.9%

5.9%

36.4%

68.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

13.6%

72.7%

45.5%

18.2%

0.0%

9.1%

4.5%

0.0%

75.0%

20.8%

4.2%

0.0%

4.2%

4.2%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度解説

申請手続き方法

指定を受けることによる効果や    

共生型     や地域共生社会実現に向けた取組事

例の紹介

地域共生の理念の紹介

その他

無回答

市区町村全体(n=68)

政令指定都市・中核市(n=22)

上記以外の市区町村：10万人

以上(n=22)

上記以外の市区町村：10万人

未満(n=24)
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③管内の事業所や法人等における理解や関心の状況 

管内の事業所や法人等における共生型障害福祉サービスに対する理解や関心の状況について、

どのように捉えているかをみると、都道府県は、「多くの事業所や法人において、共生型介護保

険サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い」が 35.1％、「わからない」が 29.7％

となっている。 

市区町村をみると、「政令市・中核市」は、「多くの事業所や法人において、共生型介護保険

サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い」が 40.6％、「わからない」が 42.2％で

ある一方、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令市・中核市以外の市区町村：

10 万人未満」は「わからない」がそれぞれ 50.6％、54.5％を占めている。 

 

図表 50 Q26 管内の事業所や法人等における共生型介護保険サービスに対する 

理解や関心の状況（単数回答） 

 

 

35.1% 16.2%

0.0%

10.8% 29.7% 8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

多くの事業所や法人において、共生型介護保険サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い

ある程度の事業所や法人においては、共生型介護保険サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

多くの事業所や法人において、共生型介護保険サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

その他

わからない

無回答

30.2%

40.6%

32.9%

28.8%

7.2%

7.8%

8.5%

7.0%

0.3%

1.6%

0.0%

0.3%

1.6%

3.1%

1.8%

1.4%

53.2%

42.2%

50.6%

54.5%

7.5%

4.7%

6.1%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

多くの事業所や法人において、共生型介護保険サービスに対する理解は深まっておらず、関心も低い

ある程度の事業所や法人においては、共生型介護保険サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

多くの事業所や法人において、共生型介護保険サービスの理解は深まっており、関心も高まっている

その他

わからない

無回答
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（５）関係計画等への位置づけ、整備や推進に関する考え方 

①関係行政計画への位置づけ 

１）関係行政計画への位置づけの状況 

令和元年度の関係行政計画に「共生型介護保険サービス」を位置づけているかをみると、「計

画に位置付けている」と回答した割合は、「都道府県」は 37.8％を占めている。 

市区町村では、「政令指定都市・中核市」は 20.3％、「政令市・中核市以外の市区町村：10万

人以上」は 13.4％、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は 5.7％となっている。 

 

図表 51 Q27 令和元年度の関係行政計画での｢共生型介護保険サービス｣の位置づけ 

（単数回答） 

 

 

  

37.8% 2.7% 54.1% 5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

計画に位置付けている

計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない

計画策定にあたり特に検討・議論は行っていない

無回答

7.8%

20.3%

13.4%

5.7%

2.4%

1.6%

4.3%

2.2%

86.7%

76.6%

80.5%

88.7%

3.0%

1.6%

1.8%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

計画に位置付けている 計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない

計画策定にあたり特に検討・議論は行っていない 無回答
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２）位置付けている計画 

関係行政計画に「共生型介護保険サービス」を位置づけている場合、どの計画に位置付けて

いるかをみると、都道府県は、「介護保険事業（支援）計画」が 78.6％でもっとも割合が高くな

っている。 

市区町村も同様に、いずれも「介護保険事業（支援）計画」の割合が高い 

 

図表 52 Q27-1 ｢共生型介護保険サービス｣を位置付けている計画（複数回答） 

 

 

 

  

28.6%

78.6%

21.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉計画 障害児福祉計画

介護保険事業（支援）計画

地域福祉計画

その他
都道府県(n=14)

43.8%

60.0%

10.0%

5.0%

46.2%

69.2%

0.0%

0.0%

36.4%

68.2%

0.0%

13.6%

46.7%

53.3%

17.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉計画 障害児福祉計画

介護保険事業（支援）計画

地域福祉計画

その他

市区町村全体(n=80)

政令指定都市・中核市

(n=13)

上記以外の市区町村：

10万人以上(n=22)

上記以外の市区町村：

10万人未満(n=45)
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３）明示している内容 

関係行政計画に「共生型介護保険サービス」を位置づけている場合、どのようなことを明示

しているかをみると、都道府県は、「共生型介護保険サービス推進の考え方」が 71.4％でもっと

も割合が高く、次いで「共生型介護保険サービスに関するニーズ､取り巻く環境」が 35.7％とな

っている。 

市区町村は、いずれも「「共生型介護保険サービス推進の考え方」の割合が高く、市区町村全

体では 55.0％となっている。 

 

図表 53 Q27-2 共生型介護保険サービスについて､明示していること（複数回答） 

 

 

 

  

35.7%

71.4%

7.1%

21.4%

21.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険     に関する     取り巻く環境

共生型介護保険     推進の考え方

共生型介護保険     推進に関わる課題

共生型介護保険     の整備の方向性

その他
都道府県(n=14)

17.5%

55.0%

1.3%

26.3%

11.3%

7.5%

15.4%

53.8%

0.0%

15.4%

23.1%

0.0%

9.1%

59.1%

0.0%

31.8%

18.2%

13.6%

22.2%

53.3%

2.2%

26.7%

4.4%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険     に関する     取り巻く環境

共生型介護保険     推進の考え方

共生型介護保険     推進に関わる課題

共生型介護保険     の整備の方向性

その他

無回答

市区町村全体(n=80)

政令指定都市・中核市

(n=13)

上記以外の市区町村：

10万人以上(n=22)

上記以外の市区町村：

10万人未満(n=45)
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４）検討・議論したが、位置づけに至らなかった状況 

「2. 計画策定にあたり検討・議論はしたが、位置づけていない」を選択した場合、検討・議

論したが、位置づけに至らなかった状況について、自由に記載してもらった内容をみると、共

生型障害福祉サービスと同様に、「ニーズが把握できていない、ニーズの見込みができていない」

「受け入れ可能な事業所が見込めない」「具体的な検討に至らなかった」などの回答がみられた。 

 

図表 54 Q10-3 検討・議論したが、位置づけに至らなかった状況（自由記入） 

＜ニーズが把握できていない、ニーズの見込みができていない＞ 

・障害福祉計画策定時に事業者や利用者において当サービスに関する具体的なニーズが把握できていなかっ

たため。 

・地域共生社会実現に向けての施策については理解を得たが、サービスの見込みについては想定が難しかっ

たため。 

・制度に対する理解が深まっておらず、町内にどの程度のニーズがあるのかも把握できていなかったため。 

・ニーズが把握できなかった。 

・利用見込みが困難。 

・需要と供給の量が量れなかったため。 

・共生型サービスは H30年度改正の新サービスであり、実績がない中での具体的な目標設定は困難であった。 

＜受け入れ可能な事業所が見込めない＞ 

・社会資源不足で共生型を受けてもらえる事業所がない。 

・障がい福祉にかかる社会資源が少ないため。なお、平成３０年度作成の障害者計画においては、介護保険

事業所の福祉人材と社会資源を活用した障がい福祉サービスの拡充について触れている。 

・サービスの実態や参入意向について事業者自身も含めよくわからない点が多かったため。 

・事業所職員の確保が困難であるため、現状のサービスを提供することになりました。 

・介護保険、障害福祉サービス事業所の充足による。 

・新たなサービスの検討として、共生型サービスをあげているが、移行する事業所の見込みが不明だったた

め。 

・事業所の参入意向を把握する必要があり、具体的な位置づけについては、明示を行っていない。 

・そもそも事業所数が少なく、そちらの整備の方が優先されると考えられるため。 

＜制度が不明確、制度を十分理解していない＞ 

・計画策定時において、国から具体的な基準等に係る指針が定められておらず、スケジュール等の予測を含

め、対応困難であったため。 

・町としても、事業所としても充分に制度を理解していないことや、事例も少ないため。 

＜個別計画には位置づけない＞ 

・共生型サービスは介護保険又は障害福祉サービスのいずれかのサービスの指定を受けている事業所がもう

一方の制度におけるサービスの指定を受けやすくする特例であるため個別に計画に位置づけていない。 

・制度改正の方向性については言及しているが、具体的な取り組み等については位置づけていない。 

＜基準該当サービスで対応＞ 

・介護保険事業所による「共生型障害福祉サービス」（基準該当）の位置付けを行っているため。 

／等 
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②共生型介護保険サービスの整備に関わる考え方 

共生型介護保険サービスの整備に関わる考え方をみると、都道府県、市区町村とも「事業所

や法人から申請があれば受け付けるが、現段階では、自治体として積極的に整備する予定はな

い」の割合が高くなっている。 

また、「政令市・中核市以外の市区町村：10万人未満」は、「わからない」の割合も 25.9％と

なっている。 

 

図表 55 Q28 共生型介護保険サービスの整備に関わる考え方（複数回答） 

 

 

  

0.0%

2.7%

10.8%

62.2%

13.5%

10.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険サービス事業所が少ない地域に整備すること

で、高齢者に対するサービス提供の安定を図りたい

障害福祉サービスの対象となる利用者の少ない地域で、

高齢者の利用により、経営の改善を図ってもらいたい

地域共生社会を推進する上で、共生型介護保険サービス

を重要な事業と位置づけ、整備していきたい

事業所や法人から申請があれば受け付けるが、現段階で

は、自治体として積極的に整備する予定はない

その他

わからない

無回答

都道府県(n=37)

3.5%

2.2%

4.4%

60.3%

5.8%

23.1%

3.2%

1.6%

1.6%

4.7%

73.4%

12.5%

4.7%

3.1%

2.4%

1.8%

4.3%

61.6%

14.0%

16.5%

2.4%

3.9%

2.3%

4.4%

59.1%

3.4%

25.9%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険サービス事業所が少ない地域に整備することで、

高齢者に対するサービス提供の安定を図りたい

障害福祉サービスの対象となる利用者の少ない地域で、高

齢者の利用により、経営の改善を図ってもらいたい

地域共生社会を推進する上で、共生型介護保険サービスを

重要な事業と位置づけ、整備していきたい

事業所や法人から申請があれば受け付けるが、現段階で

は、自治体として積極的に整備する予定はない

その他

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市

(n=64)

上記以外の市区町村：

10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：

10万人未満(n=787)
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③障害福祉サービスの整備目標の達成状況と共生型障害福祉サービスの整備の考え方 

都道府県は、「その他」が 48.6％を占めている。 

市区町村をみると、「政令指定都市・中核市」は都道府県と同様に「その他」の割合が高く、

42.2％を占めている。「政令指定都市・中核市以外の市区町村：10万人以上」「政令指定都市・

中核市以外の市区町村：10万人未満」は、「わからない」の割合が高く、それぞれ 41.5％、58.3％

を占めている。 

 

図表 56 Q29 介護保険サービスの整備目標の達成状況と共生型介護保険サービスの 

整備の考え方（単数回答） 

 

 

0.0%

5.4%

2.7%

5.4% 48.6% 35.1% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

介護保険サービスの整備目標を満たしているため、それを超過する共生型介護保険サービスの整備は行わない

介護保険サービスの整備目標を満たしているが、共生型介護保険サービスの整備は行っていく

介護保険サービスの整備目標を満たしていないため、共生型介護保険サービスを整備していく

介護保険サービスの整備目標を満たしていないが、共生型介護保険サービスの整備は行わない

その他

わからない

無回答

10.9%

1.6%

6.7%

12.6%

5.9%

15.6%

7.3%

4.8%

1.9%

1.6%

1.2%

2.0%

6.9%

4.7%
8.5%

6.7%

13.9%

42.2%

26.2%

9.1%

53.9%

26.6%

41.5%

58.3%

6.8%

7.8%

8.5%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未満(n=787)

介護保険サービスの整備目標を満たしているため、それを超過する共生型介護保険サービスの整備は行わない

介護保険サービスの整備目標を満たしているが、共生型介護保険サービスの整備は行っていく

介護保険サービスの整備目標を満たしていないため、共生型介護保険サービスを整備していく

介護保険サービスの整備目標を満たしていないが、共生型介護保険サービスの整備は行わない

その他

わからない

無回答
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④共生型介護保険サービスの整備や推進に関する課題、期待すること 

１）共生型介護保険サービスの整備や推進における課題 

共生型障害福祉サービスの整備や推進において、自治体として、どのような課題があるかと

みると、都道府県、市区町村とも「共生型介護保険サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが十

分に把握できていない」、「自治体として共生型介護保険サービスをどのように推進していくか、

検討が深まっていない」の割合が高くなっている。 

また、人口規模が小さいほど、「自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解が深

まっていない」の割合が高くなる傾向にある。 

 

図表 57 Q30 共生型介護保険サービスの整備や推進における自治体の課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

48.6%

2.7%

5.4%

5.4%

2.7%

10.8%

13.5%

8.1%

32.4%

5.4%

16.2%

8.1%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが

十分に把握できていない

利用者や家族に対して、相談窓口の体制を十分に構築で

きていないため、必要な人に共生型介護保険サービス…

自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解

が深まっていない

法人や事業所に対して、申請手続きに関わる相談や支援

体制が十分に構築できていない

申請手続きに関わる提出書類が多い

共生型介護保険サービスを担う人材の育成に十分に対応

できていない

共生型介護保険サービスをリードして推進していく事業者

がいない

自治体内の障害福祉の部署と高齢者介護の部署で必要な

情報の連携ができていない

自治体として共生型介護保険サービスをどのように推進し

ていくか、検討が深まっていない

その他の課題

特にない

わからない

無回答

都道府県(n=37)
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49.5%

10.4%

27.1%

18.2%

1.8%

15.9%

23.4%

13.9%

49.3%

2.2%

4.9%

13.4%

4.2%

64.1%

3.1%

7.8%

9.4%

1.6%

7.8%

15.6%

6.3%

48.4%

3.1%

9.4%

1.6%

3.1%

54.9%

9.1%

23.2%

17.7%

1.2%

13.4%

23.8%

20.1%

54.9%

3.0%

3.7%

9.1%

2.4%

47.1%

11.3%

29.5%

18.8%

1.8%

16.9%

23.8%

13.2%

48.2%

1.9%

4.7%

15.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型介護保険サービスの地域ニーズ、利用者ニーズが十

分に把握できていない

利用者や家族に対して、相談窓口の体制を十分に構築でき

ていないため、必要な人に共生型介護保険サービスに関す

る情報を提供できていない

自治体の職員において、制度内容や手続きに関する理解が

深まっていない

法人や事業所に対して、申請手続きに関わる相談や支援体

制が十分に構築できていない

申請手続きに関わる提出書類が多い

共生型介護保険サービスを担う人材の育成に十分に対応で

きていない

共生型介護保険サービスをリードして推進していく事業者が

いない

自治体内の障害福祉の部署と高齢者介護の部署で必要な

情報の連携ができていない

自治体として共生型介護保険サービスをどのように推進して

いくか、検討が深まっていない

その他の課題

特にない

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市

(n=64)

上記以外の市区町村：

10万人以上(n=164)

上記以外の市区町村：

10万人未満(n=787)
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２）共生型介護保険サービスに期待すること 

共生型介護保険サービスに期待することをみると、都道府県は「人材が不足する中、共生型

介護保険サービスにより、貴重な人材を有効に活用することができる」が 51.4％でもっとも割

合が高く、次いで「地域共生社会を推進していく上での拠点ができる」が 35.1％となっている。 

市区町村は、「人材が不足する中、共生型介護保険サービスにより、貴重な人材を有効に活用

することができる」の割合が高くなっているが、特に、「政令指定都市・中核市」で、その割合

が高い。 

 

図表 58 Q31 共生型介護保険サービスに期待すること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

16.2%

16.2%

51.4%

18.9%

8.1%

29.7%

35.1%

13.5%

5.4%

2.7%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足する介護保険サービスを共生型介護保険サービ

スで補うことができる

利用者確保に苦労している障害福祉サービス事業所

の経営の改善を図ることができる

人材が不足する中、共生型介護保険サービスにより、

貴重な人材を有効に活用することができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わ

ることで、総合的な介護技術、専門性を高めることにつ
ながる

サービスの利用に繋がっていなかった高齢者が事業

所を目にする機会が増えることで、サービスの利用に

つながる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれること

で、高齢者、障害者の双方に役割や参加意識を持つこ
とに繋がる

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

その他

特にない

わからない

無回答

都道府県(n=37)
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11.8%

5.7%

27.2%

23.4%

6.0%

21.3%

20.6%

5.2%

10.9%

21.3%

4.6%

9.4%

1.6%

48.4%

26.6%

7.8%

31.3%

18.8%

14.1%

15.6%

9.4%

4.7%

7.3%

7.3%

36.6%

32.9%

6.7%

19.5%

23.8%

8.5%

9.8%

16.5%

1.8%

12.8%

5.7%

23.6%

21.1%

5.7%

20.8%

20.1%

3.8%

10.7%

23.1%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足する介護保険サービスを共生型介護保険サービス

で補うことができる

利用者確保に苦労している障害福祉サービス事業所の

経営の改善を図ることができる

人材が不足する中、共生型介護保険サービスにより、貴

重な人材を有効に活用することができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わる

ことで、総合的な介護技術、専門性を高めることにつなが
る

サービスの利用に繋がっていなかった高齢者が事業所を

目にする機会が増えることで、サービスの利用につなが

る

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、

高齢者、障害者の双方に役割や参加意識を持つことに
繋がる

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

その他

特にない

わからない

無回答

市区町村全体(n=1021)

政令指定都市・中核市(n=64)

上記以外の市区町村：10万人以

上(n=164)

上記以外の市区町村：10万人未

満(n=787)
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（６）【都道府県】「共生型介護保険サービス」に関する市区町村支援の状況 

①管内の市区町村から相談等の状況 

都道府県において、管内の市区町村から相談等を受けたことがあるかをみると、「相談を受け

たことがある」は 24.3％となっている。 

 

図表 59 Q33 共生型介護保険サービスの整備や指定等に関して､管内の市区町村から 

相談等を受けたこと（単数回答） 

 

 

②管内の市区町村に対する支援等の状況 

共生型介護保険サービスに関して、管内の市区町村に対して行っている支援等をみると、「市

区町村に対して行っている支援等はない」が 40.5％となっている。行っているものでみると、

「市区町村からの電話・メール等による個別相談」が 32.4％、「市区町村職員を対象に、国の会

議内容に関する行政説明の一環で共生型サービスの説明を実施」が 16.2％となっている。 

 

図表 60 Q34 共生型介護保険サービスに関して､管内の市区町村に対して行っている支援等 

（複数回答） 

 

  

24.3% 67.6% 5.4%
2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=37)

相談を受けたことがある 相談を受けたことはない わからない 無回答

16.2%

5.4%

32.4%

0.0%

8.1%

40.5%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村職員を対象に、国の会議内容に関する行政

説明の一環で共生型サービスの説明を実施

市区町村職員を対象に、共生型サービスに関する単

独の説明会を開催

市区町村からの電話・メール等による個別相談

市区町村に対する出張相談

その他

市区町村に対して行っている支援等はない

無回答

都道府県(n=37)
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２）説明会の開催頻度 

＜平成 29～30年度＞ 

「市区町村職員を対象に、共生型サービスに関する単独の説明会を開催」と回答した場合、

年に何回程度、説明会を開催したかを、２か所該当する都道府県についてみると、平成 29～30

年度は「０回」「１回程度」が、それぞれ１件ずつとなっている。 

 

 

図表 61 Q34-1-1 説明会の開催頻度_平成 29～30年度（単数回答） 

 

 

＜令和元年度＞ 

令和元年度同様に、「０回」「１回程度」が、それぞれ１件ずつとなっている。 

 

図表 62 Q34-1-2 説明会の開催頻度_令和元年度（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.0% 50.0%

0.0% 0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=2)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度

50.0% 50.0%

0.0% 0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=2)

0回 1回程度 2～3回程度 4～5回程度 6回以上程度



81 

 

第２章 「共生型障害福祉サービス事業」を実施している介護保険サービ

ス事業所の取組状況 

第１節 調査概要 

１．目的 

現在、既に「共生型サービス」の指定を取得した事業所における、指定を受けるにあたって対

応したことや申請受理までの課題、指定を受けた効果や課題等を把握する。 

２．アンケートの対象（抽出方法、規模） 

（１）アンケートの対象 

・「共生型障害福祉サービス」の指定を受けた全国の介護保険事業所全数。 

 

（２）アンケートの対象事業所の抽出方法 

・対象事業所の全数抽出は、厚生労働省が保持管理する事業所情報に拠った。 

・指定を受けた全 300 事業所（平成 31 年４月サービス提供分）から、「災害救助法の適用自

治体」に所在する事業所 47事業所を除いた 253事業所を実施対象とした。 

  

ａ． 

実施事業所 

総数 

b. 

被災地 

ｃ． 

今回のアンケー 

対象事業所数 

（ａ－b）  

総事業所数 300 47 253 

【参考】本アンケート対象となった介護保険サービス事業所（253事業所）において 

実施している「共生型障害福祉サービス」事業所数 

 共生型障害福祉サービ

ス事業所種別 

本アンケートの対象事

業所で実施している共

生型障害福祉サービス  

居宅介護 28 

重度訪問介護 8 

生活介護 168 

自立訓練（機能訓練） 14 

自立訓練（生活訓練） 15 

児童発達支援 11 

放課後等デイサービス 66 

短期入所 18 
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３．アンケートの方法 

全国の対象事業所に対する郵送法。 

４．実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

５．回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

実施事業所 253 131 51.8％ 
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第２節 調査結果 

１．事業所概要 

（１）指定を受けて実施している介護保険サービス 

指定を受けて実施している介護保険サービスをみると、「通所介護」「地域密着型 通所介護」

が 39.7％でもっとも高く、次いで「訪問介護」が 6.9％となっている。 

図表 63 Q2 指定を受けて実施している介護保険サービス（単数回答） 

 

（２）事業所の運営規定で定めている｢通常の事業の実施地域｣ 

運営規定で定めている「通常の事業の実施地域」の広さをみると、「事業所が所在する市町村

全域程度の広さ」が 50.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「事業所が所在する市町村及び

周辺の市町村程度の広さ」が 32.8％となっている。 

図表 64 Q3 事業所の運営規定で定めている｢通常の事業の実施地域｣（単数回答） 

 

  

6.9% 39.7% 39.7%

3.1%1.5% 0.8%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

訪問介護 通所介護 地域密着型 通所介護

短期入所生活介護 小規模多機能型居宅介護 看護小規模多機能型居宅介護

無回答

9.9% 50.4% 32.8%

1.5%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

日常生活圏域の広さ

事業所が所在する市町村全域程度の広さ

事業所が所在する市町村及び周辺の市町村程度の広さ

その他広域圏域

無回答
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（３）指定を受けている共生型障害福祉サービス 

指定を受けている共生型障害福祉サービスをみると、「共生型生活介護」が 71.8％でもっとも

回答割合が高く、次いで「共生型放課後等デイサービス」が 28.2％となっている。 

図表 65 Q4 指定を受けている共生型障害福祉サービス等（複数回答） 

 

 

（４）基準該当障害福祉サービスの指定の状況 

基準該当障害福祉サービスの指定の状況をみると、「現在も指定を受けている」が 41.2％でも

っとも回答割合が高く、次いで「指定を受けたことはない」が 30.5％となっている。 

図表 66 Q5 基準該当障害福祉サービスの指定の状況（複数回答） 

 
  

6.9%

3.8%

71.8%

16.0%

13.0%

6.9%

21.4%

28.2%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型居宅介護

共生型重度訪問介護

共生型生活介護

共生型自立訓練(機能訓練)

共生型自立訓練(生活訓練)

共生型短期入所

共生型児童発達支援

共生型放課後等デイサービス

無回答
全体(n=131)

41.2%

22.9%

30.5%

1.5%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在も指定を受けている

指定を受けていたが 現在は受けていない

指定を受けたことはない

その他

無回答 全体(n=131)
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（５）自治体からの委託で実施している障害者支援の状況 

共生型障害福祉サービスと基準該当サービスとは別に、委託事業として実施している障害者

支援事業の実施状況についてみると、「いずれも実施していない」が 65.6％でもっとも回答割合

が高く、次いで「障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業」が 17.6％となっている。 

図表 67 Q6 自治体からの委託で実施している障害者支援の状況（複数回答） 

 

（６）事業所所在地 

事業所の所在地域をみると、「中部」が 37.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「九州・沖

縄」が 26.0％となっている。 

図表 68 Q9 事業所所在地（単数回答） 

 

（７）法人形態 

事業所の法人形態をみると、「営利法人」が 55.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「社会

福祉法人」が 16.0％となっている。 

図表 69 Q10 法人形態（単数回答） 

 

17.6%

3.8%

3.8%

65.6%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業

自治体の独自事業

その他自治体からの委託事業

いずれも実施していない

無回答 全体(n=131)

6.9%

2.3% 0.0%

37.4% 16.8% 9.9% 26.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

北海道・東北 関東（東京都を除く） 東京都

中部 近畿 中国・四国

九州・沖縄 無回答

0.0% 0.0% 0.0%

3.8% 16.0%

3.8%

5.3%

0.0% 0.0%

55.7% 13.0%

0.8% 0.8%0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

都道府県 市区町村 広域連合 一部事務組合

社会福祉協議会 社会福祉法人 医療法人

社団 財団法人 農業協同組合及び連合会 消費生活協同組合及び連合会

営利法人 特定非営利活動法人 その他の法人

上記以外（個人を含む） 無回答
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（８）介護保険指定事業者の指定を受けた年 

介護保険指定事業者の指定を受けた年をみると、「2016 年以降」が 30.5％でもっとも回答割

合が高く、次いで「2005年」が 25.2％となっている。 

図表 70 Q11 介護保険指定事業者の指定を受けた年（数値回答） 

 

（９）事業所が共生型障害福祉サービスの指定を受けた年月 

事業所が共生型障害福祉サービスの指定を受けた年月は以下の通りである。なお、各サービ

スの n数が小さいため、グラフは掲載していない。 

図表 71 Q12 共生型障害福祉サービスの指定を受けた年月（数値回答） 

①居宅介護（n=９） ・2018年４月（１件） 

・2018年８月（４件） 

・2018年 12月（１件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年２月（１件） 

・2019年４月（１件） 

②重度訪問介護（n=６） ・2018年４月（１件） 

・2018年８月（３件） 

・2018年 12月（１件） 

・2019年（１件） 

③生活介護（n=84） ・2018年４月（14件） 

・2018年５月（１件） 

・2018年６月（３件） 

・2018年７月（10件） 

・2018年８月（10件） 

・2018年９月（４件） 

・2018年 10月（７件） 

・2018年 11月（５件） 

・2018年 12月（２件） 

・2019年１月（３件） 

・2019年２月（３件） 

・2019年３月（６件） 

・2019年４月（10件） 

・2019年５月（１件） 

・2019年６月（１件） 

・2019年７月（１件） 

・2019年８月（１件） 

・2019年９月（２件） 

④短期入所（n=７） ・2018年 10月（１件） 

・2018年（１件） 

 

・2019年４月（３件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年２月（１件） 

⑤自律訓練（機能訓練）（n=19） ・2018年４月（６件） 

・2018年５月（１件） 

・2018年６月（３件） 

・2018年７月（２件） 

・2018年８月（２件） 

・2018年 10月（２件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年３月（１件） 

・2019年４月（１件） 

 

⑥自律訓練（生活訓練）（n=16） ・2018年４月（４件） 

・2018年５月（１件） 

・2018年６月（１件） 

・2018年７月（１件） 

・2018年８月（３件） 

・2018年 10月（１件） 

・2018年 11月（１件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年３月（１件） 

・2019年４月（１件） 

・2019年９月（１件） 

⑦児童発達支援（n=27） ・2018年４月（10件） 

・2018年６月（２件） 

・2018年７月（２件） 

・2018年８月（３件） 

・2018年９月（１件） 

・2018年 10月（２件） 

・2018年 11月（１件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年２月（１件） 

・2019年４月（２件） 

・2019年７月（１件） 

・2019年 11月（１件） 

25.2% 11.5% 23.7% 30.5% 9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

2005年 2006～2010年 2011～2015年 2016年以降 無回答
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⑧放課後等デイサービス（n=37） ・2018年４月（11件） 

・2018年６月（３件） 

・2018年７月（４件） 

・2018年８月（３件） 

・2018年９月（３件） 

・2018年 10月（３件） 

・2019年１月（１件） 

・2019年３月（１件） 

・2019年４月（４件） 

・2019年６月（１件） 

・2019年７月（１件） 

・2019年 11月（１件） 

・2019年 12月（１件） 

 

（10）事業所の定員数 

令和元年 11月１日時点で訪問介護以外の事業を実施している事業所について、提供している

介護保険サービス及び共生型障害福祉サービスを合わせた事業所の利用定員数を把握した。 

①通所介護、または地域密着型通所介護 

通所介護、または地域密着型通所介護を実施している事業所について、利用定員数をみる

と、「10～20人未満」が 48.1％ともっとも高く、次いで「20～30人未満」が 27.9％となって

いる。 

図表 72 Q13-1 通所介護、または地域密着型通所介護の利用定員数（数値回答） 

 

②小規模多機能型居宅介護、または看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護、または看護小規模多機能型居宅介護を実施している事業所につ

いて、利用定員数をみると、下表の通りとなっている。なお、本設問については n 数が小さ

いため、グラフは掲載していない。 

図表 73 Q13-2 小規模多機能型居宅介護、または看護小規模多機能型居宅介護の利用定員数

（数値回答） 

通いサービス ・15名（３件） 

宿泊サービス ・５名（１件） ・７名（１件） ・９名（１件） 

③短期入所生活介護 

短期入所生活介護を実施している事業所について、利用定員数をみると、下表の通りとな

っている。なお、本設問については n数が小さいため、グラフは掲載していない。 

図表 74 Q13-3 短期入所生活介護の利用定員数（数値回答） 

併設型 ・３名（１件） ・８名（１件） ・39 名（１件） 

空所利用型 
※本体施設の利用定員 

・１名（１件） 

1.9%

48.1% 27.9% 10.6% 8.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=104)

10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40人以上 不明
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（11）令和元年 10月の営業日数 

令和元年 10 月１か月の事業所の営業日数をみると、「26 日～30 日」が 50.4％でもっとも回

答割合が高く、次いで「31日（毎日）」が 23.7％となっている。 

図表 75 Q14 令和元年 10月の営業日数（数値回答） 

 

（12）併設している介護保険サービス事業所､障害福祉サービス事業所等 

「通所介護､地域密着型通所介護」が 35.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「生活介護」

が 26.0％となっている。 

図表 76 Q15 併設している介護保険サービス事業所､障害福祉サービス事業所等（複数回答） 

 
【「その他」の回答】 

その他の介護保険サービス ○訪問看護。 

○定期巡回。 

○居宅介護支援。 

○地域密着型認知症対応型共同生活介護。 

○グループホーム、在宅介護支援センター。 

その他の障害福祉サービス ○就労継続支援 b型、就労移行支援。 

○特定相談支援。 

○同行援護。 

○共同生活援助。 

○日中一時支援。 

○地域活動支援センター。 

その他の障害児サービス ○障害児相談支援。 

○日中一時支援。 

○計画相談。 

0.8%

22.9% 50.4% 23.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

20日以下 21日～25日 26日～30日 31日（毎日） 無回答

24.4%

35.9%

6.9%

3.1%

0.0%

16.8%

19.8%

14.5%

26.0%

5.3%

5.3%

4.6%

12.2%

11.5%

17.6%

2.3%

21.4%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

通所介護 地域密着型通所介護

短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

その他介護保険サービス

居宅介護

重度訪問介護

生活介護

短期入所

自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

その他の障害福祉サービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

その他の障害児サービス

いずれも併設していない

無回答

全体(n=131)

障害福祉

サービス

介護保険

サービス
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２．利用者の状況 

（１）全体の利用者の実人数 

介護保険サービス利用者と共生型障害福祉サービスの利用者を合わせた全体の利用者の実人

数をみると、「１～30 人未満」が 36.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「30～50 人未満」

が 26.7％となっている。 

図表 77 Q16 全体の利用者の実人数（数値回答） 

 

（２）介護保険サービス利用者の実人数 

介護保険サービス利用者の実人数をみると、「１～30 人未満」が 51.9％でもっとも回答割合

が高く、次いで「50～100人未満」が 17.6％となっている。 

図表 78 Q16-1 介護保険サービス利用者の実人数（数値回答） 

   

0.0%

36.6% 26.7% 24.4% 9.2%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

利用者はいない １～30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100人以上 無回答

2.3%

51.9% 16.8% 17.6% 8.4%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

利用者はいない １～30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100人以上 無回答
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（３）共生型障害福祉サービス利用者の実人数 

共生型障害福祉サービスの利用者の実人数をみると、「１～10 人未満」が 67.9％でもっとも

回答割合が高く、次いで「11～20人未満」が 13.7％となっている。 

図表 79 Q16-2 共生型障害福祉サービス利用者の実人数（数値回答） 

 

＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

 指定を受けている共生型障害福祉サービス別にみると、いずれのサービスにおいても「１

～10人未満」の回答割合がもっとも高くなっている。「児童系（共生型児童発達支援、共生型放

課後等デイサービス）」、「通所系と児童系の組み合わせ」では「11～20人未満」及び「21～30人

未満」の回答割合が他のサービスに比べて高い傾向にある。 

図表 80 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 

Q16-2 共生型障害福祉サービス利用者の実人数（数値回答） 
 

合計 Q16-2 共生型障害福祉サービス利用者数 

利用者

はいな

い 

1～10

人未満 

11～20

人未満 

21～30

人未満 

31～40

人未満 

41～50

人未満 

50人

以上 

無回答 

全体 131 3 89 18 11 2 4 0 4 

100.0％ 2.3％ 67.9％ 13.7％ 8.4％ 1.5％ 3.1％ 0.0％ 3.1％ 

Q
4
 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

訪問系（共生型居宅介護、

共生型重度訪問介護）、訪

問系と共生型生活介護と

の組み合わせ 

8 1 5 0 1 0 1 0 0 

100.0％ 12.5％ 62.5％ 0.0％ 12.5％ 0.0％ 12.5％ 0.0％ 0.0％ 

通所系（共生型生活介護、

共生型自立訓練（機能訓

練）、共生型自立訓練（生

活訓練）） 

68 0 57 7 2 1 0 0 1 

100.0％ 0.0％ 83.8％ 10.3％ 2.9％ 1.5％ 0.0％ 0.0％ 1.5％ 

共生型短期入所、共生型

短期入所と他の組み合わ

せ 

9 0 8 1 0 0 0 0 0 

100.0％ 0.0％ 88.9％ 11.1％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

児童系（共生型児童発達

支援、共生型放課後等デ

イサービス） 

13 0 5 4 1 0 1 0 2 

100.0％ 0.0％ 38.5％ 30.8％ 7.7％ 0.0％ 7.7％ 0.0％ 15.4％ 

通所系と児童系の組み合

わせ 

26 0 11 6 6 1 2 0 0 

100.0％ 0.0％ 42.3％ 23.1％ 23.1％ 3.8％ 7.7％ 0.0％ 0.0％ 

  

2.3%

67.9% 13.7% 8.4%

1.5%3.1% 0.0% 3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

利用者はいない 1～10人未満 11～20人未満 21～30人未満 31～40人未満

41～50人未満 50人以上 無回答
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（４）共生型障害福祉サービス利用者の各区分別登録者数 

①年齢階層別の利用登録者数 

年齢階層別の共生型障害福祉サービス利用登録者数をみると、「～17 歳」が 32.5％でもっ

とも高く、次いで「75歳以上」が 20.0％となっている。 

図表 81 Q17(1) 年齢階層別の利用登録者数（数値回答） 

年齢区分 合計（人） 割合（％） 

～17歳 434 32.5 

18～19歳 26  1.9 

20～34歳 164 12.3 

35～49歳 106 7.9 

50～64歳 242 18.1 

65～74歳 98 7.3 

75歳以上 267 20.0 

計 1,337 100.0 

②障害支援区分別の利用登録者数 

障害支援区分別の共生型障害福祉サービス利用登録者数をみると、「区分３」が 23.2％でも

っとも高く、次いで「区分６」が 19.1％となっている。 

図表 82 Q17(2)障害支援区分別の利用登録者数（数値回答） 

障害支援区分 合計（人） 割合（％） 

区分１ ６  0.7 

区分２ 124 14.8 

区分３ 194 23.2 

区分４ 119 14.2 

区分５ 83 9.9 

区分６ 160 19.1 

不明、その他 150 17.9 

計 836 100.0 

③主たる障害種別の利用登録者数 

主たる障害種別の共生型障害福祉サービス利用登録者数をみると、「障害児」が 32.0％でも

っとも高く。次いで「身体」が 25.9％となっている。 

図表 83 Q17(1) 主たる障害種別の利用登録者数（数値回答） 

主たる障害種別 合計（人） 割合（％） 

身体 235  25.9 

知的 201 22.1 

精神 126 13.9 

難病 11 1.2 

障害児 291 32.0 

その他 44 4.8 

計 908 100.0 
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３．サービス提供、職員配置 

（１）サービス提供の仕方 

サービス提供時間帯におけるサービス提供の仕方をみると、「同じ時間､場所で一緒にサービ

スを提供している」が 87.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「その他の提供の仕方」が

10.7％となっている。 

図表 84 Q19 サービス提供の仕方（単数回答） 

 

【「その他の提供の仕方」の具体的な内容】 

○他害がある障害児には専用に休息室の用意がある。 

○１事業所２単位、部屋を区切ってサービス提供。 

○共生型障害福祉サービスの利用者は、利用者の希望の内容が終りしだい送迎しており、少し

短めの時間となっている。 

○共生型障害福祉サービスの利用者は、昼食からの利用を高齢者と同じ場所で行っている。 

○訪問介護の為、全て、時間、場所も違う。（在宅） 

○療盲スペースを設け、その子のタイプに合わせて高齢者と一緒にしたり分けたり、時間で分

けたりしている。 

  

87.0% 10.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

高齢者、障害児者のケアや障害タイプに関わらず、同じ時間、場所で一緒にサービスを提供している

その他の提供の仕方

無回答
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＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

指定を受けている共生型障害福祉サービス別にみると、「通所系（共生型生活介護、共生型自

立訓練（機能訓練）、共生型自立訓練（生活訓練））」では「高齢者、障害児者のケアや障害タイ

プに関わらず、同じ時間､場所で一緒にサービスを提供している」の回答割合が 94.1％となって

おり、他のサービスよりも回答割合が高い傾向にある。 

図表 85 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 Q19サービス提供の仕方（単数回答） 

    合計 Q19 サービス提供の仕方 

  
  

高齢者、障害児者

のケアや障害タイ

プに関わらず、同

じ時間､場所で一

緒にサービスを提

供している 

その他の提供

の仕方 

無回答 

全体 
 

131 114 14 3  
100.0％ 87.0％ 10.7％ 2.3％ 

Q
4 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
等 

訪問系（共生型居宅介護、共生型

重度訪問介護）、訪問系と共生型

生活介護との組み合わせ 

8 5 2 1 

100.0％ 62.5％ 25.0％ 12.5％ 

通所系（共生型生活介護、共生型

自立訓練（機能訓練）、共生型自

立訓練（生活訓練）） 

68 64 4 0 

100.0％ 94.1％ 5.9％ 0.0％ 

共生型短期入所、共生型短期入所

と他の組み合わせ 

9 8 1 0 

100.0 88.9 11.1 0.0 

児童系（共生型児童発達支援、共

生型放課後等デイサービス） 

13 11 2 0 

100.0％ 84.6％ 15.4％ 0.0％ 

通所系と児童系の組み合わせ 26 22 4 0 

100.0％ 84.6％ 15.4％ 0.0％ 

（２）共生型障害福祉サービスの指定に伴う職員体制の見直し 

共生型障害福祉サービスの指定に伴う職員体制の見直しについてみると、「特に変更はない」が

46.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「職員増はせず､勤務シフト等を見直した」が 16.8％と

なっている。 

図表 86 Q20 共生型障害福祉サービスの指定に伴う職員体制の見直し（単数回答） 

 

【「その他」の具体的な回答】 

○同法人で知識を有する人の教育。 

○新規事業所なので、スタート時から体制を整えた。 

13.7% 16.8% 16.8% 46.6%

3.1%3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

職員を増やした 職員増はせず 職員に資格を取得してもらった

職員増はせず 勤務シフト等を見直した 特に変更はない

その他 無回答
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＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

指定を受けている共生型障害福祉サービス別にみると、「通所系（共生型生活介護、共生型自立

訓練（機能訓練）、共生型自立訓練（生活訓練））」では「特に変更はない」が 52.9％ともっとも回

答割合が高い一方で、「児童系（共生型児童発達支援、共生型放課後等デイサービス）」では「職

員を増やした」の回答割合が 46.2％となっている。 

図表 87 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 

Q20共生型障害福祉サービスの指定に伴う職員体制の見直し（単数回答） 
  

合計 Q20 共生型障害福祉サービスの指定に伴う職員体制 
   

職
員
を
増
や
し
た 

職
員
増
は
せ
ず､

職
員
に
資
格
を
取

得
し
て
も
ら
っ
た 

職
員
増
は
せ
ず､

勤
務
シ
フ
ト
等
を

見
直
し
た 

特
に
変
更
は
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 
 

131 18 22 22 61 4 4  
100.0％ 13.7％ 16.8％ 16.8％ 46.6％ 3.1％ 3.1％ 

Q4 指定

を受けて

いる共生

型障害福

祉サービ

ス等 

訪問系（共生型居宅介護、

共生型重度訪問介護）、訪

問系と共生型生活介護と

の組み合わせ 

8 1 0 3 4 0 0 

100.0％ 12.5％ 0.0％ 37.5％ 50.0％ 0.0％ 0.0％ 

通所系（共生型生活介護、

共生型自立訓練（機能訓

練）、共生型自立訓練（生

活訓練）） 

68 6 12 10 36 3 1 

100.0％ 8.8％ 17.6％ 14.7％ 52.9％ 4.4％ 1.5％ 

共生型短期入所、共生型短

期入所と他の組み合わせ 
9 1 1 3 4 0 0 

100.0％ 11.1％ 11.1％ 33.3％ 44.4％ 0.0％ 0.0％ 

児童系（共生型児童発達支

援、共生型放課後等デイサ

ービス） 

13 6 1 2 4 0 0 

100.0％ 46.2％ 7.7％ 15.4％ 30.8％ 0.0％ 0.0％ 

通所系と児童系の組み合

わせ 
26 4 8 3 10 1 0 

100.0％ 15.4％ 30.8％ 11.5％ 38.5％ 3.8％ 0.0％ 

 

（３）共生型障害福祉サービスの指定に伴って増やした職員数 

共生型障害福祉サービスの指定に伴い職員を増やした事業所について、増やした人数をみると

下表の通りとなっている。なお、本設問については、n 数が小さいため、グラフは掲載していな

い。 

図表 88 Q20-1 共生型障害福祉サービスの指定に伴って増やした職員数（単数回答） 

共生型サービスの指定に伴って増

やした職員数（n=18） 

・１人（８件） 

・２人（８件） 

・３人（１件） 

・無回答（１件） 
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（４）職員の担当の仕方 

介護保険サービス､共生型障害福祉サービスを行う職員の担当についてみると、「高齢者､障害

児者区別なく担当している」が 87.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「その他の担当の形

態」が 8.4％となっている。 

図表 89 Q21職員の担当の仕方（単数回答） 

 

【「その他の担当の形態」の具体的な内容】 

○障害児は児童発達管理責任者がメインで記録等実施。障害者はサービス管理責任者がメイン

で記録等実施。 

○同性介助を撤底している。 

○放課後等ディサービスの時間帯のみのパート職員。 

 

＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

指定を受けている共生型障害福祉サービス別にみると、「高齢者､障害児者区別なく担当して

いる」の回答割合は、「通所系（共生型生活介護、共生型自立訓練（機能訓練）、共生型自立訓練

（生活訓練））」では 97.1％と他のサービスよりも高い傾向にある。 

図表 90 Q21 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 職員の担当の仕方（単数回答） 

    合計 Q21 介護保険サービス､共生型障害福祉サービスを行う

職員の担当の仕方 

  
  

高齢者､障害児

者区別なく担当

している 

その他の担当の

形態 

無回答 

全体 
 

131 114 11 6  

100.0％ 87.0％ 8.4％ 4.6％ 

Q
4 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
等 

訪問系（共生型居宅介護、共生

型重度訪問介護）、訪問系と共

生型生活介護との組み合わせ 

8 8 0 0 

100.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 

通所系（共生型生活介護、共生

型自立訓練（機能訓練）、共生型

自立訓練（生活訓練）） 

68 66 1 1 

100.0％ 97.1％ 1.5％ 1.5％ 

共生型短期入所、共生型短期入

所と他の組み合わせ 

9 7 1 1 

100.0％ 77.8％ 11.1％ 11.1％ 

児童系（共生型児童発達支援、

共生型放課後等デイサービス） 

13 11 1 1 

100.0％ 84.6％ 7.7％ 7.7％ 

通所系と児童系の組み合わせ 26 18 8 0 

100.0％ 69.2％ 30.8％ 0.0％ 

 

87.0% 8.4%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

高齢者 障害児者区別なく担当している その他の担当の形態 無回答
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４．「共生型障害福祉サービス」事業について  

（１）共生型障害福祉サービスに参入して目指していること 

共生型障害福祉サービスに参入して目指していることをみると、「障害児者を身近な地域で生

活を支える」が 51.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「共生型サービスの実施を基盤とし

て､さまざまな地域福祉課題解決に貢献する拠点となる」が 33.6％となっている。 

図表 91 Q22 共生型障害福祉サービスに参入して目指していること（単数回答） 

 
【「その他」の具体的な回答】 

○大人と子供が一緒に社会参加という目的を持って共に、リハビリを楽しみながら行える場所

を目指す。 

○元々高齢障害者が多い事業所なので障害・高齢問わず色々な人があつまる事業所をめざす。 

○障害者が 65才を越えても同様の環境でサービスを受けられる。 

○現在、模索中 

 

（２）共生型サービスに参入するにいたった主なきっかけ 

共生型障害福祉サービスに参入するきっかけをみると、「高齢者だけでなくそれ以外の障碍者

や障害児の生活を支えたいと思った」が 45.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「以前から､

共生型サービスに相当するサービスに取り組んでいた」が 38.2％となっている。 

図表 92 Q23 共生型サービスに参入するにいたった主なきっかけ（複数回答） 

 

51.9% 5.3% 33.6%

3.8%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

障害児者を身近な地域で生活を支える

医療リハビリ等の利用期間を終了した64歳以下の人の利用を受け入れる事業所となる

共生型サービスの実施を基盤として さまざまな地域福祉課題解決に貢献する拠点となる

その他

無回答

45.8%

38.2%

3.1%

19.8%

1.5%

9.9%

37.4%

6.1%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者だけでなくそれ以外の障害者や障害児の生活を

支えたいと思った

以前から 共生型サービスに相当するサービスに取り組

んでいた

地元自治体から要請 指定申請勧奨があった

当事業所の利用者 家族 地域住民から要望があった

地域の医療機関からの要請 指定申請勧奨があった

利用者のケアマネジャーや相談支援専門員から要望が

あった

事業所の職員や管理者自身 法人本部が共生型サービ

スを始めたいと思っていた

その他

無回答
全体(n=131)
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【「その他」の具体的な回答】 

○精神障害者の退院支援。 

○同敷地内のサービス付き高齢者向け住宅に入居の障害の方から要望があった。 

○医療的ケアに特化した有料老人ホームの併設事業所であった。医療的ケアが常に必要な障害

児者の日中活動の場がないと相談があったため。 

○加算等収入面から。 

○法人が障害を主にしているので基準該当のサービスを行っていた。新しいサービスを行おう

と思った。 

○同法人の運営する障害者サービス事業所において、高齢化の問題が出てきたため。 

○地域に医療の必要な障害者の行き場がないとの声に立ち上げた。 

○富山型の理念に感動したから。 

 

＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

指定を受けた共生型障害福祉サービス別にみると、「通所系と児童系の組み合わせ」では「以

前から､共生型サービスに相当するサービスに取り組んでいた」の回答割合が 73.1％となって

おり、他のサービスと比べても高い傾向にある。 

図表 93 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 

Q23共生型サービスに参入するにいたった主なきっかけ（複数回答） 

  全体 Q23 共生型サービスに参入するにいたった主なきっかけ 

高
齢
者
だ
け
で
な

く
そ
れ
以
外
の
障

害
者
や
障
害
児
の

生
活
を
支
え
た
い

と
思
っ
た 

以
前
か
ら､

共
生

型
サ
ー
ビ
ス
に
相

当
す
る
サ
ー
ビ
ス

に
取
り
組
ん
で
い

た 地
元
自
治
体
か
ら

要
請､

指
定
申
請

勧
奨
が
あ
っ
た 

当
事
業
所
の
利
用

者､

家
族､

地
域
住

民
か
ら
要
望
が
あ

っ
た 

地
域
の
医
療
機
関

か
ら
の
要
請､

指

定
申
請
勧
奨
が
あ

っ
た 

全体 131 60 50 4 26 2 

100.0％ 45.8％ 38.2％ 3.1％ 19.8％ 1.5％ 

Q
4
 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等 

訪問系（共生型居宅介護、

共生型重度訪問介護）、訪

問系と共生型生活介護と

の組み合わせ 

8 4 2 0 2 1 

100.0％ 50.0％ 25.0％ 0.0％ 25.0％ 12.5％ 

通所系（共生型生活介護、

共生型自立訓練（機能訓

練）、共生型自立訓練（生

活訓練）） 

68 27 25 2 16 1 

100.0％ 39.7％ 36.8％ 2.9％ 23.5％ 1.5％ 

共生型短期入所、共生型

短期入所と他の組み合わ

せ 

9 6 2 1 4 0 

100.0％ 66.7％ 22.2％ 11.1％ 44.4％ 0.0％ 

児童系（共生型児童発達

支援、共生型放課後等デ

イサービス） 

13 8 2 1 2 0 

100.0％ 61.5％ 15.4％ 7.7％ 15.4％ 0.0％ 

通所系と児童系の組み合

わせ 
26 12 19 0 1 0 

100.0％ 46.2％ 73.1％ 0.0％ 3.8％ 0.0％ 
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（つづき） 

  Q23 共生型サービスに参入するにいたった主なきっ

かけ（続き） 

利
用
者
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ

ャ
ー
や
相
談
支
援
専
門

員
か
ら
要
望
が
あ
っ
た 

事
業
所
の
職
員
や
管
理

者
自
身､

法
人
本
部
が

共
生
型
サ
ー
ビ
ス
を
始

め
た
い
と
思
っ
て
い
た 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 13 49 8 3 

9.9％ 37.4％ 6.1％ 2.3％ 

Q
4
 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等 

訪問系（共生型居宅介

護、共生型重度訪問介

護）、訪問系と共生型生

活介護との組み合わせ 

1 0 0 0 

12.5％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

通所系（共生型生活介

護、共生型自立訓練（機

能訓練）、共生型自立訓

練（生活訓練）） 

9 28 6 0 

13.2％ 41.2％ 8.8％ 0.0％ 

共生型短期入所、共生型

短期入所と他の組み合

わせ 

1 3 0 0 

11.1％ 33.3％ 0.0％ 0.0％ 

児童系（共生型児童発達

支援、共生型放課後等デ

イサービス） 

0 6 1 0 

0.0％ 46.2％ 7.7％ 0.0％ 

通所系と児童系の組み

合わせ 
1 10 1 0 

3.8％ 38.5％ 3.8％ 0.0％ 
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（３）指定申請にあたって､対応課題となったこと 

共生型障害福祉サービスの指定申請にあたって課題となったことをみると、「介護職員の理解

を得る」が 42.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「課題となったことはない」が 29.0％と

なっている。 

図表 94 Q24 指定申請にあたって､対応課題となったこと（複数回答） 

 

 

【「その他：の具体的な回答】 

○研修の受講、資格取得。 

○各サービス毎の書類作成（実施報告等）。 

○サービス管理責任者研修を受講、配置する。 

○今のところ課題となっていないが、ワンフロアで事業を行っているので、静かな部屋があっ

た方がいい時がある。 

  

19.8%

12.2%

42.0%

22.1%

9.2%

4.6%

3.8%

6.9%

20.6%

9.9%

7.6%

13.7%

11.5%

4.6%

1.5%

6.9%

29.0%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険サービス事業所の利用者の理解を得る

介護保険利用者の家族の理解を得る

介護職員の理解を得る

看護職員の理解を得る

機能訓練指導員の理解を得る

嘱託医の理解を得る

法人本部の理解を得る

周辺地域住民等の理解を得る

自治体の 共生型障害福祉サービス 指定申請所管課

と折衝する

自治体の介護保険事業推進担当課と折衝する

利用者の介護支援専門員の理解を得る

地域の障害者やその家族への広報 営業

福祉専門職員を確保し配置する

必要な技術的支援を受ける指定障害福祉サービス事

業所を見つける

施設の改修

その他

課題となったことはない

無回答

全体(n=131)
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（４）課題解決に向けて実施した対応策 

指定申請にあたって対応課題となったことがある事業所について、課題解決に向けて実施し

たことをみると、「地元自治体に相談し対応した」が 48.3％でもっとも回答割合が高く、次いで

「法人本部役員や事業所管理者､職員等が個別に対応した」が 32.6％となっている。 

図表 95 Q25 課題解決に向けて実施した対応策（複数回答） 

 
【「その他の対応」の具体的な回答】 

○シフトの変更、職員の意識向上。 

○嘱託医と直接話し合いを行い理解して頂いた。 

○事業所内で事業説明。 

○研修を実施した。 

○他の事業所を見学し参考にした。 

（５）共生型障害福祉サービスの実施に向けて相談した自治体担当部署 

指定申請にあたっての課題への対応策として地元自治体に相談し対応した事業所について、

相談先の自治体担当部署をみると、「障害福祉サービス事業担当部署」が 83.7％でもっとも回答

割合が高く、次いで「介護保険サービス事業担当部署」が 44.2％となっている。 

図表 96 Q26 共生型障害福祉サービスの実施に向けて相談した自治体担当部署（複数回答） 

 

27.0%

48.3%

22.5%

32.6%

3.4%

15.7%

7.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人本部に相談し対応した

地元自治体に相談し対応した

地元の介護保険事業者や障害福祉サービス事業者

団体等に相談し対応した

法人本部役員や事業所管理者 職員等が個別に対応

した

地域の住民組織やNPO団体等に相談して対応した

その他の対応

特に対応していない

無回答
全体(n=89)

83.7%

44.2%

9.3%

2.3%

7.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害福祉サービス事業担当部署

介護保険サービス事業担当部署

地域包括ケア推進担当部署

地域共生社会構築の企画推進担当部署

その他部署

無回答 全体(n=43)
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（６）共生型障害福祉サービス事業の開始以降に生じた課題 

「課題は生じていない」が 37.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「介護保険サービス利

用者と障害福祉サービス利用者に対するケアの違いを発見､再認識した」が 25.2％となってい

る。 

図表 97 Q27 共生型障害福祉サービス事業の開始以降に生じた課題（複数回答） 

 
【生じた課題の具体的な内容】 

相談支援専門員と介護支援

専門員との連携課題 

○相談支援専門員は介護保険についてわからない方が多く、ケア

マネは障害サービスについてわからない人が多く、もっと勉強

をするべきだと思う。 

○ケアマネが障害福祉に対する知識が全くないので説明が必要。 

介護保険サービス利用者と

障害福祉サービス利用者間

の調整課題 

 

○スタッフが不足したため補うため保育士を増やした。 

○高齢者の中には偏見をもっている方がいる。 

○障害の方が問題行動を起こした後の説明や対応があり大変だ

った。 

○介護保険サービス利用者さんは障害をもっておられる方の事

を中々、理解されない。 

○認知症の方と重度障害の方との同じ空間での利用の不和。 

介護保険サービス利用者の

家族の理解を得る課題 

 

○新規で利用を希望された時に、障害者の現状を理解してもらい

了解を得る必要がある。 

○高齢者と障害児との、家族の思いが違う。 

従来からの介護保険サービ

スの介護職員の教育・啓発

課題 

○これまでとは別の介護技術が必要となった。 

○障害へのアセスメントの仕方。相談支援事業。 

○障害福祉についての知識が浅いため、問い合わせ等に対応でき

3.1%

9.2%

4.6%

8.4%

5.3%

18.3%

13.7%

3.1%

25.2%

7.6%

37.4%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従来からの介護保険サービスの提供内容を変更す

ることが必要になった

相談支援専門員と介護支援専門員との連携課題が

生じた

介護保険サービスと共生型障害福祉サービスの提

供担当職員間の調整課題が生じた

介護保険サービス利用者 共生型障害福祉サービス

利用者間の調整課題が生じた

介護保険サービス利用者の家族の理解を得る課題

が生じた

従来からの介護保険サービスの介護職員の教育 

啓発課題が生じた

特に共生型障害福祉サービス担当職員の教育 啓

発課題が生じた

新たに 専門職の配置が必要なことが分かった

介護保険サービス利用者と障害福祉サービス利用

者に対するケアの違いを発見 再認識した

その他の課題

課題は生じていない

無回答

全体(n=131)
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 る社員が少なかった。 

○スタッフ間の不安がみられ、共生型とは何か、障害のある方と

の関わり、利用者間の調整などの勉強会を実施した。 

○介護の利用者の方の不安などでの職員のとまどい。 

共生型障害福祉サービス担

当職員の教育・啓発課題 

○請求関連。 

○高齢者、介護の理解、経験。 

○障害児の特性理解やその上での対処法などがスタッフ個々で

バラバラだった。 

介護保険サービス利用者に

対するケアと障害福祉サー

ビス利用者に対するケアに

必要なことの違い 

○高齢者と若年者のケア（特にレク）が一緒ではないこと。 

○障害の程度に応じて、場所や活動内容を決めていく必要があ

り、高齢者と共に活動できる時間や利用者が限られている。 

○障害福祉サービス利用者への自立支援に向けた、声掛ケア、作

業（レクリエーションとは異なる）という異なる対応を考える

必要が新たに出てきた。 

○年齢が若い為、オムツをすすめる事に抵抗があった。 

○良い所の引き出しに、時間がかかる。 

○介護保険サービスの知識や経験はあるが障害福祉サービスに

関する知識や経験は浅いので勉強や研修が必要であると感じ

た。 

○法人代表も含め、障害児の理解、特性に対する支援など、知識

技術が不充分で全スタッフのモチベーション低下を感じた。 

○入浴介助について。 

その他の課題 ○障害サービスから介護保険へ移行となる 65 才代の方の行き場

は通常のデイでは担えないと思う。（出来ることもちがうし、

年齢も若いので合わないと言われる方が多い。） 

○今まで、障害福祉分野は基準該当サービスで、現在は共生型の

指定事業所となり、加算もとれるようにはなったが、結局、小

規模な事業所では職員が兼務する必要があり、専従のしばりが

あると加算の取得が難しい。 

○小規模ながら人員配置数増加が求められること。各職員の考え

方の違いから効率的な業務管理に困難をきたしてしまう。 

○事業所と相談支援専門員との連携。 
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＜指定を受けている共生型障害福祉サービス別＞ 

指定を受けている共生型障害福祉サービス別にみると、「介護保険サービス利用者と障害福祉

サービス利用者に対するケアの違いを発見､再認識した」の回答割合は、「共生型短期入所、共

生型短期入所と他の組み合わせ」で 55.6％となっており、他のサービスと比べて比較的高い傾

向にある。 

図表 98 指定を受けている共生型障害福祉サービス別 

Q27 共生型障害福祉サービス事業の開始以降に生じた課題（複数回答） 

 

  

合計 Q27 共生型障害福祉サービス事業開始以降に生じた課題 

従
来
か
ら
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
内
容
を
変
更
す
る
こ
と
が

必
要
に
な
っ
た 

相
談
支
援
専
門
員
と
介
護
支
援
専

門
員
と
の
連
携
課
題
が
生
じ
た 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
と
共
生
型
障

害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
担
当
職

員
間
の
調
整
課
題
が
生
じ
た 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
者､

共
生

型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
間

の
調
整
課
題
が
生
じ
た 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
家

族
の
理
解
を
得
る
課
題
が
生
じ
た 

従
来
か
ら
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

の
介
護
職
員
の
教
育･

啓
発
課
題
が

生
じ
た 

全体 131 4 12 6 11 7 24 

100.0％ 3.1％ 9.2％ 4.6％ 8.4％ 5.3％ 18.3％ 

Q
4
 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

等 

訪問系（共生型居宅介護、共

生型重度訪問介護）、訪問系

と共生型生活介護との組み

合わせ 

8 0 1 0 0 1 1 

100.0％ 0.0％ 12.5％ 0.0％ 0.0％ 12.5％ 12.5％ 

通所系（共生型生活介護、共

生型自立訓練（機能訓練）、

共生型自立訓練（生活訓練）） 

68 2 7 2 6 0 12 

100.0％ 2.9％ 10.3％ 2.9％ 8.8％ 0.0％ 17.6％ 

共生型短期入所、共生型短期

入所と他の組み合わせ 
9 0 1 0 1 1 1 

100.0％ 0.0％ 11.1％ 0.0％ 11.1％ 11.1％ 11.1％ 

児童系（共生型児童発達支

援、共生型放課後等デイサー

ビス） 

13 0 0 1 0 1 4 

100.0％ 0.0％ 0.0％ 7.7％ 0.0％ 7.7％ 30.8％ 

通所系と児童系の組み合わ

せ 
26 1 2 3 4 4 5 

100.0％ 3.8％ 7.7％ 11.5％ 15.4％ 15.4％ 19.2％ 
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（つづき） 
 

Q27 共生型障害福祉サービス事業開始以降に生じ

た課題 

新
た
に､

専
門
職
の
配
置
が
必
要
な

こ
と
が
分
か
っ
た 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
と
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
に
対
す
る
ケ

ア
の
違
い
を
発
見､

再
認
識
し
た 

そ
の
他
の
課
題 

課
題
は
生
じ
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 4 33 10 49 7 

3.1％ 25.2％ 7.6％ 37.4％ 5.3％ 

Q
4
 

指
定
を
受
け
て
い
る
共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

等 

訪問系（共生型居宅介護、共

生型重度訪問介護）、訪問系

と共生型生活介護との組み

合わせ 

0 3 0 4 0 

0.0％ 37.5％ 0.0％ 50.0％ 0.0％ 

通所系（共生型生活介護、共

生型自立訓練（機能訓練）、

共生型自立訓練（生活訓練）） 

2 15 4 30 1 

2.9％ 22.1％ 5.9％ 44.1％ 1.5％ 

共生型短期入所、共生型短期

入所と他の組み合わせ 
0 5 2 0 1 

0.0％ 55.6％ 22.2％ 0.0％ 11.1％ 

児童系（共生型児童発達支

援、共生型放課後等デイサー

ビス） 

1 3 0 3 2 

7.7％ 23.1％ 0.0％ 23.1％ 15.4％ 

通所系と児童系の組み合わ

せ 
1 6 4 10 0 

3.8％ 23.1％ 15.4％ 38.5％ 0.0％ 
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（７）課題解決に向けて取りくんでいること 

共生型障害福祉サービス事業の開始以降、何らかの課題が生じたと回答した事業所について、

課題解決に向けて取り組んでいることをみると、「事業所内で勉強会を行って必要な方法や考え

方について学んでいる」が 58.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「外部の研修会等に参加

している」が 45.3％となっている。 

図表 99 Q28 課題解決に向けて取りくんでいること（複数回答） 

 
【「その他」の具体的な回答】 

○相談支援事業所に行き、事業所のアピールをしている。 

○学校や家庭、放課後等デイサービス事業所との意見交換の場をもうけてもらうことにつなが

った。 

（８）共生型障害福祉サービス事業を始めてからの変化･影響 

「現在､確認･把握中である」が 35.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「介護保険サービ

ス利用者に関する変化･影響」が 26.7％となっている。 

図表 100 Q29 共生型障害福祉サービス事業を始めてからの変化･影響（複数回答） 

 

20.0%

36.0%

58.7%

45.3%

29.3%

38.7%

5.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者が選択できるプログラムの種類や内

容を改定している

介護支援専門員や相談支援専門員 サービ

ス提供職員同士で緊密に話し合っている

事業所内で勉強会を行って必要な方法や考

え方について学んでいる

外部の研修会等に参加している

地域の障害福祉サービス事業所の職員等

の助言や支援を受けている

利用者や家族等に対して情報提供や報告な

どを密に行い理解を深めている

その他

無回答
全体(n=75)

26.7%

3.1%

13.0%

7.6%

4.6%

4.6%

6.9%

17.6%

1.5%

4.6%

35.9%

16.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険サービス利用者に関する変化 影響

介護保険サービス利用者の家族に関する変化 影響

介護保険サービス担当職員に関する変化 影響

介護保険サービス事業所の管理者に関する変化 影響

法人本部の担当職員や役員に関する変化 影響

周辺の地域住民や住民組織等に関する変化 影響

介護保険サービス利用者の担当ケアマネジャーに関する変… 

共生型 障害福祉サービス の利用者に関する変化 影響

自治体担当部署に関する変化 影響

その他地域に関する変化 影響

現在 確認 把握中である

無回答

全体(n=131)
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【変化・影響の具体的な内容】 

介護保険サービス利

用者に関する変化・

影響 

○実費で入浴していたのが、保険を使える様になった。 

○皆が、障がいある方を優しく見守り、サポートして下さっている。 

○開始当初は、“かわいそうに…”というような思いで、遠くからみてい

た周囲の利用者も、自分から声をかけ、関わり、お互いに笑顔で接す

るようになっている。 

○知的障害者に対し高齢者が愛護的にかかわる。 

○重度の脳性まひ者が自助具を用いてパソコンを操作している様子を見

て高齢者が「自分もがんばろう！」と言う。 

○若い人と過ごすことで刺激があり、役割を持ちたがる方が多い。 

○若い障害者とのコミュニケーションの場が増えた。 

○多様な利用他者の参加でリハビリに関する認識が広まった。幼児の参

加で心理面に好影響。 

○児童に対して、利用者が気にかけ、おだやかになっている。 

○障害の方との接解を多くとってくれるようになり、障害の方の笑顔が

多くなった。 

○本人にあったケアが可能となった。 

○障害の方が増えてきているので、介護の利用者の方のとまどい。 

介護保険サービス利

用者の家族に関する

変化・影響 

○理解が広まった。 

○利用料の負担。 

介護保険サービス担

当職員に関する変

化・影響 

○障害児・者への関わりに対して、時間と共に理解も深まり、興味・関

心も向上した。 

○障害でも精神に関わる利用者に対しての職員の理解力が必要となる。 

○サービス内容の理解が広まった。 

○個々の特性に合わせた対応ができるようになってきた。 

○障害者に対する介助、介護の仕方を学ぶ様になった。 

○初めは不安があったがすぐに親しくなってきた。 

○障害の方との関わりに不安もあったが、現在では特に門題なく対応出

来る様になって来た。 

○活動的なレクや支援が増え、職員が楽しめている。 

○重度、重障の児童を受け入れたため、職員に大きな負担となったよう

に思う。 

介護保険サービス事

業所の管理者に関す

る変化・影響 

○研修や勉強する機会が増えた。 

○障害程度により、現在の職員での対応可否を判断する即決の力が必要。 

○サービス内容の理解が広まった。 

○サービス提供継続の困難を感じている。 

○障害者と介護保険サービス利用者の交流をどう図るか考える様になっ

た。 

法人本部の担当職員

や役員に関する変

化・影響 

○サービス内容の理解が広まった。 

○法人相談支援専門員からの依頼が急に増加した。 

○収入面が安定し、赤字施設から脱却できたこと。 

周辺の地域住民や住

民組織等に関する変

化・影響 

○サービス内容の理解が広まった。 

○地域住民の方々からは年齢差や障害のある方々との幅広い交流に対し

て関心をもたれている。 

○地域住民との交流を通して、理解して頂いている。 

介護保険サービス利

用者の担当ケアマネ

ジャーに関する変

化・影響 

○共生型の良さについて、実感してもらうように見学は大歓迎なのだ

が、皆さん好印象の様子。 

○サービス内容の理解が広まった。 

○共生型の紹介が増えた。 
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○介護保険が何らかの理由で限度額いっぱいの方が障害福祉サービスを

検討できる。 

共生型｢障害福祉サ

ービス｣の利用者に

関する変化・影響 

○サービス内容の理解が広まった。 

○親世代の方と過ごすことで、いろんなことを教わったり、自立支援に

もつながっている。 

○おじいちゃん、おばあちゃんの役に立ちたいという気持ちが目ばえて

いる。 

○介護保険サービスの利用者をお世話してくれている。 

○運動の機会の増加、他者との交流が頻繁になった。 

○介護保険への切り変わることによる、サービス縮小に向けてリハビリ

の強化に励んでみえる。 

○長年リハビリを受けることがなかったが、利用することによりリハビ

リができ日常生活をおくりやすくなった。 

○担当相談支援専門員より、まさか、毎日利用される（継続される）と

は思わなかったと言われた方も、楽しく利用されている。 

○ゆっくりとした生活リズムが気に入った様子。 

○本人の生活の安定。 

○放課後等デイサービスを主とした共生型生活介護のため、重度寄りの

利用者が増え、保護者においても将来的に生活介護の利用希望を持っ

ている方々が増えた。 

○介護保険の２号に該当しない 60 代障害者の 65 才までのつなぎの利

用。 

○いつでも継続して利用できること。 

○高齢者と共であるならば、利用者（障害児）の状態もきっちりと把握

しなければならない。誰かれなしに受け入れるのは問題。 

○初めての利用の方が多く毎回利用したいと希望されているが、共生型

なので、調整が必要。 

自治体担当部署に関

する変化・影響 

○サービス内容の理解が広まった。 

○自治体自体があまり共生型について関心がない為尋ねてもわからない

ことが多く困る。 

その他地域に関する

変化・影響 

○県外からの施設見学者がやや増加？ 

○少しずつ理解して頂いている（地域の方たちとの交流を通して）。 

○相談支援事業所（中柱）の専門員の過干渉。 

○支援学校からの見学が増えた。 

確認･把握中 ○もう少し利用者を増やしたい。 

○利用者が１名のため変化は確認中。 

（９）所在地域における「共生型障害福祉サービス」普及の必要性 

事業所が立地する地域における「共生型障害福祉サービス」が普及する必要性をみると、「普

及が必要である」が 52.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「どちらともいえない」が 32.1％

となっている。 

図表 101 Q30 所在地域における「共生型障害福祉サービス」普及の必要性（単数回答） 

   

52.7% 32.1% 11.5%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=131)

普及が必要である どちらともいえない 特段 普及が必要とは考えていない 無回答
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（10）共生型障害福祉サービスの取組が積極的に行われるために､効果的なこと 

事業所が立地する地域における共生型障害福祉サービスの普及の必要性について「普及が必

要である」「どちらともいえない」と回答した事業所に対して、共生型障害福祉サービスの取組

が積極的に行われるために必要なことを把握した。その結果、共生型障害福祉サービスが「報

酬水準の向上」が 57.7％ともっとも回答割合が高く、次いで「共生型サービス実施に関する管

理者や職員向け研修等の充実強化」が 47.7％となっている。 

図表 102 Q31共生型障害福祉サービスの取組が積極的に行われるために､効果的なこと（複数

回答） 

 

【具体的な内容】 

職員配置要件の緩和 

 

○介護保険サービスとの職員配置についての明確化。 

○介護保険と障害サービスでの人員要件の差が大きい。 

○放課後等デイサービスの保育士等の配置。 

○人員基準が緩和されると受け入れ幅も広がると思う。 

○資格者は、不要で、必要な講習を受ければ良しとしても良いのでは。 

報酬水準の向上 ○むしろ、様々な知識や視野が求められ、きめ細かい対応をしているが、

対価が低いと思う。 

○ベテラン職員が安心して定着できるような賃金が払えるように。 

○両サービスを行う事業所なのでスタッフの技術や知識も相当なもの

である。そのわりに基本単価が低い。もっと上げて評価をするべきで

ある。 

○専門性の高いスタッフが配置できるよう、報酬水準向上。 

○職員は障害程度により増員も検討する中で報酬が少ない。 

○地域貢献加算をお願いしたい。 

○区分の関係なく報酬が一律の為、重度の方は受け入れにくい。 

○区分に応じた報酬が必要。重度者には職員を加配している。 

14.4%

21.6%

30.6%

57.7%

8.1%

47.7%

11.7%

9.9%

27.0%

9.9%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設 設備の指定基準の緩和

定員等の指定基準の緩和

職員配置要件の緩和

報酬水準の向上

事業の実施形態等の規制緩和

共生型サービス実施に関する管理者や職員向け研修等

の充実強化

成功事例の発掘 収集と広報強化

自治体に対する積極的な情報提供

指定申請に必要な手続きの明確化

その他の取り組み

無回答

全体(n=111)
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○支援区分に応じた報酬。 

○加算による手当アップより基本的な報酬を上げてもらいたい。 

○高齢者・障害児（者）と、良い面が多いが、手もかかることが多い。

だが共生型での報酬の方が低いのはなぜ？国は、共生を勧めているの

ではないのか。 

事業の実施形態等の

規制緩和 

○区分に関わらず、受け入れを可能になれば、より共生への取り組みが

積極的になる。 

共生型サービス実施

に関する管理者や職

員向け研修等の充実

強化 

○集団指導のみならず、随時研修を。 

○サービス管理責任者研修を受けたくても受けられないことがあった。 

○導入例少なく実践的内容の研修が少ない。 

○現在、共生型サービスの研修がほとんどなく、あまり参加できていな

い。 

○共生型サービスを知らない人が多い。 

○初めて障害者・児を受け入れる際には、職員は不安だと思われる。 

○障害の特性を理解することが大切。 

成功事例の発掘・収

集と広報強化 

○実施報告先である支援相談員による情報発信。 

○知らないという声が多いと思う。 

指定申請に必要な手

続きの明確化 

○自治体自体も指定手続きが分かりきっていない事がある。 

○自治体により相違があり対応に違いが出る。 

○指定申請がややこしく簡素化してもらいたい。 

○相談支援等の事業の広報等 

○指定申請時の書類の簡素化や各指定自治体のＨＰ等の分かりやすさ

がほしい。 

その他の取組 ○障害支援員の教育（共生型を理解されていない）。 

○対象者の利用要件が明確には定まっていない。 

○ひきこもり支援。 

○障害者・高令者、共に生きる、あたりまえの社会。 

○新しい制度のため、役所での解釈や制度や加算等の基準が明確でなく

追いついていないと感じる。 

○全体利用者数の多い、都市部でのメリットを作ればと思う。 

○行政や包括自体が、サービス（介護←→障害）の流れを理解されてい

ないし、それを口にされているので、ちゃんと勉強してほしいと思う。 
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第３章 「共生型障害福祉サービス事業」を実施していない介護保険サー

ビス事業所の状況 

第１節 調査概要 

１．目的 

現在、まだ「共生型サービス」の指定を取得していない事業所における、指定を受けていない

理由、指定を受けるにあたっての課題等を把握することを目的としてアンケート調査を実施した。 

２．アンケートの実施対象 

（１）アンケート実施対象 

「共生型障害福祉サービス」の指定を受けていない以下の介護保険サービス事業所： 

3000事業所（無作為抽出） 

・訪問介護 

・通所介護（地域密着型を含む） 

・（介護予防）短期入所生活介護 

・小規模多機能居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

 

※割付方法 

 
母集団 

（件数） 

母集団における

比率 

サンプル抽出

比率 
対象件数 

通所介護 42,311 46.2％ 40.0％ 1,200 

訪問介護 32,680 35.7％ 30.0％ 900 

短期入所生活介護 10,675 11.7％ 15.0％ 450 

小規模多機能型居宅介護 5,439 5.9％ 10.0％ 300 

看護小規模多機能型居宅介護 514 0.6％ 5.0％ 150 

全体 91,619 100.0％ 100.0％ 3,000 

（２）アンケートの方法 

全国の対象事業所に対する郵送法。 

３．実施期間 

2019年 11月 29日～2020年１月 21日 

４．回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

未実施事業所 3,000 1,143 38.1％ 
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第２節 調査結果 

１．事業所概要 

（１）介護保険サービス提供状況 

令和元年 11 月 1 日時点の介護保険サービス提供状況をみると、「サービス提供中である」が

97.5％、「廃止した･休止中である」が 2.5％となっている。以降は、「サービス提供中である」

と回答した 1114件を分析対象とする。 

図表 103 Q1 介護保険サービス提供状況（単数回答） 

 

（２）指定を受けて実施している介護保険サービス 

指定を受けて実施している介護保険サービスをみると、「訪問介護」が 26.8％でもっとも割合

が高く、次いで「通所介護」が 24.0％、「地域密着型通所介護」が 18.4％となっている。 

図表 104 Q2 指定を受けて実施している介護保険サービス（単数回答） 

 

（３）事業所所在地 

事業所所在地を地域ブロック別にみると、「中部」が 19.6％でもっとも割合が高く、次いで

「近畿」が 16.9％、「関東（東京都を除く）」が 14.3％となっている。 

図表 105 Q3 事業所所在地（単数回答） 

 

 

97.5%

2.5% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1143)

サービス提供中である 廃止した 休止中である 無回答

26.8% 24.0% 18.4% 9.2% 11.0%

4.8%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

訪問介護 通所介護 地域密着型通所介護

短期入所生活介護 小規模多機能居宅介護 看護小規模多機能型居宅介護

無回答

11.3% 14.3% 6.6% 19.6% 16.9% 11.0% 13.6% 6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

北海道・東北 関東（東京都を除く） 東京都

中部 近畿 中国・四国

九州・沖縄 無回答
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（４）事業所の運営規定で定めている｢通常の事業の実施地域｣ 

事業所の運営規定で定めている｢通常の事業の実施地域｣をみると、「事業所が所在する市町村

全域程度の広さ」が 47.0％でもっとも割合が高く、次いで「事業所が所在する市町村及び周辺

の市町村程度の広さ」が 30.7％、「日常生活圏域の広さ」が 15.9％となっている。 

図表 106 Q4 事業所の運営規定で定めている｢通常の事業の実施地域｣（単数回答） 

 

【「その他広域圏域」の具体的な内容】 

○事業所から車で３０分程度 

○市を４分割した広さ。 

○区内全域程度 

○市全域 

○区１／３程 

○マンション 

○小学校区程度の広さ 

○サ高住内のみでのサービス提供。 

○市町村一部省くエリアと隣接する一部エリ

ア 

○旧町全域 ／等

（５）法人形態 

法人形態をみると、「営利法人」が 48.7％でもっとも割合が高く、次いで「社会福祉法人」が

28.1％、「医療法人」が 7.5％となっている。 

図表 107 Q5 法人形態（単数回答） 

 

15.9% 47.0% 30.7%

3.1% 3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

日常生活圏域の広さ

事業所が所在する市町村全域程度の広さ

事業所が所在する市町村及び周辺の市町村程度の広さ

その他広域圏域

無回答

0.1% 0.7% 0.0% 4.2%

28.1% 7.5%

1.5% 0.6% 0.4%

48.7% 43.0% 34.0%

3.0%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

都道府県 市区町村 広域連合 一部事務組合

社会福祉協議会 社会福祉法人 医療法人

社団 財団法人 農業協同組合及び連合会 消費生活協同組合及び連合会

営利法人 特定非営利活動法人 その他の法人
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（６）介護保険指定事業者の指定年 

事業所が介護保険指定事業者の指定を受けた年をみると、「2011～2015 年」が 30.2％でもっ

とも割合が高く、次いで「2005年以前」が 26.6％、「2006～2010年」「2016年以降」が 17.5％

となっている。 

図表 108 Q6 介護保険指定事業者の指定年（数値回答） 

 

 

（７）令和元年 10月１ヶ月間の営業日数 

事業所の令和元年 10 月１ヶ月間の営業日数をみると、「31 日（毎日）」が 47.6％でもっとも

割合が高く、次いで「26～30日」が 32.0％、「21～25日」が 18.0％となっている。 

図表 109 Q7 令和元年 10月の営業日数（数値回答） 

 

 

  

26.6% 17.5% 30.2% 17.5% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

2005年以前 2006～2010年 2011～2015年 2016年以降 無回答

1.3%

18.0% 32.0% 47.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

20日以下 21～25日 26～30日 31日（毎日） 無回答
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（８）併設している介護保険サービス事業所､障害福祉サービス事業所等 

併設している介護保険サービス事業所、障害福祉サービス事業所等をみると、「訪問介護」が

31.5％でもっとも割合が高く、次いで「通所介護､地域密着型通所介護」が 29.9％、「その他介

護保険サービス」が 27.8％となっている。 

図表 110 Q8 併設している介護保険サービス事業所､障害福祉サービス事業所等（複数回答） 

 

【「その他の障害福祉サービス」の具体的な内容】 

○移動支援 

○同行援護 

○行動援護 

○施設入所支援 

○就労継続支援 A型、Ｂ型 

○相談支援 ／等 

 

【「その他の障害児サービス」の具体的な内容】 

○自治体独自のサービス 

○障害児入浴サービス 

○移動支援、保育所等訪問支援 

○日中一時支援 

○行動援護 

○通学、通所 

○訪問看護 ／等 

    

31.5%

29.9%

14.6%

5.5%

1.5%

27.8%

20.6%

15.8%

4.8%

2.2%

0.4%

0.4%

3.6%

0.5%

1.4%

0.6%

20.3%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

通所介護 地域密着型通所介護

短期入所生活介護

小規模多機能居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

その他介護保険サービス

居宅介護

重度訪問介護

生活介護

短期入所

自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

その他の障害福祉サービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

その他の障害児サービス

いずれもない、単独事業所である

無回答

全体(n=1114)
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（９）自治体の基準該当障害福祉サービスの指定の状況 

自治体の基準該当障害福祉サービスの指定の状況「いずれも指定を取得していない」が 57.9％

でもっとも割合が高く、次いで「生活介護」が 7.8％、「自立訓練(機能訓練)」が 2.3％となって

いる。 

図表 111 Q9 自治体の基準該当障害福祉サービスの指定の状況（複数回答） 

 

（10）自治体からの委託で実施している障害者支援の状況 

自治体からの委託で実施している障害者支援の状況「いずれも実施していない」が 66.9％で

もっとも割合が高く、次いで「障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業」が 7.4％、「自治

体の独自事業」が 2.5％となっている。 

指定サービス別にみると、「訪問介護」において、「障害者総合支援法に基づく地域生活支援

事業」の割合が高くなっている。 

図表 112 Q10 自治体からの委託で実施している障害者支援の状況（複数回答） 

 

7.8%

2.1%

2.3%

1.2%

0.4%

1.2%

57.9%

31.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活介護

短期入所

自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

児童発達支援

放課後等デイサービス

いずれも指定を取得していない

無回答

全体(n=1114)

7.4%

2.5%

1.3%

66.9%

23.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業

自治体の独自事業

その他自治体からの委託事業

いずれも実施していない

無回答

全体(n=1114)
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【「障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業」の具体的な内容】 

○移動支援 

○居宅介護、重度訪問介護 

○移動支援事業、生活サポート事業 

○訪問入浴サービス 

○日中一時支援 

○地域活動支援センター ／等 

 

【「自治体の独自事業」の具体的な内容】 

○在宅ヘルプサービス 

○院内介助  

○配食 ／等 

図表 113 指定サービス別 Q10 自治体からの委託で実施している障害者支援の状況:複数回答 

      

Q10 自治体からの委託で実施している障害者支援の

状況 

  
 

合計 障害者

総合支

援法に

基づく

地域生

活支援

事業 

自治体

の独自

事業 

その他

自治体

からの

委託事

業 

いずれ

も実施

してい

ない 

無回答 

  全体 1114 82 28 14 745 259 

  100.0％ 7.4％ 2.5％ 1.3％ 66.9％ 23.2％ 

Q2 指定を受

けて実施して

いる介護保険

サービス 

訪問介護 299 63 16 2 148 77 

100.0％ 21.1％ 5.4％ 0.7％ 49.5％ 25.8％ 

通所介護 267 8 3 3 194 61 

100.0％ 3.0％ 1.1％ 1.1％ 72.7％ 22.8％ 

地域密着型通所介

護 
205 5 2 4 152 45 

100.0％ 2.4％ 1.0％ 2.0％ 74.1％ 22.0％ 

短期入所生活介護 102 2 0 2 81 17 

100.0％ 2.0％ 0.0％ 2.0％ 79.4％ 16.7％ 

小規模多機能居宅

介護 
122 0 1 1 95 25 

100.0％ 0.0％ 0.8％ 0.8％ 77.9％ 20.5％ 

看護小規模多機能

型居宅介護 
54 1 0 0 38 15 

100.0％ 1.9％ 0.0％ 0.0％ 70.4％ 27.8％ 
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２．利用者の状況 

（１）全体の利用者数 

全体の利用者数をみると、「30 人未満」が 38.9％でもっとも割合が高く、次いで「50～100

人未満」が 25.4％、「30～50 人未満」が 16.7％となっている。 

図表 114 Q11(1) 全体の利用者数（単数回答） 

 

 

（２）介護保険サービス利用者数 

全体の利用者数のうち、介護保険サービス利用者数をみると、「30 人未満」が 36.7％でもっ

とも割合が高く、次いで「50～100 人未満」が 19.9％、「30～50 人未満」が 13.2％となってい

る。 

図表 115 Q11(2)1 介護保険サービス利用者（単数回答） 

 

 

（３）自治体の基準該当障害福祉サービス利用者数 

自治体の基準該当障害福祉サービスの指定を取得している事業所について、サービス利用者

数をみると、全体の利用者数のうち、自治体の基準該当障害福祉サービス利用者有無をみると、

「0 人」が 49.2％でもっとも割合が高く、次いで「１～５人未満」が 19.7％、「10～20 人未満」

が 10.7％となっている。 

図表 116 Q11(2)2 自治体の基準該当障害福祉サービス利用者有無（単数回答） 

 

※対象は Q9 で「いずれも指定を取得していない」以外を選択した事業所  

38.9% 16.7% 25.4% 13.4% 5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100人以上 無回答

36.7% 13.2% 19.9% 9.7% 20.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100人以上 無回答

49.2% 19.7% 10.7%

3.3%

6.6% 10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=122)

0人 1～5人未満 5～10人未満 10～20人未満 20人以上 無回答
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（４）基準該当障害福祉サービス利用者実人数：年齢別 

年齢別の利用者実人数の割合をみると、「50～64 歳」が 39.4％でもっとも高く、次いで「35

～49 歳」が 19.4％、「～17 歳」が 18.8％となっている。 

図表 117 Q11-1(1) 年齢別の利用者実人数（数値回答：平均値） 

年齢区分 合計（人） 割合（％） 

～17歳 62 18.8 

18～19 歳 4 1.2 

20～34 歳 34 10.3 

35～49 歳 64 19.4 

50～64 歳 130 39.4 

65～74 歳 26 7.9 

75 歳以上 10 3.0 

計 330 100.0 

※Q11(2)2 基準該当障害福祉サービス利用者実人数の合計と Q11-1(1)の合計が一致したサンプル

のみを集計対象としている 

 

（５）基準該当障害福祉サービス利用者実人数：障害支援区分別 

障害支援区分別の利用者実人数の割合をみると、「区分６」が 25.9％でもっとも高く、次いで

「区分３」が 16.8％、「区分５」が 16.1％となっている。 

図表 118 Q11-1(2) 障害支援区分別の利用者実人数（数値回答：平均値） 

障害支援区分 合計（人） 割合（％） 

区分１ 8 2.5 

区分２ 42 13.3 

区分３ 53 16.8 

区分４ 43 13.6 

区分５ 51 16.1 

区分６ 82 25.9 

不明、その他 37 11.7 

計 316 100.0 

※Q11(2)2 基準該当障害福祉サービス利用者実人数の合計と Q11-1(2)の合計が一致したサンプル

のみを集計対象としている 
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３．「共生型障害福祉サービス」についての取組状況 

（１）「共生型障害福祉サービス」の把握状況 

①共生型障害福祉サービス事業に関する把握状況 

共生型障害福祉サービス事業に関する把握状況をみると、「その事業が始まったこと程度は

把握しているが､内容は把握していない」が 37.2％でもっとも割合が高く、次いで「全く把握

していない」が 29.9％、「具体的な制度内容は把握していないが､おおよその枠組みは把握し

ている」が 23.2％となっている。指定サービス別にみると、「地域密着型通所介護」において、

「全く把握していない」と回答する割合が高くなっている。 

図表 119 Q12 共生型障害福祉サービス事業に関する把握状況（単数回答） 

 

＜指定サービス別＞ 

      Q12 共生型障害福祉サービス事業に関する把握状況 

  
 

合計 具
体
的
な
制
度
内
容､

基
準
や
報
酬
等
に
つ

い
て､

把
握
し
て
い
る 

具
体
的
な
制
度
内
容

は
把
握
し
て
い
な
い

が､

お
お
よ
そ
の
枠
組

み
は
把
握
し
て
い
る 

そ
の
事
業
が
始
ま
っ

た
こ
と
程
度
は
把
握

し
て
い
る
が､

内
容
は

把
握
し
て
い
な
い 

全
く
把
握
し
て
い
な

い 無
回
答 

  全体 1114 50 259 414 333 58 

  100.0％ 4.5％ 23.2％ 37.2％ 29.9％ 5.2％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 299 21 87 93 86 12 

100.0％ 7.0％ 29.1％ 31.1％ 28.8％ 4.0％ 

通所介護 267 9 59 118 70 11 

100.0％ 3.4％ 22.1％ 44.2％ 26.2％ 4.1％ 

地域密着型通所 

介護 
205 8 33 70 81 13 

100.0％ 3.9％ 16.1％ 34.1％ 39.5％ 6.3％ 

短期入所生活介護 102 4 29 37 26 6 

100.0％ 3.9％ 28.4％ 36.3％ 25.5％ 5.9％ 

小規模多機能居宅

介護 
122 2 32 45 39 4 

100.0％ 1.6％ 26.2％ 36.9％ 32.0％ 3.3％ 

看護小規模多機能

型居宅介護 
54 1 9 23 16 5 

100.0％ 1.9％ 16.7％ 42.6％ 29.6％ 9.3％ 

4.5%

23.2% 37.2% 29.9% 5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

具体的な制度内容 基準や報酬等について 把握している

具体的な制度内容は把握していないが おおよその枠組みは把握している

その事業が始まったこと程度は把握しているが 内容は把握していない

全く把握していない

無回答
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②把握したきっかけ・経路 

事業を把握していると回答した事業所について、把握したきっかけ・経路をみると、「地元

市区町村からの情報提供」が 31.3％でもっとも割合が高く、次いで「地元都道府県からの情

報提供」が 27.7％、「業界紙誌から」が 22.7％となっている。指定サービス別にみると、「小

規模多機能居宅介護」「看護小規模多機能型居宅介護」では「法人本部からの情報提供」の割

合が高い。また、「訪問介護」では「地元市区町村からの情報提供」、「短期入所生活介護」で

は「地元都道府県からの情報提供」「業界団体や職種団体からの情報提供」の割合がそれぞれ

高くなっており、指定サービスによって主たる把握経路に差がみられる。 

図表 120 Q12-1 把握したきっかけ・経路（複数回答） 

 

※対象は Q12 で「全く把握していない」以外を選択した事業所 

 

【「その他」の具体的な内容】 

○国の告示、通知 

○インターネット 

○研修 

○知人からの情報提供 

○介護保険改正時の資料 ／等 

 

  

14.4%

31.3%

27.7%

22.0%

22.7%

9.1%

2.6%

7.9%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人本部からの情報提供

地元市区町村からの情報提供

地元都道府県からの情報提供

業界団体や職種団体からの情報提供

業界紙誌から

地元の同業者から

地元の障害児 者団体からの情報提供

その他

無回答

全体(n=723)
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図表 121 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q12-1 把握したきっかけ・経路（複数回答） 

      Q12-1 把握したきっかけ､経路 

  
 

合計 法
人
本
部
か
ら
の
情
報

提
供 

地
元
市
区
町
村
か
ら
の

情
報
提
供 

地
元
都
道
府
県
か
ら
の

情
報
提
供 

業
界
団
体
や
職
種
団
体

か
ら
の
情
報
提
供 

業
界
紙
誌
か
ら 

地
元
の
同
業
者
か
ら 

地
元
の
障
害
児･

者
団

体
か
ら
の
情
報
提
供 

そ
の
他 

無
回
答 

  全体 723 104 226 200 159 164 66 19 57 23 

  100.0％ 14.4％ 31.3％ 27.7％ 22.0％ 22.7％ 9.1％ 2.6％ 7.9％ 3.2％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保
険
サ

ー
ビ
ス 

訪問介護 201 30 81 61 33 33 24 8 14 8 

100.0％ 14.9％ 40.3％ 30.3％ 16.4％ 16.4％ 11.9％ 4.0％ 7.0％ 4.0％ 

通所介護 186 30 44 51 45 50 18 3 15 5 

100.0％ 16.1％ 23.7％ 27.4％ 24.2％ 26.9％ 9.7％ 1.6％ 8.1％ 2.7％ 

地域密着型

通所介護 
111 10 40 24 19 28 12 2 11 2 

100.0％ 9.0％ 36.0％ 21.6％ 17.1％ 25.2％ 10.8％ 1.8％ 9.9％ 1.8％ 

短期入所生

活介護 
70 5 15 29 25 17 4 2 5 1 

100.0％ 7.1％ 21.4％ 41.4％ 35.7％ 24.3％ 5.7％ 2.9％ 7.1％ 1.4％ 

小規模多機

能居宅介護 
79 19 22 11 19 22 2 2 8 2 

100.0％ 24.1％ 27.8％ 13.9％ 24.1％ 27.8％ 2.5％ 2.5％ 10.1％ 2.5％ 

看護小規模

多機能型居

宅介護 

33 7 8 6 5 9 4 1 3 3 

100.0％ 21.2％ 24.2％ 18.2％ 15.2％ 27.3％ 12.1％ 3.0％ 9.1％ 9.1％ 
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③共生型障害福祉サービスの内容や申請方法等に関する記事を読んだ経験 

同じく事業を把握していると回答した事業所について、共生型障害福祉サービスの内容や

申請方法等に関する記事を読んだ経験をみると、「都道府県の関連ページ」が 30.6％でもっと

も割合が高く、次いで「市町村の関連ページ」が 23.1％、「都道府県のその他の広報パンフ資

料」が 11.9％となっている。 

図表 122 Q12-2 共生型障害福祉サービスの内容や申請方法等に関する記事を読んだ経験（複数

回答） 

 

※対象は Q12 で「全く把握していない」以外を選択した事業所 

 

【「その他の自治体の広報・情報提供資料」の具体的な内容】 

○事業所連絡会、会議において 

○市主催の行政説明会で資料配布されました 

○メール 

○通知文書 ／等 

 

  

30.6%

11.9%

23.1%

10.8%

8.0%

32.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県の関連ページ

都道府県のその他の広報パンフ資料

市町村の関連ページ

市町村のその他の広報パンフ資料

その他の自治体の広報 情報提供資料

無回答

全体(n=723)
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（２）「共生型障害福祉サービス」の実施に関する検討状況 

①｢共生型障害福祉サービス｣の実施に関しての検討 

2018年 4月以降の「共生型障害福祉サービス」の実施に関する検討状況をみると、「検討し

たことはない」が 53.5％でもっとも割合が高く、次いで「検討したことはあるが､現在は検討

していない」が 14.6％、「現在､実施に向けて検討している」が 3.1％となっている。 

指定サービス別にみると、「通所介護」「短期入所生活介護」「小規模多機能居宅介護」にお

いて、「検討したことはない」とする割合がやや高いものの、大きな差はみられない。 

図表 123 Q13 ｢共生型障害福祉サービス｣の実施に関しての検討（単数回答） 

 

【「その他」の具体的な内容】 

○すでに障害サービスの指定を取得済である（多数回答あり） 

○関心はあるが、検討するまでにはなっていない 

○事業所単独ではないが法人内で検討したこと有り ／等 

図表 124 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q13 ｢共生型障害福祉サービス｣の実施に関しての検討（単数回答） 

      Q13 ｢共生型障害福祉サービス｣の実施に関しての検討 

  
 

合計 現在､実施

に向けて検

討している 

検討したこ

とはある

が､現在は

検討してい

ない 

検討したこ

とはない 

その他 無回答 

  全体 1114 35 163 596 33 287 

  100.0％ 3.1％ 14.6％ 53.5％ 3.0％ 25.8％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 299 9 47 145 19 79 

100.0％ 3.0％ 15.7％ 48.5％ 6.4％ 26.4％ 

通所介護 267 7 38 156 6 60 

100.0％ 2.6％ 14.2％ 58.4％ 2.2％ 22.5％ 

地域密着型通所介

護 

205 4 22 108 2 69 

100.0％ 2.0％ 10.7％ 52.7％ 1.0％ 33.7％ 

短期入所生活介護 102 3 18 59 1 21 

100.0％ 2.9％ 17.6％ 57.8％ 1.0％ 20.6％ 

小規模多機能居宅

介護 

122 7 13 72 3 27 

100.0％ 5.7％ 10.7％ 59.0％ 2.5％ 22.1％ 

看護小規模多機能

型居宅介護 

54 1 8 27 1 17 

100.0％ 1.9％ 14.8％ 50.0％ 1.9％ 31.5％ 

3.1%

14.6% 53.5%

3.0%

25.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

現在 実施に向けて検討している 検討したことはあるが 現在は検討していない

検討したことはない その他

無回答
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②共生型障害福祉サービス事業を実施する主な狙い・理由 

「現在、実施に向けて検討している」と回答した事業所について、共生型障害福祉サービ

ス事業を実施する主な狙い・理由をみると、「法人の目指す｢共生｣理念の実現に向けて有効な

事業枠組みだから」が 74.3％でもっとも割合が高く、次いで「高齢者以外の障害児･者の利用

受け入れニーズに応えるため」が 54.3％、「利用者数の安定確保上､有効だから」が 34.3％と

なっている。 

図表 125 Q13-1 共生型障害福祉サービス事業を実施する主な狙い・理由（複数回答） 

 

※対象は Q13 で「現在、実施に向けて検討している」を選択した事業所 

 

【「その他」の具体的な内容】 

○現在も、基準該当サービスを行っているから 

  

74.3%

34.3%

8.6%

54.3%

20.0%

14.3%

2.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人の目指す 共生 理念の実現に向けて有効な事業

枠組みだから

利用者数の安定確保上 有効だから

地元自治体からの推奨 要請があったから

高齢者以外の障害児 者の利用受け入れニーズに応

えるため

地域の障害福祉サービス事業所や相談支援専門員か

ら要望があったから

地域在住の障害者 家族から要望があったから

その他

無回答

全体(n=35)
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③｢検討したことはあるが現在は検討していない｣主な事情や理由 

「実施に向けて検討したことはあるが、現在は検討していない」と回答した事業所につい

て、主な事情や理由をみると、「利用者のニーズに十分対応できるサービスノウハウを構築で

きていないから」が 58.3％でもっとも割合が高く、次いで「事業に必要な場所や職員を確保

するゆとりがないから」が 55.2％、「現在の高齢者等利用者の受け入れを優先したいから」が

38.0％である。 

指定サービス別にみると、サンプルサイズが小さいため解釈に留意が必要ではあるが、「短

期入所生活介護」では「利用者のニーズに十分対応できるサービスノウハウを構築できてい

ないから」、「看護小規模多機能型居宅介護」では「職員の理解が十分に得られていないから」

と回答する割合がそれぞれ高くなっている。 

図表 126 Q13-2 ｢検討したことはあるが現在は検討していない｣主な事情や理由（複数回答） 

 

※対象は Q13 で「実施に向けて検討したことはあるが、現在は検討していない」を選択した事業所 

【「その他」の具体的な内容】 

○障害福祉サービスの居宅介護を始める為。 

○区分ごとの報酬でなく介護負担のみ大きくなることが見守っている状態。報酬の改善あれば今

すぐにでも考える。 

○請求方法が複雑で、ミスが多そうだから。 

○現状の経営で安定しているので、今後の経営状況や市場を見て判断する。 

○介護保険制度以前に市単費で障がいデイを併設していたからトラブル多く上手く行かなかった。 

○障害福祉サービス事業所をスタートさせる予定だから。  

12.3%

26.4%

58.3%

22.1%

18.4%

13.5%

55.2%

34.4%

38.0%

20.9%

3.1%

4.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の利用者や家族の理解が十分に得られていない

から

職員の理解が十分に得られていないから

利用者のニーズに十分対応できるサービスノウハウを

構築できていないから

管理者が 共生型サービスの運営方法 留意点等を十

分理解できていないから

法人本部が 共生型サービスの運営方法 留意点等を

十分理解できていないから

地元自治体から 実施に関する十分な説明や理解が得

られないから

事業に必要な場所や職員を確保するゆとりがないから

障害者等のケアに対応できる職員を育成するゆとりが

ないから

現在の高齢者等利用者の受け入れを優先したいから

費用と報酬等から試算すると 経営上のメリットが少な

いから

併設等の指定障害福祉サービス事業所の利用者が円

滑に当事業所に移行できているから

その他

無回答

全体(n=163)
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図表 127 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q13-2 ｢検討したことはあるが現在は検討していない｣主な事情や理由（複数回答） 

      

Q13-2 ｢検討したことはあるが現在は検討していない｣主な事

情や理由 

  
 

合計 現
在
の
利
用
者
や
家
族
の
理
解

が
十
分
に
得
ら
れ
て
い
な
い
か

ら 職
員
の
理
解
が
十
分
に
得
ら
れ

て
い
な
い
か
ら 

利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
十
分
対
応

で
き
る
サ
ー
ビ
ス
ノ
ウ
ハ
ウ
を

構
築
で
き
て
い
な
い
か
ら 

管
理
者
が､

共
生
型
サ
ー
ビ
ス

の
運
営
方
法､

留
意
点
等
を
十

分
理
解
で
き
て
い
な
い
か
ら 

法
人
本
部
が､

共
生
型
サ
ー
ビ

ス
の
運
営
方
法､

留
意
点
等
を

十
分
理
解
で
き
て
い
な
い
か
ら 

地
元
自
治
体
か
ら､

実
施
に
関

す
る
十
分
な
説
明
や
理
解
が
得

ら
れ
な
い
か
ら 

事
業
に
必
要
な
場
所
や
職
員
を

確
保
す
る
ゆ
と
り
が
な
い
か
ら 

  全体 163 20 43 95 36 30 22 90 

  100.0％ 12.3％ 26.4％ 58.3％ 22.1％ 18.4％ 13.5％ 55.2％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 47 4 7 21 4 6 6 29 

100.0％ 8.5％ 14.9％ 44.7％ 8.5％ 12.8％ 12.8％ 61.7％ 

通所介護 38 5 11 23 11 8 2 23 

100.0％ 13.2％ 28.9％ 60.5％ 28.9％ 21.1％ 5.3％ 60.5％ 

地域密着型通所

介護 

22 4 7 13 5 5 4 11 

100.0％ 18.2％ 31.8％ 59.1％ 22.7％ 22.7％ 18.2％ 50.0％ 

短期入所生活介

護 

18 3 5 15 5 1 2 8 

100.0％ 16.7％ 27.8％ 83.3％ 27.8％ 5.6％ 11.1％ 44.4％ 

小規模多機能居

宅介護 

13 2 5 9 4 3 2 8 

100.0％ 15.4％ 38.5％ 69.2％ 30.8％ 23.1％ 15.4％ 61.5％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 

8 0 5 5 2 0 2 5 

100.0％ 0.0％ 62.5％ 62.5％ 25.0％ 0.0％ 25.0％ 62.5％ 

 

      （続き） 

  
 

合計 障
害
者
等
の
ケ
ア
に

対
応
で
き
る
職
員
を

育
成
す
る
ゆ
と
り
が

な
い
か
ら 

現
在
の
高
齢
者
等
利

用
者
の
受
け
入
れ
を

優
先
し
た
い
か
ら 

費
用
と
報
酬
等
か
ら

試
算
す
る
と､

経
営
上

の
メ
リ
ッ
ト
が
少
な

い
か
ら 

併
設
等
の
指
定
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業

所
の
利
用
者
が
円
滑

に
当
事
業
所
に
移
行

で
き
て
い
る
か
ら 

そ
の
他 

無
回
答 

  全体 163 56 62 34 5 7 0 

  100.0％ 34.4％ 38.0％ 20.9％ 3.1％ 4.3％ 0.0％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 47 14 18 8 3 3 0 

100.0％ 29.8％ 38.3％ 17.0％ 6.4％ 6.4％ 0.0％ 

通所介護 38 15 18 13 0 2 0 

100.0％ 39.5％ 47.4％ 34.2％ 0.0％ 5.3％ 0.0％ 

地域密着型通所

介護 

22 7 9 5 1 2 0 

100.0％ 31.8％ 40.9％ 22.7％ 4.5％ 9.1％ 0.0％ 

短期入所生活介

護 

18 8 7 1 1 0 0 

100.0％ 44.4％ 38.9％ 5.6％ 5.6％ 0.0％ 0.0％ 

小規模多機能居

宅介護 

13 5 4 1 0 0 0 

100.0％ 38.5％ 30.8％ 7.7％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 

8 2 4 3 0 0 0 

100.0％ 25.0％ 50.0％ 37.5％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 
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④共生型障害福祉サービス事業の実施に向けて､把握していること 

「現在、実施に向けて検討している」または「実施に向けて検討したことはあるが、現在

は検討していない」と回答した事業所について、事業の実施に向けて把握していることをみ

ると、「共生型サービスも合わせて実施した場合の事業性」が 39.4％でもっとも割合が高く、

次いで「必要な施設整備や有資格職員の確保､職員の研修の実施」が 35.4％、「地元自治体担

当部署の整備方針等」が 26.3％となっている。 

図表 128 Q13-3 共生型障害福祉サービス事業の実施に向けて､把握していること（複数回答） 

 

※対象は Q13 で「現在、実施に向けて検討している」「実施に向けて検討したことはあるが、現

在は検討していない」のいずれかを選択した事業所 

 

【「その他のこと」の具体的な内容】 

○加算 

 

  

22.7%

26.3%

25.3%

12.6%

10.1%

11.6%

39.4%

35.4%

1.0%

19.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周辺地域の利用ニーズ

地元自治体担当部署の整備方針等

事業所の管理者やその他職員の意向

介護保険利用者の意向

介護保険利用者の家族等の意向

利用者のケアマネジャー等の意見

共生型サービスも合わせて実施した場合の事業性

必要な施設整備や有資格職員の確保 職員の研修の

実施

その他のこと

無回答

全体(n=198)
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⑤自治体の整備方針等の把握のために相談している所管部署 

「地元自治体担当部署の整備方針等」を把握していると回答した事業所について、相談し

ている所管部署をみると、「自治体には相談していない､自治体の関連計画書その他資料で把

握」が 40.4％でもっとも割合が高く、次いで「障害福祉サービス事業担当課」が 32.7％、「介

護保険事業担当課」が 26.9％となっている。 

図表 129 Q13-3-1 自治体の整備方針等の把握のために相談している所管部署（複数回答） 

 

※対象は Q13-3 で「地元自治体担当部署の整備方針等」を選択した事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.4%

26.9%

7.7%

32.7%

0.0%

40.4%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉サービスの指定申請担当課

介護保険事業担当課

地域包括ケア推進担当課

障害福祉サービス事業担当課

その他の自治体部署

自治体には相談していない 自治体の関連計画書その

他資料で把握

無回答

全体(n=52)
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⑥共生型障害福祉サービス事業の実施を検討したことがない主な理由 

共生型障害福祉サービス事業の実施を「検討したことはない」と回答した事業所について、

主な理由をみると、「地域の高齢者に対するサービス提供に専念したい」が 50.5％でもっとも

割合が高く、次いで「検討する時間的な余裕が全くない」が 29.2％、「現在の事業枠組みで順

調に運営できているから､検討する必要がない」が 20.0％となっている。 

指定サービス別にみると、「訪問介護」では「現在の事業枠組みで順調に運営できているか

ら、検討する必要がない」、「短期入所生活介護」では「地域の高齢者に対するサービス提供

に専念したい」、「小規模多機能型居宅介護」と「看護小規模多機能型居宅介護」では「検討

する時間的な余裕が全くない」「地元自治体から、制度説明がされていない」の割合がそれぞ

れ高くなっている。指定サービスによって、共生型障害福祉サービスを検討していない理由

は多様であることがうかがえる。 

図表 130 Q13-4 共生型障害福祉サービス事業の実施を検討したことがない主な理由（複数回

答） 

 

※対象は Q13 で「検討したことはない」を選択した事業所 

【「その他の理由」の具体的な内容】 

人材不足・ 

知識不足 

○職員等体制が整わない。 

○障害福祉サービスの経験がある職員がいない。 

○障害福祉についての知識が不足している。 ／等 

法人の意向 ○法人にそのような動きがない。 

○法人と調整中であるため。 

○まだ本部より推進通達がないため。 ／等 

ニーズ不明 ○ケアマネジャーからの利用問いあわせや相談等もなく利用対象となるケー

スにあたっていない為。 

○ニーズを含め実態把握が進んでいない。 ／等 

報酬が低い ○共生型開始前から、介護保険サービス、障害福祉サービス両方行っている

から、共生型サービスにすると単価が安くなるから。 

○報酬が低すぎる。 ／等 

スペース不足 ○施設が狭く受け入れるスペースがない。 

○通所の場所がせまく障害を対応出来ない。 ／等 

その他 ○当町には社会福祉法人と事業団の経営する施設やサービス拠点があり、サ

ービスが充実しているため。 ／等 

20.0%

50.5%

29.2%

7.7%

15.4%

10.4%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の事業枠組みで順調に運営できているから 検討

する必要がない

地域の高齢者に対するサービス提供に専念したい

検討する時間的な余裕が全くない

周辺地域在住の障害児 者のニーズがない

地元自治体から 制度説明がされていない

その他の理由

無回答

全体(n=596)
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図表 131 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q13-4 共生型障害福祉サービス事業の実施を検討したことがない主な理由:複数回答 

      

Q13-4 共生型障害福祉サービス事業の実施を検討したことが

ない主な理由 

  
 

合計 現
在
の
事
業
枠
組
み
で
順
調

に
運
営
で
き
て
い
る
か
ら､

検
討
す
る
必
要
が
な
い 

地
域
の
高
齢
者
に
対
す
る
サ

ー
ビ
ス
提
供
に
専
念
し
た
い 

検
討
す
る
時
間
的
な
余
裕
が

全
く
な
い 

周
辺
地
域
在
住
の
障
害
児･

者
の
ニ
ー
ズ
が
な
い 

地
元
自
治
体
か
ら､

制
度
説

明
が
さ
れ
て
い
な
い 

そ
の
他
の
理
由 

無
回
答 

  全体 596 119 301 174 46 92 62 21 

  100.0％ 20.0％ 50.5％ 29.2％ 7.7％ 15.4％ 10.4％ 3.5％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 145 48 52 40 9 18 17 4 

100.0％ 33.1％ 35.9％ 27.6％ 6.2％ 12.4％ 11.7％ 2.8％ 

通所介護 156 27 84 39 9 21 16 3 

100.0％ 17.3％ 53.8％ 25.0％ 5.8％ 13.5％ 10.3％ 1.9％ 

地域密着型通所

介護 

108 16 53 34 8 13 11 8 

100.0％ 14.8％ 49.1％ 31.5％ 7.4％ 12.0％ 10.2％ 7.4％ 

短期入所生活介

護 

59 14 40 11 3 9 3 3 

100.0％ 23.7％ 67.8％ 18.6％ 5.1％ 15.3％ 5.1％ 5.1％ 

小規模多機能居

宅介護 

72 6 43 30 12 18 6 2 

100.0％ 8.3％ 59.7％ 41.7％ 16.7％ 25.0％ 8.3％ 2.8％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 

27 5 14 16 1 6 5 1 

100.0％ 18.5％ 51.9％ 59.3％ 3.7％ 22.2％ 18.5％ 3.7％ 

 

（３）今後２～３年間を見通した、「共生型障害福祉サービス」の指定取得に関する方

針 

①共生型障害福祉サービスの指定取得に関する方針 

「今後とも､検討することは全くない」が 39.2％でもっとも割合が高く、次いで「今後 2,3

年間は申請しないが､継続して検討したい」が 34.4％、「その他」が 15.4％となっている。 

指定サービス別にみると、「看護小規模多機能型居宅介護」では「今後とも、検討すること

は全くない」とする割合が他と比べて低いものの、全体として大きな差はみられない。 
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図表 132 Q14 共生型障害福祉サービスの指定取得に関する方針（単数回答） 

 

【「その他」の具体的な内容】 

理解不足 ○内容を理解していない為、回答不可。 

○理解した上で判断する。 

○このアンケートで知りました。検討はしたいと思います。 

○もう少し共生型障害福祉サービスの事を学んでから検討したい。 ／等 

法人の意向 ○本社指示による。 

○法人内では検討していると聞いている。 

○法人側の考えによります。 ／等 

ニーズ次第 ○ニーズがあれば申請する。 

○地域ニーズの状況をふまえ、検討したい。 

○自治体から打診あれば。 ／等 

人材の状況 ○人材不足が解消すれば検討したい。 

○障害者のケアをしたい職員が増えれば検討する。 ／等 

その他 ○市役所に相談したところ、共生型サービスは現在障害福祉サービスの事業

所が介護保険を申請する場合のサービスだと言われたので、このアンケー

ト内容と相違する。ネットで調べたがよくわからなかった。 

○申請したが県から指定出来ないと言われた。 

○現在の報酬では申請しない。 ／等 

  

1.2%

6.2% 34.4% 39.2% 15.4%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1114)

ぜひとも申請する できれば申請したいので さらに検討したい

今後2,3年間は申請しないが 継続して検討したい 今後とも 検討することは全くない

その他 無回答
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図表 133 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q14 共生型障害福祉サービスの指定取得に関する方針（単数回答） 

      Q14 共生型障害福祉サービスの指定取得に関する方針 

  
 

合計 ぜ
ひ
と
も
申
請
す
る 

で
き
れ
ば
申
請
し
た

い
の
で､

さ
ら
に
検

討
し
た
い 

今
後2

,
3

年
間
は
申

請
し
な
い
が､

継
続

し
て
検
討
し
た
い 

今
後
と
も､

検
討
す

る
こ
と
は
全
く
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

  全体 1114 13 69 383 437 171 41 

  100.0％ 1.2％ 6.2％ 34.4％ 39.2％ 15.4％ 3.7％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 299 4 21 96 112 54 12 

100.0％ 1.3％ 7.0％ 32.1％ 37.5％ 18.1％ 4.0％ 

通所介護 267 5 10 101 108 37 6 

100.0％ 1.9％ 3.7％ 37.8％ 40.4％ 13.9％ 2.2％ 

地域密着型通所

介護 
205 2 9 75 87 27 5 

100.0％ 1.0％ 4.4％ 36.6％ 42.4％ 13.2％ 2.4％ 

短期入所生活介

護 
102 0 7 33 45 14 3 

100.0％ 0.0％ 6.9％ 32.4％ 44.1％ 13.7％ 2.9％ 

小規模多機能居

宅介護 
122 1 9 38 53 17 4 

100.0％ 0.8％ 7.4％ 31.1％ 43.4％ 13.9％ 3.3％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 
54 0 2 22 13 12 5 

100.0％ 0.0％ 3.7％ 40.7％ 24.1％ 22.2％ 9.3％ 
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②実施を想定している障害福祉サービス事業 

共生型障害福祉サービスの指定を申請または検討すると回答した事業所について、実施を

想定している障害福祉サービス事業をみると、「具体的な事業の種類は未定､わからない」が

35.3％でもっとも割合が高く、次いで「居宅介護」が 25.4％、「生活介護」が 17.0％となっ

ている。 

指定サービス別にみると、「訪問介護」では「居宅介護」「重度訪問介護」、「通所介護」「地

域密着型通所介護」では「自律訓練（機能訓練）」「自律訓練（生活訓練）」、「短期入所生活介

護」では「短期入所」、「看護小規模多機能型居宅介護」では「児童発達支援」の割合がそれぞ

れ高い。また、「小規模多機能型居宅介護」においては「具体的な事業の種類は未定、わから

ない」とする割合が高くなっている。 

 

図表 134 Q14-1(1) 実施を想定している障害福祉サービス事業（複数回答） 

 

※対象は Q14 で「ぜひとも申請する」「できれば申請したいので、さらに検討したい」「今後

２，３年間は申請しないが、継続して検討したい」のいずれかを選択した事業所 

 

 

  

25.4%

11.4%

17.0%

9.9%

9.2%

9.9%

5.6%

14.8%

35.3%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護

重度訪問介護

生活介護

自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

短期入所

児童発達支援

放課後等デイサービス

具体的な事業の種類は未定 わからない

無回答

全体(n=465)



134 

 

図表 135 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q14-1(1) 実施を想定している障害福祉サービス事業:複数回答 

      Q14-1(1) 実施を想定している障害福祉サービス事業 

  
 

合計 
居
宅
介
護 

重
度
訪
問
介
護 

生
活
介
護 

自
立
訓
練(

機
能
訓
練) 

自
立
訓
練(

生
活
訓
練) 

短
期
入
所 

児
童
発
達
支
援 

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス 

具
体
的
な
事
業
の
種
類
は
未
定､

わ
か
ら

な
い 

無
回
答 

  全体 465 118 53 79 46 43 46 26 69 164 12 

  100.0％ 25.4％ 11.4％ 17.0％ 9.9％ 9.2％ 9.9％ 5.6％ 14.8％ 35.3％ 2.6％ 

Q2 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 121 75 41 18 3 4 2 2 3 25 5 

100.0％ 62.0％ 33.9％ 14.9％ 2.5％ 3.3％ 1.7％ 1.7％ 2.5％ 20.7％ 4.1％ 

通所介護 116 11 2 31 19 17 10 4 23 44 1 

100.0％ 9.5％ 1.7％ 26.7％ 16.4％ 14.7％ 8.6％ 3.4％ 19.8％ 37.9％ 0.9％ 

地域密着型通所

介護 
86 7 0 6 16 14 2 9 21 34 3 

100.0％ 8.1％ 0.0％ 7.0％ 18.6％ 16.3％ 2.3％ 10.5％ 24.4％ 39.5％ 3.5％ 

短期入所生活介

護 
40 7 0 8 2 1 21 3 4 10 0 

100.0％ 17.5％ 0.0％ 20.0％ 5.0％ 2.5％ 52.5％ 7.5％ 10.0％ 25.0％ 0.0％ 

小規模多機能居

宅介護 
48 5 0 7 2 2 4 2 10 29 2 

100.0％ 10.4％ 0.0％ 14.6％ 4.2％ 4.2％ 8.3％ 4.2％ 20.8％ 60.4％ 4.2％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 
24 3 3 4 1 2 4 5 3 11 0 

100.0％ 12.5％ 12.5％ 16.7％ 4.2％ 8.3％ 16.7％ 20.8％ 12.5％ 45.8％ 0.0％ 
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③共生型障害福祉サービスの指定申請に踏み切る決め手 

共生型障害福祉サービスの指定を申請または検討すると回答した事業所について、指定申

請に踏み切る決め手をみると、「事業に取り組むにあたっての留意点や工夫､ノウハウ等の入

手」が 55.5％でもっとも割合が高く、次いで「共生型障害福祉サービスの報酬単価の引き上

げ」が 47.7％、「地域で障害児･者の利用ニーズが見込めること」が 44.3％となっている。 

指定サービス別にみると、「通所介護」では「地域で障害児・者の利用ニーズが見込めるこ

と」、「短期入所生活介護」では「実施に関して自治体から要請があり、協力が見込めること」

がそれぞれ高い。また、「地域密着型通所介護」「短期入所生活介護」では、「指定に必要な手

続きがより分かりやすくなること」も高い割合となっている。 

 

図表 136 Q14-1(2) 共生型障害福祉サービスの指定申請に踏み切る決め手（複数回答） 

 

※対象は Q14 で「ぜひとも申請する」「できれば申請したいので、さらに検討したい」「今後

２，３年間は申請しないが、継続して検討したい」のいずれかを選択した事業所 

 

【「その他」の具体的な内容】 

○キチンと利益が出せるのか？ 

○開始しました、減算です、では話にならない。 

○一定の利用見込み。 

○職員数の確保 

○申請基準面積等があり難しい。 

○人員基準の見直し 

○現利用者様とそのご家族の理解と許諾。 

○トラブル発生時に自治体の協力が得られること。 ／等  

47.7%

55.5%

29.7%

41.3%

44.3%

42.6%

6.5%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共生型障害福祉サービスの報酬単価の引き上げ

事業に取り組むにあたっての留意点や工夫 ノウハウ

等の入手

自治体の関連計画等での整備方針等の明確化

実施に関して自治体から要請があり 協力が見込める

こと

地域で障害児 者の利用ニーズが見込めること

指定に必要な手続きがより分かりやすくなること

その他

無回答

全体(n=465)
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図表 137 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q14-1(2) 共生型障害福祉サービスの指定申請に踏み切る決め手（複数回答） 

      Q14-1(2) 共生型障害福祉サービスの指定申請に踏み切る決め手 

  
 

合計 共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
報
酬
単

価
の
引
き
上
げ 

事
業
に
取
り
組
む
に
あ
た
っ
て
の
留
意

点
や
工
夫､

ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
入
手 

自
治
体
の
関
連
計
画
等
で
の
整
備
方
針

等
の
明
確
化 

実
施
に
関
し
て
自
治
体
か
ら
要
請
が
あ

り､

協
力
が
見
込
め
る
こ
と 

地
域
で
障
害
児･
者
の
利
用
ニ
ー
ズ
が

見
込
め
る
こ
と 

指
定
に
必
要
な
手
続
き
が
よ
り
分
か
り

や
す
く
な
る
こ
と 

そ
の
他 

無
回
答 

  全体 465 222 258 138 192 206 198 30 14 

  100.0％ 47.7％ 55.5％ 29.7％ 41.3％ 44.3％ 42.6％ 6.5％ 3.0％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 121 57 63 34 40 42 49 14 4 

100.0％ 47.1％ 52.1％ 28.1％ 33.1％ 34.7％ 40.5％ 11.6％ 3.3％ 

通所介護 116 53 59 33 51 63 48 7 1 

100.0％ 45.7％ 50.9％ 28.4％ 44.0％ 54.3％ 41.4％ 6.0％ 0.9％ 

地域密着型

通所介護 
86 42 54 25 32 41 48 2 1 

100.0％ 48.8％ 62.8％ 29.1％ 37.2％ 47.7％ 55.8％ 2.3％ 1.2％ 

短期入所生

活介護 
40 21 24 11 22 19 21 3 1 

100.0％ 52.5％ 60.0％ 27.5％ 55.0％ 47.5％ 52.5％ 7.5％ 2.5％ 

小規模多機

能居宅介護 
48 23 30 18 23 23 13 2 4 

100.0％ 47.9％ 62.5％ 37.5％ 47.9％ 47.9％ 27.1％ 4.2％ 8.3％ 

看護小規模

多機能型居

宅介護 

24 11 10 6 10 9 10 2 1 

100.0％ 45.8％ 41.7％ 25.0％ 41.7％ 37.5％ 41.7％ 8.3％ 4.2％ 
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④共生型障害福祉サービス事業の実施によって期待される影響 

共生型障害福祉サービスの指定を申請または検討すると回答した事業所について、事業実

施によって期待される影響をみると、「具体的には､現在把握･検討中である」が 31.6％でもっ

とも割合が高く、次いで「介護保険サービス利用者に関する影響」が 28.0％、「介護保険サー

ビス担当職員に関する影響」が 21.5％となっている。 

指定サービス別にみると、「通所介護」「地域密着型通所介護」「短期入所生活介護」におい

ては「介護保険サービス利用者に関する影響」が他と比べて高い割合となっている。「短期入

所生活介護」では「介護保険サービス担当職員に関する影響」の回答割合も高い。 

 

図表 138 Q14-1(3) 共生型障害福祉サービス事業の実施によって期待される影響（複数回答） 

 

※対象は Q14 で「ぜひとも申請する」「できれば申請したいので、さらに検討したい」「今後

２，３年間は申請しないが、継続して検討したい」のいずれかを選択した事業所 

  

28.0%

11.2%

21.5%

8.8%

3.0%

9.2%

6.2%

12.9%

2.4%

3.0%

31.6%

22.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険サービス利用者に関する影響

介護保険サービス利用者の家族に関する影響

介護保険サービス担当職員に関する影響

介護保険サービス事業所の管理者に関する影響

法人本部の担当職員や役員に関する影響

周辺の地域住民や住民組織等に関する影響

介護保険サービス利用者の担当ケアマネジャーに関す

る影響

共生型 障害福祉サービス の利用者に関する影響

自治体担当部署に関する影響

その他地域に関する影響

具体的には 現在把握 検討中である

無回答

全体(n=465)
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図表 139 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q14-1(3) 共生型障害福祉サービス事業の実施によって期待される影響（複数回答） 

      

Q14-1(3) 共生型障害福祉サービス事業の実施によって期待さ

れる影響 

  
 

合計 介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
利
用
者
に
関
す

る
影
響 

介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
利
用
者
の
家
族

に
関
す
る
影
響 

介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
担
当
職
員
に
関

す
る
影
響 

介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
事
業
所
の
管
理

者
に
関
す
る
影
響 

法
人
本
部
の
担
当

職
員
や
役
員
に
関

す
る
影
響 

周
辺
の
地
域
住
民

や
住
民
組
織
等
に

関
す
る
影
響 

  全体 465 130 52 100 41 14 43 

  100.0％ 28.0％ 11.2％ 21.5％ 8.8％ 3.0％ 9.2％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 121 25 7 21 13 5 2 

100.0％ 20.7％ 5.8％ 17.4％ 10.7％ 4.1％ 1.7％ 

通所介護 116 41 17 25 8 2 8 

100.0％ 35.3％ 14.7％ 21.6％ 6.9％ 1.7％ 6.9％ 

地域密着型通所

介護 
86 27 11 17 6 2 12 

100.0％ 31.4％ 12.8％ 19.8％ 7.0％ 2.3％ 14.0％ 

短期入所生活介

護 
40 12 7 15 6 0 5 

100.0％ 30.0％ 17.5％ 37.5％ 15.0％ 0.0％ 12.5％ 

小規模多機能居

宅介護 
48 9 5 8 3 1 8 

100.0％ 18.8％ 10.4％ 16.7％ 6.3％ 2.1％ 16.7％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 
24 4 0 4 2 0 3 

100.0％ 16.7％ 0.0％ 16.7％ 8.3％ 0.0％ 12.5％ 

 

      （続き） 

  
 

合計 介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利

用
者
の
担
当
ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー
に
関
す
る
影
響 

共
生
型｢

障
害
福
祉
サ

ー
ビ
ス｣

の
利
用
者
に

関
す
る
影
響 

自
治
体
担
当
部
署
に
関

す
る
影
響 

そ
の
他
地
域
に
関
す
る

影
響 

具
体
的
に
は､

現
在
把

握･

検
討
中
で
あ
る 

無
回
答 

  全体 465 29 60 11 14 147 103 

  100.0％ 6.2％ 12.9％ 2.4％ 3.0％ 31.6％ 22.2％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 121 10 11 2 2 40 35 

100.0％ 8.3％ 9.1％ 1.7％ 1.7％ 33.1％ 28.9％ 

通所介護 116 6 15 4 2 41 16 

100.0％ 5.2％ 12.9％ 3.4％ 1.7％ 35.3％ 13.8％ 

地域密着型通所

介護 
86 3 16 0 4 23 20 

100.0％ 3.5％ 18.6％ 0.0％ 4.7％ 26.7％ 23.3％ 

短期入所生活介

護 
40 2 4 1 1 8 9 

100.0％ 5.0％ 10.0％ 2.5％ 2.5％ 20.0％ 22.5％ 

小規模多機能居

宅介護 
48 3 2 1 2 20 11 

100.0％ 6.3％ 4.2％ 2.1％ 4.2％ 41.7％ 22.9％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 
24 0 4 1 1 8 6 

100.0％ 0.0％ 16.7％ 4.2％ 4.2％ 33.3％ 25.0％ 
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【期待される影響の具体的な内容】 

介護保険サービス利

用者に関する影響 

○互いの生きがいややりがい相乗効果。 

○認知症の方と障害児・者との交流を通してお互いに良い影響をうける

と考えている。 

○公的サービスを利用する者の範囲や状態像の理解が進む。自分達の力

がまだ発揮できることへの再発見。 

○慣れたサービスをそのまま使用できる。柔軟な支援ができる。 

○利用者の障害福祉に対する理解。 

○理解されない可能性、退去の可能性 

○年齢の若い人が入ってくることへの混乱。 

○利用出来る枠が少なくなってしまう。 

○スタッフの確保、安定が出来ず、利用者への提供サービス時間。 

○高齢者は、加齢に伴いサービスが必要。障がいは生活権利を前提とし

ている。同じではない。 ／等 

介護保険サービス利

用者の家族に関する

影響 

○偏見がなくなり理解が深まる。 

○高齢者だけでなく、障害者を自宅で介護している方への情報発信とな

る。 

○家族に、ワンストップのサービスが提供できる。 

○どのように理解してもらえるか不安。 

○事故などの報告、責任問題 

○ケアが行き届かない等の不安がでてくるのでは。 ／等 

介護保険サービス担

当職員に関する影響 

○共生社会への意識が芽生える。 

○障害に対する知識・ケア方法習得できる。 

○利用者本位のケア提供に係るスキルアップ。 

○子どもに障害のある親が働く場所として、双方にメリット。 

○障がいにおける知識等も必要となり、さらなる知識や対応力等の技術

が必要。 

○新たな技術やノウハウの取得に負担を感じる者が出てくる。 

○スタッフが対応できるかどうか不安があるので市で勉強会などスタッ

フのスキル UPにつながるような対応を期待したい。 

○若い人達の介護に不慣れ、戸惑いがある。 

○知識を増やしていくため、業務が増大する可能性。 

○介護と障害のスタッフの給与面の差。 ／等 

介護保険サービス事

業所の管理者に関す

る影響 

○障害者専従の管理者を設置する必要がある。 

○現場にも出て、亊務仕亊が増えることになる。現状も亊務に追われて

時間が足りない。 

○仕事の範囲が広がり、負担が増える。 

○管理者の知識、スキル。（人材不足の中、育成、養成できるか？） 

○申請等の事務量の増加。 ／等 

法人本部の担当職員

や役員に関する影響 

○事務の煩雑化。 

○マニュアル整備、見本、役割 

○書類関係の整備負担 

○分野を越えて協働できる機会。 

○共生社会への意識が芽生える。 ／等 

周辺の地域住民や住

民組織等に関する影

響 

○周辺には必ずしも皆、理解してくれる人だけではないが、そこも含め

て全て組み込んでいける地域となる。 

○多様性を認める社会構築 

○どんな人も同じ環境で生活できる事を伝えられる。 

○障害福祉に対する理解の醸成。 

○開かれた事業所意識づけ 
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○地域との連絡がより、必要になり、連携も重要になる。 

○地域のニーズに応えることで、つながりが広がること。 

○地域における福祉サービス事業所として認知してもらえる。 

○関心が高まる、住民支援がすすむ。 

○より、地域に根ざすことができる。 

○一事業所で包括的にケアできる安心感。 ／等 

介護保険サービス利

用者の担当ケアマネ

ジャーに関する影響 

○力量が問われる。 

○障がい福祉サービスは支援事業所というくくりがあり、現在の介護保

険のＣＭではムリがある。サービス利用のし方はサービス提供責任者

の方がくわしい。 

○仕事量が増加 

○他利用者等の問い合わせや受け入れ 

○サービスメニューが多様化することでの対応の複雑化。 

○相談支援専門員との連携強化 

○ケアマネが相談支援研修、相談支援専門員がＣＭ研修を受けるべき。 

○介護保険だけでは難しい課題の解決につながる可能性有り。 

○介護・障害の併合したサービスのマネジメントが可能であるメリット。 

○65才以上になった時の移行がスムーズに行く。 ／等 

共生型｢障害福祉サ

ービス｣の利用者に

関する影響 

○サービスを受ける場、事業所の選択がふえる。 

○65 歳になったとき介護への移行がスムーズになる。（利用者負担スト

レスが減る） 

○互いの生きがいややりがい相乗効果。 

○「障害者の居場所が少ない」と当事者や関係者から聞く。同じ種類の

障害、同じ年代の仲間との暮らしでは味わえない豊かな関係が生まれ

る。 

○プログラムが高齢者向きになりがち。 

○高齢者とのトラブルの不安。 ／等 

自治体担当部署に関

する影響 

○介護と障害をつなげていけるようになる。 

○福祉施策の一環として、住民理解が進む。 

○介護保険、障害福祉の各担当者の（感覚）対応に違いがあることによ

る、影響。 

○障害福祉サービス実施の基盤体制整備とその構築。 ／等 

その他地域に関する

影響 

○共生した地域包括ケアに結びつけたい。 

○介護と障害をつなげていけるようになる。 

○まず障がい者が外にでることから始めたい。施設にとじこもりきり、

をなくしたい。圧倒的に経験が少ない、貧困もある、障がい者を何と

かしていきたいと思う。特に５０代６０代。 

○共に生きる社会、地域づくりの構築と発進ができる。 

○地域住民の方の理解も求められる。 

○地域の福祉拠点としての位置づけ。 

○障害を持って生まれても必ずしも施設で暮らす必要はない。街暮らし

の可能性、に期待をふくらませる。 ／等 

具体的には､現在把

握･検討中である 

○具体的内容が理解できてなくどのようなニーズが差し迫っているのか

がわからない。 

○よく考えた事が無い。地域に喜ばれたら良い。分野を越えた交流は互

いにどう影響するか不明。 

○周辺に事例がなく、全く予想できない。 

○職員不足が解消されれば検討も視野に入れる。 ／等 
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４．共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての課題 

今後、介護保険サービス事業所が共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての

課題をみると、「介護保険サービス事業所の管理者や職員向け研修等の充実強化」が 24.9％でもっ

とも割合が高く、次いで「加算算定に必要な職員配置要件の緩和」が 22.9％、「施設､設備の指定

基準の緩和」が 20.5％となっている。 

指定サービス別にみると、「看護小規模多機能型居宅介護」においては「定員等の指定基準の緩

和」「介護保険サービス事業所の管理者や職員向け研修等の充実強化」「指定申請に必要な手続き

の明確化」の割合が他と比べて高くなっている。 

図表 140 Q15 共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての課題（複数回答） 

 

 

  

20.5%

18.3%

22.9%

13.0%

9.9%

24.9%

10.4%

12.8%

17.9%

7.4%

36.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設 設備の指定基準の緩和

定員等の指定基準の緩和

加算算定に必要な職員配置要件の緩和

共生型障害福祉サービス費水準の向上

事業の実施形態等の規制緩和

介護保険サービス事業所の管理者や職員向け研修等

の充実強化

市区町村や都道府県の所管部署の担当職員向けの研

修等の充実強化

成功事例の発掘 収集と広報強化

指定申請に必要な手続きの明確化

その他の支援

無回答

全体(n=1114)
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図表 141 指定を受けて実施している介護保険サービス別 

Q15 共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組むにあたっての課題（複数回答） 

      Q15 共生型障害福祉サービスの指定申請に取り組む際の課題 

  
 

合計 施
設､

設
備
の
指
定
基
準
の

緩
和 

定
員
等
の
指
定
基
準
の
緩

和 加
算
算
定
に
必
要
な
職
員

配
置
要
件
の
緩
和 

共
生
型
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
費
水
準
の
向
上 

事
業
の
実
施
形
態
等
の
規

制
緩
和 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
事
業

所
の
管
理
者
や
職
員
向
け

研
修
等
の
充
実
強
化 

  全体 1114 228 204 255 145 110 277 

  100.0％ 20.5％ 18.3％ 22.9％ 13.0％ 9.9％ 24.9％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 299 36 46 57 37 28 59 

100.0％ 12.0％ 15.4％ 19.1％ 12.4％ 9.4％ 19.7％ 

通所介護 267 56 43 61 29 26 68 

100.0％ 21.0％ 16.1％ 22.8％ 10.9％ 9.7％ 25.5％ 

地域密着型通所

介護 

205 55 43 52 36 24 54 

100.0％ 26.8％ 21.0％ 25.4％ 17.6％ 11.7％ 26.3％ 

短期入所生活介

護 

102 18 17 22 15 11 27 

100.0％ 17.6％ 16.7％ 21.6％ 14.7％ 10.8％ 26.5％ 

小規模多機能居

宅介護 

122 31 25 35 13 7 35 

100.0％ 25.4％ 20.5％ 28.7％ 10.7％ 5.7％ 28.7％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 

54 15 16 15 7 8 19 

100.0％ 27.8％ 29.6％ 27.8％ 13.0％ 14.8％ 35.2％ 

 

      （続き） 

  
 

合計 市
区
町
村
や
都
道
府

県
の
所
管
部
署
の
担

当
職
員
向
け
の
研
修

等
の
充
実
強
化 

成
功
事
例
の
発
掘･

収

集
と
広
報
強
化 

指
定
申
請
に
必
要
な

手
続
き
の
明
確
化 

そ
の
他
の
支
援 

無
回
答 

  全体 1114 116 143 199 82 406 

  100.0％ 10.4％ 12.8％ 17.9％ 7.4％ 36.4％ 

Q
2
 

指
定
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 299 23 29 64 16 130 

100.0％ 7.7％ 9.7％ 21.4％ 5.4％ 43.5％ 

通所介護 267 24 41 33 24 90 

100.0％ 9.0％ 15.4％ 12.4％ 9.0％ 33.7％ 

地域密着型通所

介護 

205 23 32 45 18 65 

100.0％ 11.2％ 15.6％ 22.0％ 8.8％ 31.7％ 

短期入所生活介

護 

102 16 13 18 9 39 

100.0％ 15.7％ 12.7％ 17.6％ 8.8％ 38.2％ 

小規模多機能居

宅介護 

122 13 14 14 6 46 

100.0％ 10.7％ 11.5％ 11.5％ 4.9％ 37.7％ 

看護小規模多機

能型居宅介護 

54 10 2 15 3 15 

100.0％ 18.5％ 3.7％ 27.8％ 5.6％ 27.8％ 
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【指定申請に取り組む際の課題の具体的な内容】 

施設､設備の指定基準

の緩和 

○設備投資は難しい。（多数） 

○設備・ハードの変更はハードルが非常に高い。 

○通所介護の施設、設備をそのまま使えるようにしてほしい。 

○施設がせまく定員を増やすことが難しい。 

○投資額が低くすむよう助成金をつけてほしい。 

○設備基準の緩和（面積等） 

○介護の指定範囲内での受入れができるのか。 

○共生型サービスに参入できる為の条件緩和と採算が合う報酬が必

要。 ／等 

定員等の指定基準の

緩和 

○高齢者の実数が多く定員に空きはない。 

○介護保険での受入れのできる定員枠内の割合の設定。例えば１／２

以内など。 

○定員を超過しても減算が発生しなければ良いが…。 

○軽度者も重度と同じ１名とするのは問題がある。しかし、元々の事業

開始時に想定していないので構造にも問題がある。 

○現在利用している人数にプラスできるのか？ 

○人材不足が現状でも続いている中定員基準を満たし続けることがき

びしい。 ／等 

加算算定に必要な職

員配置要件の緩和 

○資格を有する職員の確保が難しい。（多数） 

○介護保険サービスだけでも人手が足りない。 

○通所介護事業所が指定をとる場合、児童の受け入れ時間帯にも、生活

相談員が必要なのは、おかしい。 

○事務処理上だけでなく、加算算定に関する労力がかなり大きい。 

○兼務による配置が可能か。 ／等 

共生型障害福祉サー

ビス費水準の向上 

○基本単価を介護並みｏｒそれ以上にして欲しい。 

○共生型サービスに参入できる為の条件緩和と採算が合う報酬が必

要。 

○経営を考えると単価の低い障害福祉より介護保険が優先になる。 

○本体報酬や加算がないと介護保険のみでやる方がよくなるため導入

にふみきれない。 

○本人負担、自費部分の、緩和負担を、どう助成するか。 ／等 

事業の実施形態等の

規制緩和 

○人材不足もあり複雑化した形態には対応しきれない。 

○規制を具体的に知らないが、自由の裁量がほしい。 

○実施に関するノウハウが無い。 

○現状に近い形で可能となるか。 

○具体的なことがわからない。 ／等 

介護保険サービス事

業所の管理者や職員

向け研修等の充実強

化 

○障害者と介護者のサービスの違いを実際の場で指導してほしい。 

○シンプルにわかりやすい資料と研修。 

○障害分野のノウハウが無く、特性理解や留意点が分からないので、そ

ういう研修があれば良い。取り組むことへのメリットを示して頂け

れば。 

○理解を深めるための実践報告会を含めたシンポジウム等の開催。 

○都道府県の研修が必要と考える。 

○外部研修他、研修そのものが地域のつながりを促進する必要性。 

○現状、研修等に派遣する余裕がない。 

○新しく取り組むには研修も必要…人が少なく研修へも出られない。 

○研修だけでは、ムリ。介護スタッフの充実が先！ ／等 

市区町村や都道府県

の所管部署の担当職

○市の担当者がわかっていないと思われます。実施事業所はまだ１つ

もないとのことでしたが、担当者が理解していなくては事業所が理
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員向けの研修等の充

実強化 

解して始めることはできないと思います。 

○共生型のイメージがわかない。自治体のビジョンがみえてこない。 

○市町村や県自体に積極性が感じられない。 

○「やりたいなァ」とは思っているが市区町村や県は致って興味がなさ

そう。「やりたきゃやって」の感がありあり。 

○担当職員のサービスに対する理解、質の向上が急務。 ／等 

成功事例の発掘･収集

と広報強化 

○共生型障害福祉サービス事業とは、どういうものかを知らない！ 

○情報が伝わってきていない。事例や手続きの周知がもっと必要では。 

なかなか情報が入ってこないので、広報強化は大事だと思います。 

○成功例を知る事で、自事業所の参考になると思います。 

○できれば失敗事例も教えてほしい。トラブルの解決方法など。 

○富山型デイサービス、デイケアを見学したが、広い心、専門的技術、

知識も必要と痛感。 

○全国レベルでの成功事例は聞いたことがあるが、身近に感じられる

レベルにない。 ／等 

指定申請に必要な手

続きの明確化 

○そもそも指定申請の流れが不明。 

○どれだけの労力が必要なのか知りたい。 

○近くの施設が共生型をはじめたが申請の仕方がわかりにくいと話し

ていたので、わかりやすくしてほしい。 

○もっと積極的にＰＲし、指定申請等について周知してほしい。 

○申請に必要な書が案外多いのできたら現サービス運営実施している

事業所は変更届くらいでできるようして頂けないか。 

○自治体ルールがあり、混乱してしまっている。 ／等 

その他の支援 ○とにかく介護にたずさわる人に給与単価が安すぎる。様々なことを

言う前に給与の観念を変えてほしい。 

○認知症、精神障害の方への対応ができる事業所を、特化型として組み

入れて欲しい。 

○基準の問題もあるが、増築しないとさらなる受入れは困難。 

○連携した取組、モデル事業、試す期間など。 

○介護保険サービスと障害福祉サービスの差異（実務、実践等）の考え

方の統一。 

○どうしても大きな施設、組織向けの取り組みなのかと思う。ハード

面、報酬、スキルを全て考慮すると、小規模事業所にはなかなか、手

が出せないイメージ。 

○福祉という見解で高齢者と障害福祉をまとめてしまう考が理解でき

ない。 

○訪問介護事業所は比較的居宅介護併設にしやすいためあまり共生型

のメリットがない。 ／等 
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第Ⅲ部 介護保険事業者の「共生型障害福祉サービス」事業の取組事例訪

問調査結果 

第１章 実施概要、及び結果要点 

第１節 実施概要 

１．目的、方法、実施規模 

共生型障害福祉サービス事業を実施している介護保険サービス事業者に対して、電話による協

力依頼を行い、協力を得ることができた事業所に対して訪問インタビューを実施した。 

管理者または共生型サービス事業責任者を対象とする訪問インタビューでは、共生型サービス

の普及上のポイントや事業所及び地域への波及成果評価等を伺い、その結果に基づいて介護保険

サービス事業者の取組事例紹介記事として取りまとめた。 

取組事例紹介記事では、介護保険サービス事業者が共生型障害福祉サービス事業を立ち上げ、

持続的な運営を行うために、立ち上げる前に、また立ち上げてから、取組んでおくべき法人・事

業所内の準備、地域多職種・多組織等との連携や協働、自治体との連携等の工夫や留意点などの

ポイントを整理した。（主要業種別、計９事業者、10 事業所） 

２．実施時期 

令和元年 10月～令和２年１月 

３．実施事業所 

訪問インタビューを実施した事業者は９事業者で、訪問した事業所は以下の 10 事業所である。 

 

居宅介護
重度訪問介

護
生活介護

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

児童発達
支援

放課後等デ
イサービス

短期入所

岩手
ヘルパーステーション
くくる花巻

訪問介護 〇 花巻市野田
訪問看護、看護小規模多機能型居
宅介護、サービス付き高齢者向け
住宅 等

千葉 ゆるるか
小規模多機能型
居宅介護

〇 八街市文違
地域密着型通所介護、居宅介護支
援、指定特定相談支援事業所

千葉
小規模多機能ホームふ
くおかの家

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 東金市東中島
児童発達支援、放課後等デイサー
ビス、相談支援　等

千葉
生 活 ク ラ ブ 風 の 村
ショートステイさくら

短期入所生活介
護、介護予防短
期入所生活介護

〇 佐倉市山崎
高齢者支援事業、子育て支援事
業、障がい児者支援事業　等

富山
小規模共生ホーム
ひらすま

通所介護、居宅
介護支援、短期
入所生活介護

〇 〇 〇 〇 高岡市木町

富山
小規模多機能ホーム
ひらすまあらいべ

小規模多機能型
居宅介護

〇 〇 〇 高岡市木町

福井 デイサービスふぅ
地域密着型通所
介護、介護予防
通所介護

〇 〇 越前市小野谷町 相談支援事業

福井
デイサービス
いっしょ家

地域密着型通所
介護、介護予防
事 業 （ 総 合 事
業）

〇 〇 〇 〇 越前市家久町
地域密着型通所介護、介護予防通
所介護（総合事業）　等

愛知
ショートステイ
くらがいけ

短期入所生活介
護

〇 豊田市岩滝町
特別養護老人ホーム、認知症対応
型デイサービス、訪問介護　等

広島
デイサービスセンター
かりん

通所介護、１日
型デイサービス

〇 広島市西区 保育所、学童クラブ、通所介護　等

※同一法人経営
乳幼児の一時預かり、相談支援、
就労継続支援B型作業所の受け入れ
等

共生型障害福祉サービス

都道府県 事業所名称
母体介護保険

事業
住　所 法人が実施する他のサービス提供
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第２節 結果要点 

2018 年度から制度が発足した共生型障害福祉サービス事業に参入して現在まで２年間、事

業を継続できている事業者の事業責任者に対して訪問インタビューを実施した結果、従来から

の介護保険サービス事業に加えて、新たに障害児者向けの共生型障害福祉サービス事業に参入

するにあたって、本制度について十分に理解をすることの他に、以下の点を十分踏まえること

が重要であることの報告及び示唆をいただくことができた。 

 

１．共生型障害福祉サービス事業を円滑に立ち上げるためのポイント 

〇市町村担当部署、地域の先行して取り組んでいる介護保険サービス事業者、相談支援専門

員、障害福祉サービス事業者等への取材等を通して、共生型障害福祉サービスの地域のニ

ーズを把握し、自法人の目標、基本的な受け入れの理念、参入事業種別、受け入れる対象

層イメージ等を、現場職員（管理者や現場スタッフ）と共に考え話し合って、明確にし共

有する。 

〇既に先行して障害児者向けサービス事業への取組に実績のある事業者（法人内、他法人）

に対する視察、関連する外部研修受講等を通して、取組の意義や、取組に必要な知識や留

意点等を正確に把握し絞り込んでいくように努める。 

〇現場職員の経験や専門性も踏まえて、自事業所でどのような形で質の確保された共生型障

害福祉サービスの提供ができるか、現場で話しあって納得のいくサービス・支援の形を決

め、お互いに役割を理解しあってから始める。 

〇「共生型障害福祉サービス事業」の実績を積み重ねて少しずつ、職員の経験度を上げて、

受け入れられる利用者層の幅を広げていく「段階的な事業戦略」を持つ。 

〇相談支援専門員や地元自治体担当課の担当者等と、情報交換や側面支援を得られるような

関係性を構築する。 

 

２．立ち上げ後、事業を継続実施するためのポイント 

〇相談支援専門員や地元自治体担当部署の担当者等と、事業所が取り組んでいる内容や職員

の経験等について情報提供・交換をして、自事業所の共生型サービス事業実施の強みや対

応力等に関する理解を得られるように努める。 

⇒これに対応して、自治体の所管部署、障害児者の相談支援専門員等は、それぞれの利用

者がニーズに合った利用施設の選択ができるよう利用希望者に対する支援を行うことが

できるようになる。 

〇様々な利用者としっかり関わりながら、利用者個々の心身状態像や障害特性、個性を理解

し、職員間で共有し学び合いながら、利用者間の交流と個別支援対応ができる場づくりを

行う。 

 〇利用者の介護や医療依存度等の状態像、障害特性のアセスメントと現有のスタッフのケア

に関する専門性や力量、サービス提供時間内の配置等を総合的に評価しつつ、利用者間の
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ケアと支援と交流が適切に行うことができるよう、施設環境等の活用を図る。 

 〇共生型障害福祉サービス事業を継続していく中で、利用者の加齢や周辺競合環境の状況に

応じて、介護保険サービスの提供（介護給付費）の利用者、共生型障害福祉サービスの提

供（障害福祉給付費）の利用者の人数比率の変動が生じる。その比率の変動幅に応じて、

運営の安定化に向けて共生型サービスの事業実施体系の検討が必要になる場合がある。 

（例）「介護保険サービス事業所の共生型障害福祉サービス実施」形態と「障害福祉サー

ビス事業所の共生型介護保険サービス事業実施」形態の選択 

 

３．特に、障害児者に対するサービス提供の実績がない介護保険サービス事業者（注）が、共生

型障害福祉サービス事業に参入する場合について 

〇自治体担当部署や相談支援専門等との間で緊密な相談や意見交換を行い、介護保険サービ

ス事業者の積極的な取組に対して支持的・応援的な関係を構築できることが重要である。 

（例）①制度の理解支援、申請等における助言、②受け入れキャパシティに応じた利用ニー

ズの地域内での役割配分調整、③法人役員や現場職員向け研修会・勉強会等の実施。 

 

 （注）「従前、自治体の基準該当障害福祉サービスを実施していた」、「法人事業として隣接事業

所で障害福祉サービス事業を実施している」「法人内の現場スタッフの人事異動等を通して、

高齢者介護や自立支援支援、障害児者介護や自立支援を共に担当した経験を有する管理者や現

場スタッフがいる」、「現在の職員に、障害福祉サービス事業所勤務経験がある職員がいない」

等の介護保険サービス事業所に該当しない事業所介護保険サービス事業所。 
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第２章 各事業者の取組状況 

１．ヘルパーステーションくくる花巻  

 

事業所名 ヘルパーステーションくくる花巻 事業所所在地 岩手県花巻市野田 351-1 

介護保険サービ

ス 

訪問介護 共生型障害福祉サ

ービス 

居宅介護 

利用者層 

 

利用者規模 

 

・実利用者：40 人弱 障害児者の利用者

規模・特性 

７人 

 ・40 歳代前半の週１回利

用が多い。 

 ・男女半々程度。統合失

調症の方 等 

事業開始 2017 年 12 月 

  

サービス概要 ・おむつ交換・買い物走行・

通院介助等 

事業法人名 一般社団法人恵幸会 事業者本部所在地 岩手県花巻市野田 351-1 

法人の行う他の関連

事業 

・訪問看護 

・看護小規模多機能型居宅

介護 

・居宅介護支援 

・サービス付き高齢者向け

住宅 

共生型サービス

事業立ち上げ・運

営のポイント 

〇法人設立当初からの事業である訪問看護ステーション事業を実施している中で、当花巻

圏域に障害児者が利用できる訪問介護事業所が少ないことを把握しており、法人として、そ

の地域ニーズに応えられる訪問介護事業所の設立、及びその事業所における共生型居宅

介護の実施を決定した。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇当地域には訪問看護ステーションの立地が進んでいるものの、障害児者宅にサービス提供に入る訪問介護

事業所は、大手企業以外では少なかった。（その最大の理由は、介護保険サービス事業所は、本来の高齢者

向けサービス提供事業を実施することで十分事業採算を確保できるため、あえて障害児者を対象とする訪問

介護サービス事業にまで進出しようと思わない等のため。） 

〇当法人は当初から、「障害児者も利用対象とする訪問介護事業所」の設立を予定していたため、共生型サー

ビスが導入される前年に当訪問介護事業所を設立し、翌年 2018 年４月の共生型障害福祉サービスの創設に

合わせて、当訪問介護事業所の共生型「居宅介護」の指定特例を申請した。 

〇なお、2019 年 10 月に開設した看護小規模多機能型居宅介護でも、地元自治体の要請に応じ 2020 年３月に

「共生型生活介護」を開始する。報酬額については、介護給付額同等水準額を利用者負担分と自治体負担で

確保することで合意。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇共生型サービスが制度化される前から当訪問介護事業所では、障害児者に対する居宅介護の実績と経験が

あるヘルパー職員が在籍しており、特に立ち上げるために準備対応したことはない。 

〇現場のスタッフの意見を十分に確認し話し合いながら対応の仕方を進めるように注力した。 

運営開始以降の推移、対応、成果 

〇「当事業所に利用の要望をいただいても、そのサービスを提供できる国家資格を有する職員が在籍していな

い場合は利用希望に応ずることができない」ということについて、障害者の方に説明し納得いただくことに大変

苦労する場合がある。（例）通院介助の利用者の方の、病院への「同行援護」サービスニーズへの対応 

 

 



149 

 

今後の対応戦略・テーマ 

＜基本的な理念、方針＞ 

〇当法人は法人設立当初から「自分たち看護師の立場から、地域のニーズに比較して供給が不足しているサ

ービスを提供することを通して、地元自治体から頼りにされるサービス提供事業所となること」を事業実施の

基本目標・視点として取り組んできた。 

〇今後もその基本的な理念に基づいて、看護師としての専門性から地域に貢献できる居宅サービス提供の企

画開発・実施に取り組んでいく。 

＜看護小規模多機能型居宅介護事業所における共生型障害福祉サービスの実施＞ 

〇2019（平成 31）年 10 月、看護小規模多機能型居宅介護事業所を開設した当初から、共生型生活介護を実施

したかった。当時地域の療養通所介護事業所の廃止等が生じ地域資源確保の点から、地元市の参入勧奨も

いただいた。しかし当時の段階では、配置した看護師に対する「障害児者に対する看護教育」が十分修了でき

ていなかったため（職員は高齢者に対する看護については既に十分習熟していた）、共生型生活介護事業実

施は時期尚早と経営判断をした。 

〇なお、今後看護師の障害児者向け看護教育が修了次第、共生型居宅介護障害福祉サービス事業を実施す

る予定である。 

＜共生型障害福祉サービス事業の実施について＞ 

〇当市には、現在、障害児者が利用できるショートステイ事業所の立地が利用ニーズに比較して不足しているこ

とから、今後も新規の居宅障害者のホームヘルプサービスやショートステイの利用ニーズが見込める。したが

って、今後も共生型居宅介護、共生型短期入所等の共生型障害福祉サービスの実施展開に継続して取り組

んでいく。 

＜特に、今後のヘルパーステーションくくる花巻の対応戦略・テーマについて＞ 

〇訪問看護ステーションが併設されているため、医療依存度の高い利用者をヘルパーとセットで依頼されるパタ

ーンが多い。医師や看護師との連携を密にしながら、重度の障害児者に対応できるよう研修参加や資格取得

を目指し、質の高い訪問介護を実践できるよう計画していく。 

＜人材確保な状況について＞ 

〇現在のところ法人代表理事等の地域における各種普及研修事業、講師活動等を通して、地元のハローワー

クその他関係機関とのネットワークを構築し、必要な人材の確保は達成できている。今後の雇用環境変化に

も十分対応できるよう留意していきたい。 

各地の取組推進に向けて 

〇以下の見直し等を通して、今後一層介護保険サービス事業所が共生型障害福祉サービス実施を促進するも

のと期待できる。 

①共生型障害福祉サービスの指定特例に関する申請等事務手続きを簡素化すること 

②共生型障害福祉サービスの報酬を介護保険サービスと同等水準にすること 

③共生型障害福祉サービスを実施するにあたっての必要要件の緩和を行うことを行うこと 

（例）看護小規模多機能型居宅介護が共生型障害福祉サーサービスを実施する場合、そもそも看護小規

模多機能型居宅介護事業所の指定を得るために改めて別の訪問看護ステーションを設置しないと指定を

受けることができない。 
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２．ゆるるか  

 
事業所名 ゆるるか 事業所所在地 千葉県八街市文違３０１−７８２ 

介 護 保 険

サービス 

小規模多機能型居宅介護 共生型障害福祉サ

ービス 

生活介護 

利用者層 

 

利 用 者 規

模 

 

登録定員：29 名 障害児者の利用者

規模・特性 

1 日１名程度 

事業開始 2017 年５月 

※共生型生活介護：2018 年６月 

サービス概要 ・高齢の利用者と一緒に事業所で

過ごす。ゆったりとした利用環境

にあった、これまで他の事業所

で馴染めなかった障がいのある

方の受け入れに繋がっている。 

事 業 法 人

名 

特定非営利活動法人セブンエイ

チ 

・阪神淡路大震災のボランテ

ィアグループより、20 人程度

が集まって設立。地域に貢献

した活動を行うこと目的に高

齢者、障がい者、子どもにに

対する事業を展開。 

事業者本部所在地 千葉県八街市文違３０１−７８２ 

法人の行う他の関

連事業 

・地域密着型通所介護（定員：10

名） 

・居宅介護支援 

・指定特定相談支援事業所 

共 生 型 サ

ー ビ ス 事

業 立 ち 上

げ・運営の

ポイント 

○管理者が指定特定相談支援事業所の相談支援専門員を兼務していることから、地域の障

がいのある方の支援ニーズを把握している。 

○他の事業所で馴染めなかった中高年の障がいのある方に向けて、通所介護事業所で日

中一時支援事業に取り組む中、八街市から、共生型サービスが制度化される前年の年末

より、指定に向けての情報提供や支援があった。 

○共生型サービスを始める前から、障がいのある方に対応していたため、高齢の利用者も障

がいの利用者をスムーズに受け入れ。職員は、障がいのある方に対応することで、高齢者

を含め対応の幅が広がっている。身近な地域で地域の人を支えるという理念を伝え、高齢

者、障がい者の両者に対応することを受け入れている。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇2006 年に通所介護事業所、居宅介護支援事業所、訪問介護事業所を開設。通所介護の事業を行う中

で、複合課題を持つ世帯は多く、利用者の子どもに障がいがあり、困っている様子などをみて、2012 年

に、高齢者も障がいのある人もない人も共に暮らす地域の居場所として「共生型デイサービス ゆるる

か」を立ち上げ。２か所ある通所介護のうち、１か所で、日中一時支援事業を開始。 

〇2013 年、八街市から指定特定相談支援事業所を行ってみないかと声をかけられ、2013 年に開所。 

〇2017 年５月「小規模多機能型居宅介護 ゆるるか」を開設し、2018 年６月に共生型生活介護の指定を受

けた。 

（通所介護事業所で始めた日中一時支援事業は、小規模多機能型居宅介護への移行後に制度化され

た。現在も引き続き、生活介護が利用できない方などが利用可能）。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇地域の生活介護の利用者は、年齢層は様々だが、比較的元気な人が多く、当法人では、指定特定相談

支援事業所を行っていることから、障がいのある方の支援にニーズを把握しているとともに、障がい福祉

に関するネットワークがある中で、50～65 歳の障がいのある方で、外に出ることが苦手だったり、難しい

人の通所先や事業所が少ないことが課題であることを認識。高齢者の事業所だが、ゆったりと過ごしや

すい環境にあるため、他の事業所で馴染めなかった中高年の障がいのある方に向けて、通所介護事業

所で日中一時支援事業に取り組む。八街市の日中一時支援は月５日までと限りがあるため、八街市か

ら、共生型サービスが制度化される前年の年末より、指定に向けての情報提供や支援があった。障がい

福祉の担当部署と連携。 
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〇共生型サービスについて、主に、制度の相談は県の障がい福祉の部署、支援やサービス内容に関わる

相談は市の障がい福祉の担当部署に行っている。指定特定相談支援事業所を行っているため、市の障

がい福祉の担当部署と繋がっているが、そうでなければ、相談先はわかりにくいかもしれない。 

運営開始以降の推移、対応、成果 

＜推移、対応＞ 

〇障がいのある利用者は 50 歳程度で、精神障がい、知的障がいが多い。市内に指定特定相談支援事業

所が６事業所あり、お互いに情報交換しながら、障がいのある方の受け入れを行っている。 

◯共生型サービスが始まる前から、障がいのある方を受け入れているため、高齢の利用者も障がいの利

用者がいるものだと思って利用開始しており、違和感はないようである。共生型サービスによって、障が

いの利用者が日中一時支援事業の時よりも利用回数が増えてよかったなどと話している。 

◯職員の中には、障がいのある方への対応に戸惑いのある人もいる。個々多様であり、対応方法は異な

る。日中一時支援事業の時よりも利用頻度が増えたことで、接する密度が濃くなり、これまで目立たなか

ったことも、気になる場合がある。ただし、高齢者でも、例えば、認知症で戸惑うこともある。障がいのあ

る方に対応することで、高齢者への対応の幅が広がっている面もある。職員へは、地域で地域の人を支

えるという理念を伝え、職員も高齢者、障がいのある方に対応することを受け入れている。 

＜成果＞ 

〇利用者にとって、日中一時支援事業の月５回の制限から、支援ニーズに応じて月 22 回まで利用回数を

増やすことができるようになった。 

〇以前、障害福祉サービス事業所の生活介護に通ったが馴染めず、長く引きこもりの状態だった 50 歳代

の知的障がいの人が事業所から徒歩圏内におり、当事業所の共生型サービスを利用する中、利用日以

外も来たいといって、来てしまうくらい、馴染んでくれた。高齢者の事業所であるため、ゆったりしていて

居心地がよいようである。長い間、閉じこもりだった障がいのある方が、共生型サービスによって、高齢

者の事業所を利用することで、外に出るきっかけとなっている。 

〇介護者が仕事をしており、障害福祉サービス事業所の生活介護が 15 時半で終わってしまうため、終了

後、当事業所に移動して、引き続き、夕方まで利用している人もいる。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇障がいのある方の短期入所が地域で不足しているため、取り組みたいが、昼間と夜間では、障がいの

利用者の状況が異なる場合があるため、すぐに対応することは難しく、慎重に検討していきたいと考えて

いる。 

各地の取組推進に向けて 

〇共生型サービスの利用の仕方として、ずっと利用し続けるのではなく、状況に応じて、慣れてきたら、障

害福祉サービスの生活介護へ移行する等、通過点として捉える視点も大切である。共生型サービスは、

地域、社会に出ていくことが難しい人に対し、まず、外へ出ていく一歩を支援する役割を担っている。 

家族が高齢となり、いずれ子どもを施設へ入所することを考えている場合、閉じこもりの状態で施設に馴

染めるかを不安に感じている家族もいる。その場合も、まず、共生型サービスに通い、外の環境に慣れ

てから、施設へ繋ぐこともできる。 

〇重度心身障がい児の通所先や事業所が少ない。重度心身障がい児を共生型障害福祉サービス１事業

所あたり１人ずつでも受け入れてもらえるとよい。看護師が配置されていて、重度の障がいに対応できる

事業所が、得意分野を活かして、対応してもらえるとよい。自治体担当者にも、その点を理解して、推進

してもらいたい。 

○小規模多機能型居宅介護は 24 時間対応が可能である。また、規模の大きい特養など、様々な場で共生

型サービスが普及するとよい。 

〇市へ指定申請を行い、市から県へ連携してもらえるとよい。現場の状況などは市の方がよく理解してい

る。また、市町村の障がい福祉の担当部署は障がいのある方の地域の困りごとを把握しているため、介

護保険サービス事業所を管轄している高齢者福祉の部署と連携して、共生型障害福祉サービスを推進

していくことができるとよい。 

〇八街市では、障害地域自立支援協議会などを通じて、事業所間での連携もある。小規模多機能型居宅

介護の立ち上げから共生型を行おうというところも出てきている。困ったときに事業所間で相談できるネ

ットワークがあることも大切である。 

〇共生型サービスは地域を支えるサービスとして重要な役割を担うと期待している。サービスの拡大と理

解が進むとよい。 
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３．小規模多機能ホームふくおかの家 

 

事業所名 小規模多機能ホームふくおか

の家 

 

事業所所在地 千葉県東金市東中島 297 

介護保険サー

ビス 

小規模多機能型居宅介護 共生型障害福祉サ

ービス 

生活介護、自立訓練（生活訓

練） 

短期入所 

利用者層 

 

利用

者規

模 

 

登録定員：24 人 

・高齢者実利用者：

17 人 

・障がい者実利用

者：３人 

障害児者の利用者

規模・特性 

週２～３日、１～２名の利用 

知的障害及び身体障害の方 

利用サービスは、通い又は泊り

等 

事業開始 2018 年６月 サービス概要 ・特別なプログラムは設けず、利

用者ごとのなじみの生活や人と

のつながり等を大切にしながら

個別支援を実施。 

事業法人名 特定非営利活動法人ちば地

域生活支援舎 

事業者本部所在地 

 

千葉県東金市東金 421 番地 

 

法人の行う他の関連

事業 

・介護予防小規模多機能型居

宅介護 

・認知症対応型共同生活介護 

・就労継続支援 B 型、・相談支

援 

・児童発達支援、・放課後等デイ

サービス 

・企業主導型保育事業 

・生活困窮者自立相談支援事

業 

・その他各種地域福祉事業 

共生型サービ

ス事業立ち上

げ・運営のポ

イント 

〇当法人は、千葉県東金・山武地域での障がい児・者の地域生活課題に対応するため、

当時の千葉県の施策（健康福祉千葉方式・経済特区）を活用し、高齢者介護施設（デイ

サービス）での障害児者利用受入れ型から事業開始。国の障害福祉制度の改正に合

わせて対応し、かつ制度にないものは自費・ボランティアでの支援を実践しながら、共

生型サービスを推進・発展させてきた。現在は、福祉医療機構の一部助成事業の延長

において、困窮世帯でかつ要保護的な家庭の子ども達の支援なども実地している。 

また、現在市内３か所の小規模多機能型居宅介護で共生型サービスを実施している。 

〇利用者が 10 名前後の「小規模」な事業所なため、利用者個々の状態が見えやすく、利

用者に合ったサービスや支援を作りやすいく、関わりもしやすい。 

〇千葉県では、各圏域に県単事業で中核地域生活支援センターという民間事業者による

総合相談機関が設置されていたり、平成 16 年当初からの共生型サービスの普及・推

進などもあり、他地域よりも共生型サービスへの理解や普及が比較的理解されている

環境である。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇2005 年、千葉県の堂本知事時代の「富山型デイ」に沿った共生施設づくり推進（健康福祉千葉特区）に

共鳴し、千葉県内に総合相談の受け皿としての共生型の小規模通所介護事業所を同志とともに創設し

た。（当時は県内に 100 前後の共生型通所介護が立ち上げられたが現在も継続して共生型事業を実施

しているのは数か所の事業所。） 

・必要に応じた泊りや訪問の提供も実施：拠点名「鴇嶺（ときがね）の家」 

・障害児・者デイ、介護予防事業 

・生活介護・自立訓練・児童デイ等。 
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実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇上記のように、当法人は地域住民の課題を抱える家庭を支えることを目的として事業を展開してきてい

ることから、当然必要な事業枠組みと認識し介護保険サービス事業所を開始するに至った。 

運営開始以降の推移、対応、成果 

〇運営開始当初は毎日、障害児の利用はおよそ３～４人。少しずつ利用者が増えていった。特に子供の夏

休み等長期休暇の時期は親は子どもの預かり場所確保に苦労するため、当事業所がうわさになって利

用希望が殺到し、地元市から「障害児者の利用受入れは 10 人のうち３，４人までにしてください」と要望

されたこともある。 

〇事業者からみた「共生型サービス」の良さと課題 

 ＜良さ＞ 

  ・高齢者や障害者が「世話をされる存在」から「世話をする存在」に転換するきっかけができる。利用者

間の関係性を築く場の雰囲気づくりができる。 

  ・子どもたちにとって、多様な人、世代とのかかわりにより育ちの幅が広がる。 

＜課題となること＞ 

  ・各分野の支援や制度について理解することが必要。コーディネート力をつけること。 

  ・利用する子どもやかかわりが難しい障害者へのケアに集中しがちになる。利用者や家族の理解を得

ること。 

  ・特に多動性や強度行動障害等の利用者等、かかわりを多く必要とする利用者への個々の支援のあり

方を見つけていくこと。 

〇通所系の共生の場事業においては、全体の状況を俯瞰して見守り、職員の支援や利用者間の調整など

に適時コミットして、事故やケガ等のリスクが顕在化しないようなマネジメントができるスタッフを配置する

ことが必要な手法の一つといえる。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇多様な福祉ニーズを支える小規模な総合サービス拠点づくりを進める。 

〇「関係する制度は自分たちが進めたいと思う事業を構築するための道具である」と思って道具を使いこな

していきたい。 

各地の取組推進に向けて 

〇共生型サービスの推進に向けては、自治体において、共生ケア（病気や障害、年齢等で縦割りにするの

ではなく、人間関係を重視した支援）の理解と、専門職・施設機能等の効果的な活用のための共生サー

ビスの位置づけを指向することが重要である。 

〇「地域に住み続けを支えよう」との事業理念に基づいて要介護高齢者に対する在宅サービスを実施して

いけば、その同居家族の抱える多様な課題を合わせて受け止めることが必要になる。共生型サービス

は、多様な地域に住む家庭・世の要支援課題を受け止める枠組みとして有効な枠組みである。自治体

に対しては、その観点からの訴求が効果的である。 

〇今後、特に地域資源や専門職が限られる離島・中山間地域等を中心に、共生型サービスの重要性が増

すものと思われる。共生型事業の普及を推進するにあたっては特に、自分たちの地域の福祉課題や実

情の把握とそれに取り組む共生型事業所の理念や目的を固める、自治体の側面支援を得る、現場職員

の納得と協力を得る、地域住民の理解を得る等の面で、立ち上げ、運営を先頭に立って先導していく人

材の存在がポイントとなる。そのような人材の発掘・育成が普及推進のポイントとなる。 

〇また、共生型サービス事業は、現場に関わっているスタッフからみると、大変興味深い試みだと思うが実

際には事業に参入しにくい。 

まず、制度の報酬という観点では、介護保険の方が、基本単価が高く制度も比較的シンプルである

が、障害者総合支援法は、細かな加算設定などもあり、介護事業所からすると理解に時間がかかる。 

また、高齢者介護のスタッフは、基礎介護や医療的ケアが必要な人に対するケア対応は、比較的得意と

するものの、高度行動障害や精神障害等の生活支援に関してのスキルや経験値が十分でないことか

ら、受け入れ支援にあたっては不安が大きい。 

したがって、高齢者介護に専念してきた事業所は、共生型サービスを実施するにあたって、スタッフが

障がい者支援の基本の理解と制度の仕組み、必要なスキルの修得、体験実習が必要と考える。 
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４．デイサービスふぅ 

 

事業所名 デイサービスふぅ 事業所所在

地 

福井県越前市小野谷町 4-1-10 

介護保険サ

ービス 

地域密着型通所介護 

介護予防通所介護 

共生型障害

福祉サービス 

生活介護 

放課後等デイサービス 

利用者層 

 

利用者規

模 

・定員：10 名 

・実利用者：６名 

障害児者の

利用者規模・

特性 

31 名（放課後等デイサービス 21

名、生活介護６名） 

・生活介護の利用者は区分５，６

が多い。 

・2020 年度に介護保険に移行す

る生活介護の利用者がいる。 

事業開始 ・2012 年に居宅介護支援事業所を立

ち上げた。 

・2013 年３月に地域密着型通所介護

を開始。 

・当初は越前市内の他の住宅街の中

で事業を実施していたが、2016 年、

武生問屋センター内により広い敷地

を購入し事業所を建てて事業を開始。 

・障害福祉サービスは市の基準該当

生活介護、及び基準該当放課後等デ

イサービスから始めた。 

・2018 年６月に共生型サービスの指

定特例の指定を取得。 

サービス概要 ・対象：越前市、南越前町在住の

方 

・利用日：日曜日、年末年始を除く 

・利用時間：８時半～17 時 

・活動プログラム：行事毎に必要

な作り物やゲームを制作したり、

外出では、公園や展示会を見学

に出かけたりしている。午前は入

浴中心。放課後等デイの利用児

童が学校から帰ってきたら皆でゲ

ームを行う。 

・周囲は卸業団地のため地域住

民がボランティアで参加すること

はない。 

事業法人名 (株)風の家 

（営利法人の設立認可のために要す

る手続きが NPO 法人よりも時間がか

からなかったため） 

事業者本部

所在地 

福井県越前市小野谷町 4-1-10 

法人の行う他

の関連事業 

・相談支援事業 

共生型サー

ビス事業立

ち上げ・運

営のポイン

ト 

〇共生型サービスの指定特例を取得する前から、地元市の障害福祉サービス事業の基準

該当サービスの生活介護、放課後等デイを実施していたため円滑に申請に対応できた。 

〇法人所属の相談支援業務担当職員は障害者対応経験があるため、現場スタッフが障害

者の理解できない行動に直面した場合に、関わり方の助言を得て対応できる場合もあ

る。経験のある職員がいることが、介護職員が安心して取り組めることに繋がっている。 

〇障害児者の利用者それぞれにサポートブックを用意し、家族に日常のご様子や対応方法

を確認しながら取り組んでいる。 

〇障害児者の行動特性等に応じて個別ケア対応もできる空間的な配置の工夫を行ってい

る。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇現在の会社代表は地元市役所の保健師として業務を実施してきた。障害福祉サービス担当部署への異

動を契機に、障害児の受け入れ場所がないこと、また相談支援事業も始まったばかりで円滑な取り組み

が行われていなかった。自分がなにか障害福祉サービス関係の事業を開始できないかを検討していた。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇事業を立ち上げる同志の専門が介護保険サービス分野であったため、まずは居宅介護支援事業からス

タートした。次いで地域密着型通所介護、障害福祉サービス事業の基準該当サービスの生活介護、放

課後等デイサービスを実施した。 

〇指定取得に必要な書類の作成と提出、承認にあっては特に支障はなかった。 

〇強度の行動障害の障害者に対する個別ケア対応を行うスペース、ある程度個々の利用者自身が自由

に遊んでいられるスペース、障害児と高齢者とが触れ合うスペース等空間配置における工夫を行ってい

る。 
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運営開始以降の推移、対応、成果 

〇地域に立地する大手の障害福祉サービス事業所では、障害児者の利用要件が厳しいところもあり、当

事業所は、利用者や保護者の実態・要望に合わせて受け入れが出来るよう努力している。 

〇職員は、高齢者介護のみ実施してきているために、障害者ケアの実施経験がない。この介護職員体制

で障害者の利用者のケアを実施してもらうことから、職員側に障害者を受け入れる覚悟が必要であっ

た。 

〇最初の障害者の利用者は自閉症の女性であった。利用者にどのようなことをしてもらったらいいか模索

し勉強しながら必要なものを手作りで取り組んできた。 

〇特に行動障害の利用者に対する対応が最も難しい。試行錯誤しながら職員と一緒に取り組んでいる。 

〇地域では障害児者の利用ニーズが高齢者介護サービス利用ニーズよりも高い。 

〇強度の行動障害の利用者に対して個別ケア対応するためのスペースを確保することに課題を生じてい

る。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇生活介護の利用者には区分５，６の人が多いため、報酬確保の面から、「生活介護」を核として「共生型

通所介護」を行う障害福祉サービス事業所指定に切り替える予定である。 

〇支援区分３，４の利用者に対する就労的な活動プログラムを企画構想したい。その活動のためのスペー

スが必要となる。 

〇今後は、障害児者の支援や介護福祉士等資格取得のための外部研修に積極的に介護職員を参加させ

たい。 

各地の取組推進に向けて 

〇行政は、まずは地域の利用ニーズの把握を積極的に行い、積極的に地域の実態に関する情報を介護

保険サービス事業者に提供していくことが求められる。その積極的な情報提供を通して、介護保険サー

ビス事業者は地域における障害児者のサービス利用ニーズの量と内容を把握することが可能となる。 
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５．生活クラブ風の村ショートステイさくら 

 

事業所名 生活クラブ風の村ショートステイさく

ら 

事業所所在地 千葉県佐倉市山崎 529-1 

介護保険

サービス 

短期入所生活介護 

介護予防短期入所生活介護 

共生型障害福祉サ

ービス 

入所介護 

利用者層 

 

利用者規模 

 

・定員：22 名 

・１日平均利用者 22

名 

障害児者の利用者

規模・特性 

４人（当拠点に立地する「生活ク

ラブ風の村重心通所さくら」の利

用者） 

事業開始 2007 年 11 月 サービス概要 ・２フロアで全室個室。各フロア

に個別浴槽、リビング、食堂設

置。 

事業法人

名 

社会福祉法人生活クラブ 

2004 年に従前の一部事業を統合

し、あわせて、法人名称を当名称に

変更し新たにスタート。 

2011 年に呼称を「生活クラブ風の

村」とする。 

事業者本部所在地 佐倉市王子台 1-28-8 

法人の行う他の関

連事業 

・全県を８つのエリアに分けて事

業を運営：「佐倉・成田」「八街・

茂原」「千葉・市原」「流山」「柏」

「船橋・市川」「君津」「しごと・くら

し事業部」 

・高齢者支援事業、子育て支援

事業、障がい児者支援事業、医

療サービス、相談事業を実施。 

共生型サ

ービス事

業立ち上

げ・運営

のポイント 

〇当法人は、設立当初から、赤ちゃんから看取りまで、人生のすべてのステージで必要とされ

る支援、応援をすること、誰一人として孤立せず、排除されない「地域共生社会」づくりに取

り組むことを目指している。本事業はその一環として開設。（現在、「柏エリア」でも実施中。

また、次年度は別エリアでも開始予定。） 

＜法人略史＞ 

・1998 年生活クラブ生活協同組合千葉（生活クラブ虹の街）を発足させ、以降、全国の地域

生協として初のホームヘルプサービス事業を実施、2000 年に特別養護老人ホーム「風の

村」開設、以降、保育園、障害者の通所事業所その他を全県で展開。 

〇当拠点内の重度心身障害者通所介護「さくら」の利用者のうち、障害程度が軽度の方を利

用対象としている。 

〇介護職員と十分話して職員の対応負担感を軽減させてスタートした。（例）利用者の入浴サ

ービスは拠点内の「生活クラブ風の村重心通所さくら」（生活介護・児童発達支援・放課後

等デイ）で行うこととした。 

〇現場では主任クラスが最初にケアの仕方を若手職員に見せて、「いつでも職員に対するサ

ポートをするよ」と支援体制を構築し経験の浅い職員の不安を軽減することに努めた。 

〇近隣に同法人の障害児者施設が立地し相談相手がいる。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇当法人のトップが「共生型サービスを実施する」基本方針を打ち出し、その基本方針を受けて当拠点の

「生活クラブ風の村重心通所（重症心身障害者通所事業）さくら」所長から「重心通所介護の利用者向け

の宿泊サービスを当事業所の空部屋で実施できないか」との相談・提案があった。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇千葉県に「共生型短期入所生活介護」を申請する過程で、管理者が異動し現管理者（大学で障害者ケア

を学んだ社会福祉士。高齢者介護現場経験年数 15 年）と交替した。 

〇高齢者の短期入所生活介護職員に対する説明や理解を得ることには苦心した。高齢者介護と障害者の

スキルは同じではないから特に経験数年の職員には「できるのだろうか」という不安感、負担感が大きか

った。 

〇職員に対して「高齢者介護と障害者介護は土壌もスキルも違うけれど、考え方はひとつだよ。共生型サ

ービスに取り組む仕事を通して、職員みんなで利用障害者のニーズを理解し合いながら、利用者さんも

含めてお互いに学びあっていけばやっていければ大丈夫だよ。いい勉強にもなるよ。」と説得した。 
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〇近隣に同法人の「放課後等デイサービス」が立地しており、協力・協力関係を構築し当事業所の相談相

手となっている。 

〇「同性介助を希望する利用者」に対しては可能な限り同性介助を実施している。（特に女性利用者の場

合。） 

運営開始以降の推移、対応、成果 

＜推移＞ 

〇開設当初は、利用者の中で自分の意思を伝えることができる利用者を、「さくら」が当事業所の利用者と

して選定し、共生型サービス事業を開始した当初は「さくら」の職員がサポートで派遣してくれていた。 

〇その後当事業所の職員の経験値も向上したので、現在は「さくら」の職員はサポートには来ていない。 

＜利用について＞ 

〇１回利用の基本は「夕方 16 時頃来所～翌日９時退所」。 

〇１か月間の平均利用回数は２回程度で、利用１回当たり日数１～２日、利用している。 

＜成果＞ 

〇半年間をかけて、利用者と職員の対応体制を構築した。 

〇認知症高齢者の利用者は子どものケアをしてあげたいという視線で子をみてくれ、また、子どもは子ども

なりに高齢者なりのケアをする役割を発揮しようしてくれる関係性ができる場合がある。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇将来は障害児だけでなく障害者の利用受入れも実施することが目標である。 

〇現在、当法人では「柏エリア」の短期入所介護でも共生型入所介護を実施している。次年度には当法人

の実施実績と経験を活かし、別のエリアでも新たに「共生型短期入所サービス（特養併設型）」を創設す

る予定である。 

各地の取組推進に向けて 

〇今後、以下の取組が進むにしたがって、全国各地で展開されることが期待できる。 

・実践している事業所、職員同士の情報交流等を図るための「共生型サービス事業者協議会」（分野別）を

設立する。 

・その組織等を中心として、事業立ち上げ・運営に関する研修会や職員の教育学習のための研修会を企

画実施する。 

〇共生型サービス事業を開始する方法として「徐々に現場職員が経験を踏んで受け入れられる対象層の

幅を広げていく」手法が構築されればより普及するものと思われる。 

〇医療ニーズが高い利用者の受入れ可能な事業所が地域では不足しており、看護職の配置に対して制度

上の支援措置も必要である。 

〇単独型事業所が「共生型サービス」を開始するにあたっては、障害児者のケアに関する外部研修受講等

を活用して、法人本部が共生型サービス担当職員に対する教育を十分に行うことが重要である。 

〇中期的には、知的障害児者や重症心身障害者の共生型サービス事業従事経験者で知見を蓄積した人

が養成校等で教えるステージになれば普及が進むと思われる。 
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６．小規模共生ホームひらすま、 
小規模多機能ホームひらすまあらいべ 

 

事業所名 ①小規模共生ホームひらすま 事業所所在地 富山県高岡市 

①木町 2-25 

②木町 1-40 ②小規模多機能ホームひらすまあらい

べ 

介護保険

サービス 

①通所介護、居宅介護支援、短期入所

生活介護 

共生型障害福祉

サービス 

①生活介護、短期入所、児童

発達支援、放課後等デイサー

ビス 

②小規模多機能型居宅介護 ②生活介護、放課後等デイサ

ービス、短期入所 

利用者層 

 

利用者規模 

 

①・定員：10 人 

・実利用者：12 人 

障害児者の利用

者規模・特性 

・利用者の居住圏域は 15 分圏

内に居住している。 

・利用する障害児者の性別は

男性割合がやや高い。 
② 

・登録定員：25 人 

通いの定員 15 人 

宿泊の定員７人 

・平均１日利用者：

12 人 

事業開始 ①2004 年４月 事業者本部所在

地 

富山県高岡市 

②2012 年４月 

事業者名 特定非営利活動法人ひらすま 法人の行う他の

関連事業 

・乳幼児の一時預かり 

・相談支援 

（基準該当「自立訓練」は実績

がないので廃止） 

・就労継続支援 B 型作業所の

受け入れ 

当事業参

入のポイ

ント 

○当事業所は、共生型サービスの指定取得以前から「富山型デイ」として高齢者と障害児者

を受け入れを 15 年間経験してきた。その経験に基づいて円滑に共生型サービスを開始で

きた。 

〇当法人では代表と副代表が看護師、２つの事業所でも看護師の職員が４人配置している

が、「医療をしたい」看護師ではなく「利用者に寄り添い、生き方を支えたい」という意欲に基

づいて仕事をしている人ばかり。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

○「このゆびとーまれ」に出会い、2004（平成 16）年から「富山型デイサービス」として当事業所を開設し、障

害児者を受け入れてきた。共生障害福祉サービスの指定を取得したのは、その新たな枠組みには加算

が組み込まれたため。（市内には当事業所以外にも自治体の基準該当サービスとして障害児者の受け

入れを実施している介護保険サービス事業所があるが、これらの事業所では、共生型サービスの指定

申請をしないというところもある。） 

○「障害をもつ人や子ども、要介護者等の困っている人が入所施設に入らずに自宅で住み続けていくこと」

を支えることを目指している。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

○開設当初は、障害児者のケアについて職員の知識が不足している部分があり、困難もあったが、職員が

利用者から学んで経験を積んだことで乗り越えた。 

○その後 15 年ほど「富山型デイサービス」を続け、平成 30 年から共生型サービスの指定を取得したため、

共生型サービス開始に伴った困難は生じなかった。 
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運営開始以降の推移、対応、成果 

○共生型サービス開始前は、障害児者の利用受入れは、障害福祉サービスの法定給付や地元市の基準

該当サービスの給付により収入を得ていたが、基準該当サービスには加算がなかった。共生型障害福

祉サービスには、サービス管理責任者や児童発達支援管理責任者、保育士または児童指導員の配置

による加算があるため、指定を取得して以降は、利用者１人につき収入が 1.5 倍ほど上がった。 

○事業を続ける中で職員のスキルも育ってきた。小規模の施設であるため、利用者・職員ともに互いの苦

手な分野をわかっていてサポートしあう関係がができている。 

〇現行の小規模多機能居宅介護における共生型サービスにおいては、訪問介護を実施することができな

いが、当事業所では無給付で、すなわちボランティア事業として必要な利用者宅には訪問介護に出向い

ている。 

〇サービス付き高齢者向け住宅の増加も影響しているのか、当事業所の高齢者の利用が減少傾向にあ

る。 

今後の対応戦略・テーマ 

○事業に係る申請や報告等業務量が多いこと等のため、現在の事業所数をさらに増やすことは、現在のと

ころ考えていない。 

○グループホーム等他事業の展開を今後検討することはあるかもしれないが、当事業所を運営しながら展

開することは難しいだろう。 

各地の取組推進に向けて 

○利用者となった障害児者から学び、得られたものを自分たちのスキルにしてほしい。 

○地元市では、障害福祉サービスを基準該当サービスで行っている事業所は多いが、共生型障害福祉サ

ービスの申請に係る事務手続きが煩雑であるために、指定を取得しないという事業所もいる。申請に係

る事務手続きの煩雑さをより改善すれば申請は増えるものと思われる。 

〇高齢者介護サービス基盤整備と比較して障害福祉サービス基盤整備は進んでいないことを背景に、障

害福祉サービス基盤整備担当課では、介護保険サービス事業所による共生型障害福祉サービス事業

の実施を歓迎している。 

〇肢体不自由の障害者は要介護高齢者のケアと関連性があるといえるものの、知識が不足している病気

や知的障害等の障害者のケアについて予測がつかないことから、現場職員が、どうケアをしたらいいの

か戸惑うということがある。すなわち事業経営者が「共生型サービスを実施しよう」と進めたとしても現場

職員のケアが追い付いていけないという場合である。したがって現場のケアの対応が整っていない場

合、利用受け入れの幅を制限するという選択肢も必要である。例えば、週に１度だけ、共生型障害福祉

サービス利用者を受け入れる等がある。 

〇介護保険サービス事業所が共生型障害福祉サービス事業も行う場合、障害者のケアの経験がなく慣れ

ていない場合、対応に戸惑うということはある。 

〇現行、事業者が新たに地域密着の通所介護事業で共生型障害福祉事業を実施したいと思ったとして

も、現在の市の介護保険サービス事業計画で、地域密着型通所介護の整備目標が提示されていない

限り、共生型生活介護事業をはじめることができない。この現行枠組みを改変すれば普及が進むものと

思われる。 
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７．デイサービスいっしょ家 

 

事業所名 デイサービスいっしょ家 事業所所在地 福井県越前市家久町 74-14-1 

介護保険サ

ービス 

地域密着型通所介護 

介護予防事業（総合事業） 

共生型障害福

祉サービス 

生活介護、自立訓練（生活訓練） 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

利用者層 

 

利用者

規模 

・定員：通所介護

＝13 名 

・実利用者：20 数

人 

障害児者の利

用者規模・特性 

10 人前後/1 日 

事業開始 ・2008 年 6 月に介護保険通所

介護事業指定取得、同時に基

準該当障害福祉サービス事業

を開始 

・2018 年 10 月に共生型の生

活介護、自立訓練（生活訓

練）、放課後等デイサービス事

業をスタートした 

サービス概要 ・対象：越前市・鯖江市・南越前町在住

の方 

・利用日：正月、お盆を除く 358 日 

・利用時間：９時～17 時 

決まったスケジュールはなく、思い思い

に過ごす 

・１日の流れ：健康チェック→朝の散歩

→昼食づくり→随時入浴→弁当持参で

公園ランチ 

→プール、公園で遊ぶ、おやつ作り、

合唱等→おやつ 

事業法人名 特定非営利活動法人いっしょ

家 

事業者本部所

在地 

福井県越前市家久町 74-14-1 

法人の行う関連

事業 

・地域密着型通所介護、・介護予防通

所介護（総合事業） 

・共生型障害福祉サービス 

・日中一次支援事業 

・制度外デイサービス・ショートステイ 

共生型サー

ビス事業立

ち上げ・運

営のポイン

ト 

〇従来から「富山型デイサービス」であったため、基準該当から「共生型障害福祉サービス

事業」に移行しただけ。中身は変わっていない。 

〇共生型サービスに移行するきっかけは、地元自治体からの情報提供ではなく、実施を勧

める地元の同業者の後押しであった。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇「富山型デイ」研修を受けて勉強し２００８年に現在の借家で共生型の「介護保険通所介護」で基準該当

障害福祉サービス事業を開始した。事業を始めた当時は、高齢者介護の経験しかもっていなかった。 

〇事業所を開設して最初の障害児・者の利用者は、夏休みを前にした数人の障害児である。そこからあっ

という間に母親の口コミ(多分)で利用申し込みが集まった。地域の障害児をもつ家庭に「日中、障害児の

居場所」の潜在的なニーズがあったということだ思う。 

〇他の利用施設では断られて居場所がなくなった障害児・者や高齢者を受け入れてきた。当初より、障害

児・者の利用者が高齢者を上回っている。 

〇2018 年に始まった「共生型サービス」に当事業所も移行するつもりであったが、市内の同業者の経営者

の女性の方からのアドバイスと後押しがあって、実施に至った。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇従来から地元市の基準該当障害福祉サービス事業に取り組んでいたこともあって、特に立ち上げるまで

の課題等はなかった。 

〇地元市のスタンスは積極的な側面支援・応援いずれでもなく中立的であった。 
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運営開始以降の推移、対応、成果 

＜事業収支について＞ 

〇地元市の基準該当サービス時代よりも、事業収入が増加し、採算は黒字に転換した。（加算の効果）。そ

の成果で、職員の処遇改善や臨時報酬を支給することができた。 

＜利用者の推移＞ 

〇年々、障害者の利用者数が増加、高齢者の利用が減少傾向にある。当初からの利用高齢者が加齢に

より亡くなる方や入院される方が生じたため。障害の方は子どもから大人まで何らかのサービスを当て

はめられるので、ずっと関係が続く。 

＜共生型サービスの運営上のポイント＞ 

〇利用者のことをよく知り、理解して、ともに成長していける場を提供できたら幸せである。 

〇利用する高齢者も障害児・者もお互いに受け入れあい、より寛容になって、いい関係になっている。 

〇いろんな人がいて、いろんなニーズがあることで、常に、職員の側にも学びがあり、おもしろく楽しい。 

〇ご近所の人たちも散歩中に声をかけてくれたり、立ち寄って利用者と交流してくれている。作業を一緒に

したり、昔の遊びなども教えてくれている。そのような周辺地域の高齢者の中には、「いずれ利用したい」

方もいるが、「立ち寄って触れ合う場」としてはよいものの、「自分が利用する場」としての認識は低い方

もいる。リハビリ的な運動や手作業等ができる通所介護を利用したいようだ。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇「だれでも」「いつでも」「いつまでも」を実現させたい。地域で、その人らしい暮らしを支え、看取りまで寄り

添っていける場でありたい。 

〇交流活動や遊び場がある住戸を増築する予定である。 

各地の取組推進に向けて 

〇地域で多世代、いろいろな考えの人、多様な人たちが皆で助け合って、育っていく、本来の社会の仕組

みであり重要である。各地域で根付いてほしいと考えている。 

〇当事業を実施する施設改築等の費用に関する支援制度を拡充してほしい。 
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８．ショートステイくらがいけ 

 

事業所名 ショートステイくらがいけ 事業所所在地 愛知県豊田市岩滝町高入 40-1 

介護保険

サービス 

短期入所生活介護 共生型障害 

福祉サービス 

短期入所 

利用者層 

 

利用者規模 

 

・定員：25 名 

 

障害児者の利用

者規模・特性 

・年齢層は 20～40 代 

・利用者の居住圏域は 30～40 分

圏内。 

・定員 25 名のうち、１，２名程度。 

事業開始 2009 年４月 

共生型障害福祉サービス開始

は 2018 年 2 月 

事業者本部所在

地 

愛知県尾張旭市 

事業者名 社会福祉法人 旭会 法人の行う他の関

連事業 

・地域密着型特別養護老人ホーム

（定員 29 名） 

・認知症対応型デイサービス（定員

12 名） 

・小規模多機能型居宅介護（定員

29 名） 

・訪問介護 

・ケアプランセンター 

・地域包括支援センター 

（法人として積極的に制度外の地域

ニーズに対応する新たなサービス

開発に取り組んでいる。（例）「移動

支援サービス」） 

当事業参

入のポイン

ト 

○事業開始前に、施設長が共生型サービスに対する想いを伝え、生活相談員、リーダー、

スタッフがお互いに協力相談しながら事業を進めるという運営方針を共有して進めるこ

と、職員の不安をできるだけ軽減することに努めることを現場スタッフとで確認した上で着

手した。 

〇地域の障がい福祉サービス事業所の協力を得て、施設見学等を通して勉強し、おおよそ

のケアの感覚をつかんで着手した。 

○自治体（障がい福祉課）担当者や相談支援専門員等と密な連携をとり、さまざまな面で協

働対応体制がとれている。 

○障がい者の利用受け入れの経験がそれまでないことから、まずは当事業所の共生型障

がい福祉サービスは比較的軽度な障がいを持つ方の受け入れを担当し、ケア難易度の

高い障がい者の受け入れは、既存の専門性の高い他の短期入所事業所が重点的に担

当するという、地域での事業所間の役割分担関係が構築出来ている。 

○地域の関連機関や専門職等と「顔が見える」関係性を築いているため、困りごとが生じた

際は、そのネットワークからの支援を受けて解決に向かうことができる。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

○市の社会福祉協議会の地域福祉活動計画で、「共生型社会」「共生型サービス」がテーマとなったこと、

2018 年の介護福祉法改正で共生型サービスが始まり、時を同じくして、短期入所生活介護の稼働率の

向上が課題となってきていた。現施設長が当法人での実施に関して関心を持ち、実施に向けて取り組む

こととなった。 

○市内では障がい福祉サービスの短期入所事業所が不足しており、当法人も社会福祉法人として、そうし

た地域のニーズに対応することを目指していた。その経緯もあり、申請した。 

実際に立ち上げまでの準備対応のポイント 

〇まずは、自治体の障がい福祉課に事前相談に伺った。地域資源整備に意欲的な所管課として、さまざま

な質問と相談に対応してくれた。（例：既存の人員配置で配置基準を満たすこと等のレクチャー） 

○施設長が現場リーダーや現場職員と、「共生型入所介護」を開始するにあたって必要になることのすり合

わせを丁寧に行った。 
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○特に現場職員に対しては、高齢者と介護量がさほどかわらないこと、比較的軽度の障がい者を受け入

れることを強調して伝える等の配慮を行った。また職員の中に１名障がい福祉サービス提供経験がある

スタッフがいたこと、障がい福祉サービス事業所への視察を行ったことも職員の不安軽減につながった。 

○相談支援専門員と密に連携を取って、職員の不安を軽減していった。相談支援専門員が、障がい福祉

サービス短期入所事業所の様子を DVD で見せてくれたり、利用者がこだわりと感じている部分をまとめ

て例示してくれたことで、職員の中でも障がい福祉サービスの利用者を受け入れるイメージができた。 

○自治体（障がい福祉課）が当事業所を障がい者の利用受け入れ資源として、大切に支援してくれてい

る。申請時の書類手続き等においても、市職員から各種の助言を受けることができた。 

運営開始以降の推移、対応、成果 

○指定取得後は、相談支援専門員のネットワークでの情報共有からか、利用申し込みが殺到しそうになっ

たが、市障がい福祉課、担当の相談支援専門員が、利用ニーズを地域の他の施設に振り分けてくれ、

当事業所が運営継続できる環境づくりをしてくれた。 

○現在、比較的軽度の障がいをお持ちの方（イメージとしては要支援２～要介護３の方）を受け入れてお

り、ケアの難易度が高い方については従来の障がい福祉サービスの短期入所施設を利用していただく

という役割分担について、市の障がい福祉課担当者や相談支援専門員とも意識共有している。 

○現在までに５～６名ほど共生型障がい福祉サービスの利用者を受け入れており、定期的な利用となっ

た。当初は不安もあった現場の職員も「自分たちに何ができるか」を主体的に考えるようになった。 

今後の対応戦略・テーマ 

○今後も相談支援専門員との連携を密にし、利用実人数を増やしていきたい。障がい種別の異なる多様

な障がい者と高齢者が少しでも一緒に過ごすことができる環境づくり、サービスづくりを進めていきたい。 

○障がい者が介護保険に移行した後も安心して利用できる「顔なじみの関係性」をつくりたい。 

○2020 年６月より、同事業所内地域交流スペースで子ども食堂を開始する予定である。 

各地の取組推進に向けて 

〇①自治体所管課や相談支援専門員等が意欲のある事業者に対する指定取得や持続的な運営ができる

よう、丁寧な側面支援を行うこと、②法人責任者、管理者、現場リーダー、現場スタッフ間で意識共有を

図りながら、スタッフが不安を抱えながらケアを進めることがないような体制を、相談しながら構築するな

どが重要である。 
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９．デイサービスセンターかりん 

 

事業所名 デイサービスセンターかり

ん 

事業所所在地 広島市西区小河内町一丁目 13 番 3 号 

介護保険サ

ービス 

通所介護 

１日型デイサービス 

共生型障がい

福祉サービス 

生活介護 

利用者層 

 

利用者

規模 

・定員：32 名 

・実利用者：70

名 

障がい児者の

利用者規模・特

性 

６人 

事業開始 ・1997 年広島市の委託とし

て開始（1995 年に自主事

業で地域の寄り合い所とし

てスタート） 

・2018 年 11 月に共生型生

活介護の指定特例を取

得。 

サービス概要 ・対象：西区、中区在住の方 

・利用日：日曜日、5 月 3～5 日、8 月 14

～15 日、12 月 30～1 月 3 日、3 月 31 日

を除く 

・利用時間：９時 00 分～16 時 01 分 

・主な行事：かりん寿司、お花見、ソーメン

流し、クリスマス会、新年会、うどん作り、

餃子作り、その他行事 

事業法人名 社会福祉法人西中国キリ

スト教社会事業団 

事業者本部所

在地 

広島県廿日市市 原 362 番地の 2 

法人の行う他の

関連事業 

・当事業団の担当圏域（広島、山口、島

根）に施設拠点が５拠点ある。当「広島キ

リスト教社会館」はその拠点の１つ。 

・当拠点の事業所構成：保育所、学童クラ

ブ、通所介護、訪問介護、居宅介護支

援、ひとり親家庭等居場所、認知症カフェ 

・法人全体の実施事業（他の拠点）：障が

い者自立支援アパートメント、ケアハウ

ス、通所介護、居宅介護支援事業所、特

別養護老人ホーム、短期入所生活介護、

認知症通所介護、障がい福祉サービス。 

共生型サー

ビス事業立

ち上げ・運営

のポイント 

〇当社会館は、敗戦後に設立されて以来、障がい児者を含めた通所系事業に取り組んで

きた。 

〇その後の社会福祉制度改正の中で、障がい児者向けの利用事業所とその他の事業所

が分離され別々の整備が進められてきた。 

〇今回の共生型サービ事業が制度化されたことは、当法人の当初からの理念に基づく事

業を再び展開できることと受け止めている。 

共生型障害福祉サービス立ち上げの具体的な経緯 

〇当社会館は、敗戦後間もなく、宣教師が来て部落差別と地域の現状に触れ、原爆により壊滅した施設の

再建と責任を感じ、障がい児も利用する保育所建設に取り組んで設置したもの。障がい者の作業所とし

ても貸与していた。 

〇その後、児童向けの事業の制度が「学童クラブ」と障害児向けの「放課後等デイサービス」に分かれたた

め、当拠点では発達障がい児や身体障がい児等の障がい児の支援と関わることが少なくなっていた。 

〇通所介護に通っている障がい者のつれあいから、「障がいがあっても仲間と関わって行きたい」という発

言を聞き、通所介護の管理者職員（以前、障害者のヘルパー事業にかかわっていた経験がある）が、高

齢者と障がい者の共生型を行いたいという思いを聞き、「共生型サービス」を検討するきっかけとなった。 

〇当担当地域（西区、中区）には障がい者向けの利用施設の整備が少なく、そのため、地域に出てこられ

ず・参加できずに埋もれている障がい者がいる。その受け皿として新たに始まった「共生型サービス」事

業を活用すると、当事業所の事業収益確保上もメリットになると判断した。 

〇事業を立ち上げるにあたって、知り合いの重度身体障がい者施設に相談にも伺い、さらに地元市の障が

い担当福祉課にも質問・相談に何度も出向いた。 
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〇最終的には、法人の定款変更の必要がない事業を検討し、介護保険上の通所介護と類似している要素

がある障がい福祉サービス「生活介護」の実施に焦点を絞った。 

実際に立ち上げるまでの準備対応のポイント 

〇共生型サービスが始まって間もない頃は、地元市の障がい福祉サービス担当課における相談対応体制

(共生型サービスの知識)が十分ではなかったこともあり、事業者が相談してから実際に指定特例の指定

を得るまでに、かなりの労力と時間を要した。ただ、現在は、担当体制が整って相談しやすくなっている。

その他に申請時に生じた課題はなかった。 

運営開始以降の推移、対応、成果 

〇2018 年１１月に共生型サービスを開始して 

 ・予想以上に、相談支援専門員から障がい者の利用受入れの問合せが寄せられた。（例）近く 65 歳にな

る利用者、他の利用施設では利用を継続できなかった若い障がい者。 

〇利用者間の関係性について 

①他の利用施設で利用がうまくいかなかった人を受け入れているため、いわゆる「対応が難しい」障が

い者が多い。現状では、利用している高齢者からの不満を管理者がすべて受け止めている。 

（例）高齢者利用者に対して「うるせえこのばばあ」と発する。好き勝手に動き回る。 

  ②重度の要介護度（寝たきり等）の高齢者に対して、障がい者が思いやりを示すこともある。 

  ③高齢者が、若い障がい者に箱の作り方を教えたりすることもある。 

  ④機嫌のよい時は、職員の手伝い等もでき高齢者から褒められる場面もある。 

〇共生型サービスの特性 

  現在、制度により「学童クラブ」と障がい者向けの「児童デイ」で分かれているが、以前は学童保育の中

で、障がい者の子どもたちも同じ生活空間で過ごしていた。その頃、利用されていた障がい者の方が「共

生型サービス」を使う事で、再び当社会館に帰ってくることが出来た。地域に根付いたサービスを行って

きた当社会館としては誰もが利用できる居場所となっている。 

今後の対応戦略・テーマ 

〇今後、共生型生活介護事業の利用者を増やしていきたい。しかし現行の報酬単価体系では困難な状況

である。 

〇重度行動障がい、医療依存度の高い障がい者の受け入れには、医療機関の協力医との密接な連携が

必要なため、当面当事業所では受け入れる力がない（障がい児者に関して習得している介護職員が少

ない）。 

〇研修等を重ね、知識を得た上で、ひとり一人の障がい者をかりんとして、どう対応していくか検討してい

く。 

各地の取組推進に向けて 

〇サービス事業者は、取り組むにあたって、「そもそも、自分たちはどういう目的を掲げて共生型サービス

を行うのか」を明確にする」ことが必要である。 

〇共生型サービスを始める前と比較すると、申請や請求事務等に要する労力が倍になっている（単純化し

て言えば従来と比較して２倍の書類作成と提出が必要になったため）。これは新規参入に関してはかな

りの障壁である。申請と請求に関して必要な届け出事務を可能な限り一本化していただきたい。 

〇自治体の届け出事務担当窓口は、当制度に関する相談対応力を一層向上されたい。 

〇現在の報酬単位体系を事業採算性だけから評価すれば、従前実施してきた介護保険事業のみを実施し

ていたほうが、事業採算性は良い。若い障がい者で区分３以上の利用者は高齢者利用者と比較して多

くのケアの手を必要な場合が多い。そのため、若い障がい者の利用が多くなるほど、共生型生活介護で

はなく単独の「生活介護」事業を実施したほうが事業採算上得策である。（共生型生活介護は利用障が

い者の区分で報酬単価が変わる体系になっていないため。（例）共生型生活介護サービス費（Ⅰ）の報

酬単価は 694 単位であるが、必要なケア量と質から言えば、本来は（Ⅱ）の 854 単位程度は必要であ

る。） 

〇共生型生活介護の一層の普及を図るにあたっては、生活相談員をサービス管理責任者と同等にみなす

等の制度を改正することも効果が期待できる。 

〇障がい者支援は、介護保険に比べるとカンファレンスが少なく、他事業所の様子等を知る事ができず情

報不足を感じる。 
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第Ⅳ部 介護サービス事業者、自治体所管課等向けの研修会 

第１章 開催概要 

以下の通り企画・実施した。なお、大阪での開催は、新型コロナウィルス感染予防のため、開

催を中止した。 

 

 研修会【東京会場】 研修会【大阪会場】（開催中止） 

開催日 

開催時間 

２月 25日（火） 

13：00～16：00 

２月 27日（木） 

13：00～16：00 

タイトル名 
「共生型障害福祉サービス事業」研修会 

開催趣旨 「共生型障害福祉サービス事業」の立ち上げ・運営に関するノウハウや留意点情報を提供する。 

主たる聴講

者 

「共生型障害福祉サービス事業」の実施に関心がある介護保険サービス事業者 

自治体職員（障害福祉課 等） 等 

聴 講 者 数

（目標） 
40～60人 40～60人 

登壇者 

〇事例報告 

〇パネルデ

ィスカッ

ション 

・コーディネーター:平野委員長 

・佐伯知華子（特定非営利活動法人ひらすま

理事長） 

・茂木有希子（株式会社 ハート＆アート 代

表取締役） 

・尾崎 洸哉（豊田市障がい福祉課 主査） 

・厚生労働省（障害福祉課） 

・コーディネーター:平野委員長 

・太齋寛（特定非営利活動法人 ちば地域生活支

援舎 理事・事務局長） 

・川原秀夫（特定非営利活動法人 コレクティブ

理事長） 

・宮脇健一（富山県厚生企画課 主幹） 

・厚生労働省（障害福祉課） 

プログラム 

構成 

 

 

 

 

 

①委員長基調報告 

②取組事例報告（事業者、自治体） 

③パネルディスカッション 

パネリスト：事例報告者、厚生労働省 

④テーマ： 

■介護保険サービス事業者の「共生型障害福祉サービス事業」の立ち上げ、運営のポイント 

■「共生型障害福祉サービス事業」の効果 

■自治体が取り組む際のポイント 等 

⑤質疑応答 

◎東京で開催した研修会の受講者実績は以下の通りである。 

  

受講申し込み人数 47人 当日受講者実績 32人 
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第２章 取組事例の報告 

１．豊田市 

【報告の要点整理】 

〇本市障害福祉行政では現在、障がい者のショートステイの利用ニーズを受け入れる意向のある

既存の介護保険サービス事業者の発掘に重点を置いて取り組んでいる。 

〇意向のある特別養護老人ホーム事業者へのアプローチ、地域への普及のアプローチ 

〇「目的」と「ゴール」を明確にし共有した。：「目的」＝障がい者を受け入れること。「ゴール」

＝共生型短期入所による受け入れること。 

〇興味を持ってもらう：参入しやすいこと、得られる報酬、既にある利用ニーズを説明した。 

〇不安を解消する：実際に障がい者の施設を視察し、市の期待することを説明し、事業者に 

「できそうなことがある」と理解してもらった。 

〇負担を軽減する：「市の期待」と「事業者のできそうなこと」の差を埋めるための支援を実 

施した。（例）契約時のアセスメントに相談支援専門員が同席、必要な事務処理に関する側面支

援 

〇先に取り組んだ特養事業者に、その地域の同業の介護保険事業者さん向けの報告会で報告して

もらった。同じ地域の事業者の取組の反響があり指定も徐々に増加。 

〇本市の場合「共生型デイ」は特に、地域に生まれ育って地域に縁があり、住民同士のつながりが

強い中山間地域において、ニーズがあると思われる。 

〇共生型サービスはあくまでも手段であり、地域の実情に合った形を地域で考えることが大事で

ある。 

〇行政の役割は以下の２つ。 

①地域の事業者や住民の方々が新たな事業の枠組みを知り関心をもつきっかけを作ること。 

②事業立ち上げに関心をもつ方が地域にいる場合には、立ち上げて継続する仕組みをつくるこ

と。 

〇皆様へお伝えしたい３点 

 ①ゴールを具体的に明確にすること、②ゴールまでのプロセスが大事であること、③必要なこ

と、困っていることを行政、事業者等みんなでしっかり話し合うこと。 
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２．株式会社ハート＆アート 

【報告の主な要点】 

〇リハビリ専門職のスタッフで通所介護事業所を立ち上げたことから、中心の利用者層を２号

被保険者（40～64歳）の特に重症の方と定め、その人たちの社会参加、社会復帰を目指す機

能訓練を行うことと定めた。 

〇次に、①医療的ケア児の児童発達支援事業、放課後等デイサービス、②18～39歳のリハビリ

が終わってしまった層の機能訓練を始めた。 

〇設備及び人的に無駄が少なく、精神的にも負担を軽減するため平屋の一体型な施設を作るに

至った。 

〇18歳以上の利用者向けについては、まず「共生型通所介護（高齢者向け）」、次いで「共生型

生活介護（障がい者向け）（現在取得準備中）」を始めた。 

〇介護保険サービスの「共生型生活介護」で障害者の利用を受け入れること 

・「40 歳未満の障害者」や、「40 歳以上で特定疾病に該当しない障害者」で、「障害者総合

支援法の機能訓練（標準利用期間）を終了した人」、「生活介護事業所では障害像として

適応が難しい人」「介護保険の機能訓練（マシントレーニングを含む）を実施したい人」

の機能訓練ニーズに応えること。 

〇障害福祉サービスの「共生型通所介護」で高齢者の利用を受け入れること 

・「病院退院直後で介護保険の申請しか行っていないために障害福祉サービスを利用でき

ないが、切れ目なく自立訓練（機能訓練）を利用したい人」「障害福祉サービスの機能訓

練の標準利用期間が終わってしまった高齢者で機能訓練を受けたい人」「介護保険サービ

ス事業所の高齢者との訓練を好まない人」等の利用ニーズに応えること。 

〇収益性からみて介護保険サービス事業者が参入しやすいのは「介護保険サービス事業所が、

共生型生活介護事業を実施する」事業形態である。 

〇提案したい第二の介護保険サービス事業者の共生型障害福祉サービス事業は、介護保険事業

の中の「共生型自立訓練（機能訓練））事業である。 

〇共生型サービスの効果 

・精神面の効果：人生経験が異なる高齢者と障害者が交じり合う環境に効果があり、エンパ

ワーメント、自分で生きていく力をつけるきっかけになる。 

  （例）お互いに学ぶことができる。お世話をする立場に変わることができるチャンスを

つかむことができる。 

・身体面の効果：障害者が介護保険の共生型自立訓練（機能訓練）を利用すると体を動かす

きっかけができる等。 

・介護保険サービス事業職員にとっての効果：①障害者、高齢者の両方を知ることを通し

て、セカンドライフ伴走者、積み上げていく人生の伴走者になる。②入浴介助、

食事介助、移乗介助等障害福祉分野をみることを通して学ぶことができる。 
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３．特定非営利活動法人ひらすま 

【報告の主な要点】 

〇立ち上げは自身の知らない地域（富山県高岡市内）であったため、地域の民生委員の方にお

願いして力になっていただき、開所前に住民説明会を公民館でさせてもらった。町内２つ合

わせて 50人以上の方が参加してくれ開所にこぎつけた 

〇開所以来平成 30 年まで基準該当の障害福祉サービスとして、16 年間運営してきて思うこと

は、「共生型は面白くて大変難しい」ということ。利用者もニーズも多様である。人手は要る

し効率は悪い。利用者同士のトラブルもある。 

〇その反面、認め合ったり、折り合いを付けたり、譲り合ったりすることが生きる過程そのも

のではないかと感じてきた。 

〇「ひらすま」（地域密着型通所介護）は平成 16 年、ひらすまあらいべ（小規模多機能型居宅

介護）は平成 24年に開設した。 

〇高齢者介護サービスだけで運営していると、周辺のサービス付き高齢者向け住宅との利用者

確保の競争があるから収益は現状より見込めなかったし、障害児サービスの部分が追加収益

源になっている。高齢者の利用者の場合は、利用開始から亡くなられるまでの利用期間が児

童よりも短く入院することも多いので収入の安定化をはかることができる。 

〇基準該当サービスから共生型障害福祉サービスに移行して、収益は 1.3～1.4倍になった。 

〇また、従来と比較して看護師や介護福祉士その他介護職員の配置を充実させることが可能に

なった。 
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第３章 パネルディスカッションの主な討議結果 

◎共生型サービスの可能性について 

〇共生型サービスは多様な地域の障害児者や高齢者の利用ニーズの受け皿となる可能性がある。

共生型サービスの当初の狙い（障害者が高齢期になっても地域の中で親しんできた障害福祉

サービス事業所を継続して利用できるようにする）を超えて、多様な高齢者、障害者の利用

ニーズの受け皿となっており、今後ますますその可能性がある。 

◎自治体の役割について 

〇介護保険サービス事業者が共生型障害福祉サービスを立ち上げるに当たっては、都道府県の

市町村（特に規模の小さい自治体）に対する支援があるとより普及しやすいことの示唆を得

ることができた。 

 〇自治体は先行して共生型障害福祉サービスの開発に取り組んでいる事業者のさまざまな事業

に関する発想、創意工夫を消さないことに注力していきたい。 

◎（過疎地域などでの）共生型サービスの展開モデルとして、地域貢献の視点から、利用者

以外、引きこもり、子どもの貧困、犯罪に巻きまれやすい子どもたち・若者の社会参加支

援等の実施について 

 〇まずは、通いの場、交流スペースを設置して、そこなら通うという引きこもりの子どもたち

とつながる前段階を作ることが必要。 

〇通うことが出来たら、ボランティアをしてもらう、ボランティアが出来たら就労支援Ｂ型で

働いてもらう等、関わった子たち１人１人について、関わり方、支援の仕方を考える。 

  ⇒「共生」には２つのタイプがある。 

   〇通う場（通所介護事業所）で、高齢者、障害児・者の多様な利用者同士が共生する。 

   〇地域との「交流の縁側（地域の居場所の拠点）」を通う場（通所介護事業所）につくる。

＝地域との共生 

 〇社会福祉法人の場合は地域に長けた NPO法人や組織と連携して共生事業に取り組むことも重

要である。 

◎介護保険サービス事業者が障害福祉サービスを立ち上げるにあたっての課題について 

〇介護保険サービス事業所の介護専門職が障害特性等に関する知識や技術、知見の習得が十分

でないことが立ち上げるにあたっての課題となりやすい。 

〇その対応として、①顔をの見えるサービス提供空間の中で現場教育していくこと、②実際に

取り組んでいる事業者を講師として学ぶこと、実際の共生型サービスの現場を視察して学ぶ

こと等が必要である。⇒実際の現場を視察し学ぶことが重要であるのは、自治体所管課の職

員においても同様。 

 〇共生型サービスに取り組むにあたっては、「障害者を受け入れる」という一般論で相談協議す

るのではなく、「具体的な人の受け入れ」について現場のスタッフたちと相談すると、より抵

抗感がなく、その人を受け入れることについて検討することができる。 
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第４章 受講者の評価、満足（受講者に対する会場アンケート結果） 

○事例報告及びパネルディスカッションともに「参考になった」の回答割合がもっとも高い。

また、研修会受講後の共生型障害福祉サービスに関する理解について、「理解は深まった」「あ

る程度理解は深まった」を合計した回答割合は 92.6％であり、本研修会の受講者の評価は高

いといえる。 

 

○特に事業者、自治体からの事例報告に対する評価が高く、行政・事業所の両方の視点から、

共生型障害福祉サービスの立ち上げ時の様子、実際の現場等を報告した点が好評であった。 

 

○パネルディスカッションの中で質疑応答の時間を設けたところ、その中で出てきた具体的な

質問や議論が参考になったという声があった。パネリストと会場の参加者が双方向にコミュ

ニケーションを行うことでより深い議論を行うことができたが、本研修会では会場規模がさ

ほど大きくなかったため、このような運営が成立したと考えられる。 

 

○本研修会は、元々共生型障害福祉サービスに関する何らかの知識を持っている事業者や自治

体担当者を対象としていたため、共生型障害福祉サービスを実施するメリット・デメリット

や申請にかかる事務手続き等、推進・実施にあたっての、より具体的な情報を求めている参

加者が多くみられた。 

 

○共生型障害福祉サービスの推進・実施意向については、「今後検討することは全くない」の回

答割合は 3.7％ともっとも低く、ほとんどの参加者が何らかの形で共生型障害福祉サービス

の推進・実施を検討していることがうかがえる。 

 

 

１．属性 

研修会・東京会場の参加者の属性をみると、「自治体所管課担当者」が 48.1％、「介護保険サー

ビス事業者」が 33.3％、「その他」が 18.5％となっている。 

図表 142 研修会参加者の属性（単数回答） 

 

【「その他」の具体的な内容】 

 就労継続支援Ｂ型 

 障害福祉サービス 

 障害支援施設 

 公益社団法人 

介護保険

サービス事業者

33.3%自治体

所管課担当者

48.1%

当事者・

支援者団体

0.0%

その他

18.5%

無回答

0.0%

(n=27)
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２．参考になったもの 

（１）事業者、自治体からの事例報告 

研修会プログラムについて、事業者、自治体からの事例報告の感想をみると、「参考になった」

の割合が最も高く 73.1％となっている。次いで、「ある程度参考になった」が 26.9％となって

いる。 

図表 143 Q1(1) 事業者、自治体からの事例報告の感想（単数回答） 

 

※途中参加で未受講の回答を除いて集計 

【Q1(1)-1 具体的な内容】 

（参考になった点：自治体の取組等） 

 特養障害者受入れの“不安”の考え方は職員説明の際とても活用できると思いました。 

また、対象者「に」→対象者「と」何ができるかが心に残りました（わかりやすく）。（介

護保険サービス事業者） 

 事例に即した説明がとてもわかりやすかったです。行政職員に豊田市のような熱意と工夫

があれば。（介護保険サービス事業者） 

 行政サイドの積極的な働きかけ、事業者の具体的な動きなど参考になりました。（介護保険

サービス事業者） 

 行政目線からの具体的な取りくみのプロセスがとてもわかりやすかった。（自治体所管課担

当者） 

 行政の例があった点が参考になった。これにあてはめると、自分の自治体は今どのフェー

ズにいるのか？何が課題なのか？等論点をつくることができる。（自治体所管課担当者） 

 自治体の立場からの、共生型事業所のショートステイの立ち上げの流れ、取組が分かり、

参考になった。（自治体所管課担当者） 

 尾崎先生の How toに近いお話も使えます。（介護保険サービス事業者） 

 豊田市の事例について、同じく短期入所の事業者が少なく利用したい方は区外の事業所の

利用となってしまっている状況に地域で対応ができるようにするための方法例として参考

になった。（自治体所管課担当者） 

 自治体のお話が今後の施策提言等に活かせると思います。（その他） 

 豊田市役所の尾崎さんが事業所の事務負担軽減の為にお手伝いをして下さる事によって共

生型サービスに参入するハードルが下がったこと。（その他） 

 共生型サービスに対して介護保険事業者へのアプローチがわかった。ニーズのとらえ方が

よくわかった。（特にニーズに当たる方法、共生型の活用事例）（自治体所管課担当者） 

参考になった

73.1%

ある程度

参考になった

26.9%

あまり参考に

ならなかった

0.0%

参考に

ならなかった

0.0% 無回答

0.0%

(n=26)
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（参考になった点：事業者の取組等） 

 実際には共生ケアがうまくいっていないと聞いていたが、本当のところはどうなのか？知

りたくて参加しました。共生型の現場の意見がきけて参考になった。（介護保険サービス事

業者） 

 市内に共生型事業所が開所していないため、実情等について参考になった。（自治体所管課

担当者） 

 事業者からの「共生型参入にメリットがある」というご意見に勇気づけられる。（自治体所

管課担当者） 

 これまでの経験を通じて、感覚的に共生型は中途障害の人にニーズがあるかと感じていた

ので、茂本氏の話がしっくりときた。また、ニーズ不足の解消という尾崎氏の行政からの

アプローチも納得できた。富山型は理念は共感できるが、都市部でのニーズがあるのかど

うか見極められない。（自治体所管課担当者） 

 共生型の本質（好きな地域、好きな人と過ごしたいという当事者の思いに寄りそう）につ

いて、再認識できた一方、実際には安定した事業運営も考える必要があることから、いく

つかの事業モデルがあると、事業者や行政はイメージしやすいのではないかと思います。

（その他） 

（参考になった点：普及・推進に向けて） 

 先進の取組事例について話を聞くことで、共生型サービスが社会資源が足りない地域での

サービス体系でなく、本市においても当てはまる事業体系であると認識できた。（自治体所

管課担当者） 

 共生型を始めるきっかけ、共生型のメリット（自治体所管課担当者） 

 共生型サービスについてほとんど無知だったため、全体的に参考になりました。（自治体所

管課担当者） 

 「共生型サービス」のことを知らなかったので、とても勉強になりました。（その他） 

 全て（介護保険サービス事業者） 

 

（２）パネルディスカッション 

パネルディスカッションの感想をみると、「参考になった」の割合が最も高く 51.9％となって

いる。次いで、「ある程度参考になった」が 37.0％となっている。 

図表 144 Q1(2) パネルディスカッションの感想（単数回答） 

 
【Q1(2)-1 具体的な内容】 

（参考になった内容等） 

 各地域で色々取組に悩まれていることを知ることができた（行政も含めて）。（介護保険サービス事

業者） 

 特養障害者受け入れの際の日中の過ごし方・考え方について具体的エピソードが勉強になった

（相互理解が深まるメリット）。（介護保険サービス事業者） 

参考になった

51.9%
ある程度

参考になった

37.0%

あまり参考に

ならなかった

3.7%

参考に

ならなかった

0.0%

無回答

7.4%
(n=27)
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 パネラーの方々が詳しくお話し下さり、とてもわかりやすかったです。（介護保険サービス事業者） 

 自治体、事業者の意見や考え方が参考になった。（自治体所管課担当者） 

 市として地域共生社会を進めていくため、どういった取組をしていくか参考になった。（自治体所

管課担当者） 

 豊田市での取組、各事業所で苦悩。（自治体所管課担当者） 

 事例発表の内容をさらに踏み込んで聞けてよかった。（自治体所管課担当者） 

 現場の具体的な事例。（自治体所管課担当者） 

 具体的な事業の形を話していただき、イメージがつかめた。（自治体所管課担当者） 

 それぞれの立場でのメリット・デメリット・課題などについて聞くことができた。（自治体所管課担当

者） 

 会場からの質問に対し、より具体的な話しを伺うことができて、参考になりました。（その他） 

 自由な討論の中で共生型サービスの現状を多角的に見ることができた。全体感が理解できていな

かったが、イメージできた。国、都道府県、事業者、それぞれの意見が交わる場で、大きすぎない

規模の研修会は貴重だった。（自治体所管課担当者） 

 専門性も大事だが、ジェネリックでいいんだ、ジェネリックだからこそいいんだ、という視点。（その

他） 

（今後について） 

 共生型の短期入所開設を検討していくにあたり、自治体の立場としてどのように関わって

いくか、また質問でもあった報酬・請求のこと。また理解を広げていくため、ディスカッ

ションの際の話を参考にしながら、引き続き対応していきたい。（自治体所管課担当者） 

 事業者の様々な発想によりサービスが生まれるので、適切なアドバイスができるよう、制度を理解

しなければならないことが分かった。（自治体所管課担当者） 

 

３．研修会全体の感想 

研修会全体に関する感想等を自由記述によって把握した。主な回答は以下の通りである。

（Q1(3)） 

（勉強になったこと） 

 平野先生の和やかな雰囲気の中、行政・事業者がそれぞれの立場から疑問や意見の交換が活

発にあり、とても勉強になった。ありがとうございました。（介護保険サービス事業者） 

 取組事例について参考になりました。（自治体所管課担当者） 

 共生型サービスについて、とても良い勉強になりました。（自治体所管課担当者） 

 「共生型は推進すべきもの」という前提、趣旨の研修であり、事例発表等、非常に勉強になりまし

た。「共生型は推進すべきもの」という部分を、まだ職場で共有しきれてない面はあります。（自治

体所管課担当者） 

（必要だと思ったこと） 

 事業所同志の横のつながりが共生ケアには必要だと感じました。（介護保険サービス事業者） 

 都市部における共生型の具体的な形、モデルケースや、具体的なメリット・デメリットを考えて行き

たい。考えていく必要がある。（自治体所管課担当者） 

 できることから少しずつ地域で行うことが必要だと思うが、それには行政、事業者との情報共有や

連携が必要だと思いました。行政からの声かけが低いとのことからまずは行政の意識を高めていく

取組が必要だと思いました。（その他） 

（その他） 

 報告書よりもわかりやすい内容であった。（自治体所管課担当者） 
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４．共生型障害福祉サービスに関する理解 

（１）研修会を受講して共生型障害福祉サービスに関する理解は深まったか 

研修会の受講によって共生型障害福祉サービスに対する理解が深まったかどうかをみると、

「ある程度理解は深まった」の割合が最も高く 51.9％となっている。次いで、「理解は深まっ

た」が 40.7％となっている。 

図表 145  Q2(1） 研修会を受講して共生型障害福祉サービスに関する理解は深まったか（単数

回答） 

 

 

（２）追加の情報や説明が欲しかった点 

共生型障害福祉サービスに関して、さらに情報・説明が欲しかったことを自由記述で把握し

た。主な回答は以下の通りである。（Q2(2)） 

（行政について） 

 行政の感覚が追いついていない。行政への啓発はどうなっているのか。（介護保険サービス

事業者） 

 申請手続きなど。介護保険事業者と障害サービス事業者の関わり。（介護保険サービス事業

者） 

 行政例として、指定の事務に関するアドバイスがあればなお参考になった。（自治体所管課

担当者） 

 介護保険事業者向けの共生型障害福祉サービスに特化した資料・情報がほしい。（自治体所

管課担当者） 

 介護事業者が開始するメリットが明確ではない。都会と郊外では条件が違うと感じるので

あまり参考にするのは難しいと感じた。（自治体所管課担当者） 

 事業者にとっての実質のメリット・デメリット。（自治体所管課担当者） 

 障害者が 65才以上になった時のための共生型などの事例があれば知りたかった。（その他） 

 調査結果からなぜ指定申請に行きつかないか（事業所、自治体）を具体的に分析、今後の

課題についてお話いただきたかった。（その他） 

（その他） 

 言いだせばいろいろあるのですが、エッセンスはいただきました。（介護保険サービス事業

者） 

理解は深まった

40.7%ある程度

理解は深まった

51.9%

あまり理解は

深まらなかった

3.7%

理解は

深まらなかった

0.0%
無回答

3.7%

(n=27)
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５．共生型障害福祉サービスの推進・実施意向 

（１）自治体・事業所で共生型障害福祉サービスを推進・実施したいと思うか 

自治体及び事業所における、共生型障害福祉サービスの今後の推進・実施意向をみると、「そ

の他」の割合が最も高く 33.3％となっている。次いで、「２～３年年間の予定はないが、推進・

実施に向けて検討している」が 25.9％、「２～３年以内に推進・実施していきたい」が 22.2％

となっている。 

図表 146  Q3(1） 自治体・事業所で共生型障害福祉サービスを推進・実施したいと思うか 

（単数回答） 

 

（２）今後の推進・実施意向の具体的な内容 

共生型障害福祉サービスの今後の推進・実施意向について、具体的な内容を自由記述によっ

て把握した。主な回答は以下の通りである。（Q3(2)） 

（具体的に検討中） 

 特養で障害者短期入所申請中です。受け入れまで課題は多くあり、障害者の理解の場（研

修・交流）が広がればと思います。対象者の見える化。（介護保険サービス事業者） 

 すぐにでも実施したいと考えている（短期入所）。（介護保険サービス事業者） 

 介護事業者の共生型短期入所、ニーズによっては空床型での短期入所開設。（自治体所管課

担当者） 

 本市の障害者計画にどう位置づけるかが課題となると思われる（目標値を設定するかどう

か）。推進するにあたり、自立支援協議会や障害福祉サービス事業者への説明をどうしてい

くのか。（自治体所管課担当者） 

 Ｒ３年度に、生活保護と迷いがあり、詳しく聞いてみたかったが、当事業所には生活保護

のほうが合っている様に思えた。（その他） 

（今後について検討中） 

 トップの覚悟あって Go が出れば。あとは職員の不安がとれれば。（介護保険サービス事業

者） 

 指定管理者としての動きの中で、どのような形ができるか。（介護保険サービス事業者） 

 上司等に相談し、今後の方針を検討。（自治体所管課担当者） 

 地域課題と共生型サービスをどのように結びつけるかが前提の上で、共生型サービスを検

2～3年以内に

推進・実施していきたい

22.2%

2～3年年間の予定はないが、
推進・実施に向けて検討している

25.9%
今後検討すること

は全くない

3.7%

その他

33.3%

無回答

14.8%

(n=27)
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討したい。（自治体所管課担当者） 

 所管部署との共同で、集団指導の際に共生型サービスの推進について説明することは可能。

（自治体所管課担当者） 

 もともと複合施設（高齢者、障害者ほか）の事業について、見直しを検討していることか

ら、指定管理の更新や施設改修にあたり、共生型の導入の検討していく。（自治体所管課担

当者） 

 

（３）共生型障害福祉サービスの推進・実施にあたり今後必要になること 

今後、回答自治体・回答事業所で共生型障害福祉サービスを推進・実施するにあたり、必要

になることについて、自由記述で把握した。主な回答は以下の通りである。（Q3(3)） 

（手続きの簡素化） 

 国保連請求ソフトが別々なので、一本化できないのか。（介護保険サービス事業者） 

 申請・手続きの簡素化。（介護保険サービス事業者） 

（周知・普及） 

 相談支援事業者との関わりや利用者、その家族の希望ニーズなど、理解していく必要性が

あり、職員への周知（共有）を行うこと。（介護保険サービス事業者） 

 共生型短期入所もしくは空床型短期入所の開設に向け自治体としてフォローしていける関

係づくりや理解していけるような取組など。（自治体所管課担当者） 

 行政としても、社会資源がない地域のサービス提供手段という先入観を改めるとともに、

事業者側が持っている「障害は障害」「高齢は高齢」という縦割の考えをなくしていくよう

にすることが必要。（自治体所管課担当者） 

 共生型サービスに関する知識。（自治体所管課担当者） 

 自治体としての利用者の振り分け（重度の方は障害専用のサービス、中途の方は共生型な

ど？）などの関与。地域全体でどう役割分担していくかのデザイン。（自治体所管課担当者） 

 介護事業所からの積極的なかかわりが必要。国・都の「制度」としてのメリットがなけれ

ば事業所は興味を持てないのではないか。（自治体所管課担当者） 

 事業モデルの周知。共生型の考え方の周知。（その他） 

（ニーズ把握） 

 事業者向けにわかりやすい資料。ニーズの吸い上げ、特に都市部はニーズ特化型のように

思う（地方はまるごと）。（自治体所管課担当者） 

 地域のニーズの汲み取り、具体例、自治体からの働きかけや支援。（自治体所管課担当者） 

 まず県内の実態把握。小規模多機能において先進的な取組をする事業所が県内に複数はあ

るが、共生型にしない理由や展望について聞きたい。なぜ踏み切れないのか、それによる

支援策を検討したい。（その他） 

（その他） 

 トップの覚悟。（介護保険サービス事業者） 

 事業等の見直し（指定管理施設）での導入を検討中。人的措置 etc。（自治体所管課担当者） 

 スタッフの確保。（その他） 
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６．その他の意見・感想 

共生型障害福祉サービス及び共生型サービス全般に関する意見や感想を、自由記述によって

把握した。主な回答は以下の通りである。（Q4） 

（メリット・デメリット） 

 事業者には、継続的なサービス提供をしてもらいたいため、推進していくには、採算面や

メリット・デメリットについても説明できないと参入してもらえないと思う。（自治体所管

課担当者） 

 障害の特性やケアに全く知識のない介護保険事業者からの相談が多く不安の方が大きい。

地域の障害者施設との協力・交流。行政との相談などすすめるが「両方の指定を受けてお

いたらメリットがあるかも」（※そういうことを吹き込むコンサルもいるよう）程度の意識

で参入されることへの不安。行政アンケートの消極的な回答の背景にはそういった実情が

あると思う（今日発表してくださった方々のような意欲ある意識の高い方は少数かもしれ

ない）。（自治体所管課担当者） 

 業者にとって実質的なメリット・デメリット。（自治体所管課担当者） 

（情報提供、周知・普及） 

 どこの介護保険事業所が共生型を行っているかリストが検索できるとよい。（介護保険サー

ビス事業者） 

 介護保険、障害福祉サービスの特例であるがゆえに制度がわかりにくい。周知（事業者、

市民）がわかりやすいようにしてほしい。（自治体所管課担当者） 

 実施するための地域ニーズで、方法（行政の理解）、職場理解、含めてハードルが高いかな

…と。（介護保険サービス事業者） 

 障害イコール仕事や学習や個性・・・という職員の思いこみも大きいので、そのハードル

をどうやって下げていくのか、とても学びになりました。（介護保険サービス事業者） 

（連携推進） 

 共生型サービスは、障害福祉における地域生活支援拠点等の整備にも重要な役割を担うこ

とから、今後はより一層、高齢と障害の連携が必要である（行政）と思いました。（その他） 
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（２）「共生型障害福祉サービス事業」を実施している事業所向け調査票
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（３）「共生型障害福祉サービス事業を実施していない」事業所向け調査票
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